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地方教育行政制度における中央樹監化はもはや何人も否定できない現実
であり，この傾向は資本主義という巨大な力にまき込まれた不可避的な現
象であった。しかし，既述の如くことにおける中央集権化は地方分権にと
って代る国家的・官僚的なものへの権限集中でもなければ，後見主義的監
(1) 
督の強化でもなかった。むしろそれは伝統的な地方分権的行政制度の基調
を変貌する社会経済的環境に適応するよう再編成することを意味してい
た。詳しくいうと，地方分権再編成の一環として，政府諸単位聞における
失われつつある権限のパランスを民衆統制と行政効率との調和という方向
において解決することであった。このように地方分権的な教育行政制度の
基本原理に新たな衣裳をよそわせるという意味において，政府単位聞にお
ける権限の再配分もさること乍ら，地方分権的行政制度の中核である州・
地方行政機構自体の再編成がまず第ーに要請される。就中，権限の再配分
は民衆l己最も手近かな政府単位から順次に行われるへきだとする民主的要
請からしでもそのことは何よりも緊急を要する。区域と機能の調整をはか
る学区再編成が行われたのもこの意味においてであった。
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しかもこうした集権化を促進したと同一の事情に基づいて行政機構自体
の再編成も不可欠な問題となった。資本主義社会特有の社会経済的分化と
共に複雑多岐化する行政問題は従来の立法的統制を超えたより積極的な行
政的調整，いいかえるとより高度に技術化された執行を必要とする。今日の
行政は旧来の行政技術を以てしては解決し得ないか，ないしはそれをして
時代おくれのものたらしめ，かつての「樫の木の下のデモクラシー」を昔
日の夢と化したからである。こうして今日の複雑多岐な行政問題を解決で
きる尊門的知識と技能を備えた専門家行政を必須とし，それと併せて行政
機構内部における執行部門の強化が地方分権再編成の一環として要望され
るに至った。この現象は現代職能国家の出現に伴う執行程強化と軌を一つ
にするものとみることもできょう。しかも，それと同時に慈大化する行政
プログラム，進行するスペシャリゼイションと並行してますます分割化さ
れ，乱立イ七される行政機関，増大するスタッ 7，複雑な事務手続は深刻な
管理問題を出現させ，組織に特有な遅滞現象を招来した。組織本来の究極
目標である責任・能率・節約の三原則に紙触する乙とになった訳である。
否それにも増して，このことはー方的なレイマンコントローJレの強調と
同じく，教育行政を以て「教育の基本目標←ー教授ーーをより効果的に実
〔2)
現するための奉仕活動とする」アメリカに固有の行政管理理念にも背反す
る。かかる事情に当面して，行政機能に必要な機関数，各種機関の配置，
責任と権限の配賦ー各種機関の相互関係，行政組織を規制する外部機関と
の関連等を再考察し，責任・能率・節約を目的とする行政機構の再編成が
強調されるに至った。それではかかる行政機構の再編成の方向とその本質
は何か。それが本稿の課題であるが事ここで要約的に結論を拾うと，教育
委員会の民意代表性を徹底化する一方，委員会の機能を政策の審議・決定部
門に限定して執行権の分離をはかり，そのー切をあげて教育長の権限と責
任に帰属せしめ，そのことによって行政の統ーと専門性を確保することに
あるといえよう。このことは現代行政に内在する必然的な傾向であり，行
政目的を達成するための不可避的な現象とみることが出来る。 しかし乍
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ら，こうした執行部門の強化，サイゼンのいう教育長の行政首長（chief
executive〕への脱皮を単なる行政能率の観点からのみ支持し，推進する
ことは民衆統制の理念と対立L，やがて民主主義自体そのものも壊滅する
ことにもなりかねない。けだしパゾーも指適するごとく「民衆の政府依存
度が著しく高くなった現在において最も必要なものは民衆の側における政
治的関心の再生，すなわち自らの問題は自ら処理する草の根主義ともいう
(4) 
べき政治的信条のJレネッサンス」であるから。しかも民衆と政府との緊張
関係が表面化L政治的不安定が深化しつつある政治的環境のなかで，権力
の社会化と民意の権威化はこの緊張緩和に絶対不可欠である。ととに教育
行政を政府の第四部門として民衆統制の徹底化を期したこの国の行政制度
にとって民衆統制の弱体化は疋に致命的である。従って私企業に適用され
る経営合理化の原則，いわゆる「能率の論理」をそのまま無批判的に再編
成に持込むことは許容されない。しかしそれが公企業体であるにもせよ，
ともかく組織である限り目的合理化の要求を最大限に充足することは組織
本来の存在理由を高めるととに外ならない。ここにおいて民衆統制と行政
能率とのこ原則を併せ実現する行政機構の再編成が地方分権再編成の一環
として要請されることとなった。以下ではこの再編成運動の展開を州・都
市のそれについて考察するとととし，まず州のばあいから触れて行くこと
にしよう。
州教育行政機構は著しく多様を極め， 48州のそれを一括して取上げるこ
とは不可能に近い。ましてや目下進行中の再編成運動を一口にいい切るに
はかなりの困難を伴う。しかし多少の危険を冒してあえて概括すると，夫
夫独自に展開して来た教育委員会と教育長との関係の調整，換言すると，委
員会の機能を政策の審議決定に限定して行政に関する一切の権限を教育長
の責任とし唱制度面においては従来の多元的・二元的な行政組織を整理統
合して教育長を頂点とする統合的組織に改変し，前者における民意代表性，
後者における専門性を確保するところに再編成の方向があると恩われる。
教育行政機構の再編成運動は20世紀初頭以降，詳しくいうと在来の立法
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的統制が，意図する教育の改善とは逆にその障害になりかねない事情が判
明し，それに代って行政的統制が顕著となった時期に始まる。周知の如く，
州の憲法が明示的に授権しない限り地方学区は何等固有の権限をもたず，
州立法部の最高権力に従属している。地方学区は州の創造物といわれる所
以である。州立法部はこの最高権限を駆使して加速度的に増大する教育需
要に対処すベく教育の細目に及ぶ種々の法律を制定し，地方学区にその遵
(5〕
守を迫った。しかし立法的統制は，その性質上融通性と弾力性に欠けるが，
急速度に変転する教育需要に当面して本来の欠陥を露呈するに至った。そ
の上専門的知識の浅い立法部による詳細な立法的統制は地方の創意性と自
主性を喪失せしめ，教育の地方的条件への適応性を阻害する事態をも惹起
した。とのことは伝統的な地方分権制度にとっては正に致命的である。従
って，立法的統制は教育制度の基本的枠組，並びに制度運営に不可欠な基
本政策と基本原理とに限定し，その他に関する権限は主として執行団体で
ある州教育委員会に帰属せしめることとなったo この権限委任によって教
育委員会が諮問機関的容在から準立法的性格のものへと転化することが可
(6) 
能となったが，授権の在り方は多種多様でかつ試行錯誤的であった。しか
も州立法部は既荏の教育委員会とは別個に独立した委員会を設立し，新し
く増大する行政事務を処理せしめたのである。 1920年のエミス・ヒューズ
法はその典伊jである。かくして多種多様の委員会の設立をみることとなっ
た。例えば， 1837年，ホレインスマンの努力により一元的行政機構一一教
育委員会とその任命による教育長から構成されるーーをとったマサチュセ
ッツ州においても教育委員会とは別箇に独立した9委員会を数える現状
(7) 
である。再編成が進行中の1954年現在においても全国で361の委員会を数
える実情にある。もちろん，このように多数の委員会が杏立することにつ
いては次の積極的理由がある。すなわち， (1），教育のなかにはそれに大き
な関心を持ち，その充全的な発展に尽力する委員会によって統制されねば
ならない教育部門がある。（2），教育計画は極めて複雑多彩であって単一の
委員会で適切に処理できるとは考えられない。（3），職業教育と一般教育，
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高等教育と初等教育とをどう調整するかの問題はそれ程シイリアニスなもの
でないし，自発的協力によって解決できる程度のものである。といった理
由があげられ官。しかし乍ら，それぞれの委員会が一国一城の主として独自
に行政したことからセクショナリズムの弊害が顕著となり権限の重複，行
政の競合からくる権限争いが表面化したことは争えない事実である。しか
も各委員会の権限が対等であることが実質的な調整を困難とし，かっとれ
を調整する総務的な執行機関も存在しなかった。共通の広場として在るも
(8) 
のは予算の分捕り合戦であったといわれる。このことと各種委員会の並存
は州教育計画における一貫性と統一性の欠除を招来し，統務的な執行機関
として公教育の全行政活動を調整し，対立と闘争に代る協力体制を保証す
る統合的委員会の寄在を必須不可欠とするに至った。それと同時にこの委
員会に教育目的に合致しその上全教育活動とも調整のとれた諸政策を決定
せしめ， Ii!く接触の度を増した連邦教育局と交渉する唯一の機関とする必
要性の認識も高まって来たのである。
なお，この委員会制と関係する再編成問題として委員会構成のそれがあ
った。成立当初の委員会は行政的機能を担当したことと関連して職権を基
礎とした委員による構成を特徴としていた。その第一の構成型態は州の公
選職員によるもので，主として財務長，州務長官を以て構成されたが，教育
以外の目的に即して公選された意味合いから一般の信頼もなく，行政権限
もかなり限定されていた。そして，教育長が同一政党出身であるばあい，
委員会の覚え目出度い人（personagrata）として政策の形成と幸Mすをあ
げて一任し，逆のばあいには彼との政治的取引に憂き身をやつしたといわ
れる（：）第二の型態は教育者中心の構成のそれで，主として州教育長，市教
育長代表，州立大学学長，師範学校長から構成されていた。この理論的綬
拠は教育問題はすぐれて専門的・技術的性格をもち，専門家によってはじめ
てよく処理されるとするところにある。この点州公選職員のばあいに比べ
て一歩前進しているとみることができる。しかしこの理論的根拠には次の
誤謬があった。委員会の目的は行政職員の選定，予算審査，教育計画の裁
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可等のヂェヰラJレな政策の形成にあって行政の細部に没頭すべきでないと
いうことと，職権に基づく教育リーターは自己本来の行政に多忙で州教育
問題に充分な力を注ぐ余裕がないこと。以上の二つである。インデイアナ
(10) 
州の教育政策審議会はとの間の事情を次のように述べている。
「現在の州教育委員会には州でも最高級の教育指導者が含まれている。そ
れにも拘ららず，委員会はすぐれた執行団体とはいえないし，そうなるこ
とも不可能である。自己の所属する機関，そこでの役臓が，公教育への大
胞かつ公正無私な貢献を妨げている。またそうすることができる状態にも
おかれていなし、。もし公教育問題で政治家と対立しようものなら，彼等が
所属する機関は必ずや被害を受けるに相違ないからである。さらにプロフ
ェショナルな委員は委員会の権威の問題にも当面している。委員会の決定
で彼等の個人的利害に関係しないものは殆どない。との個人的利害が委員
会の決定lこ影響し，その結果さしたる進歩，改善もみられない。行政の遂
行に際してもその吏僚はプロフェシブョナルな委員と衝突し，委員会の意
図をくじくようなこともよく起っていると。」
さて以上から多数の独立した委員会の脊在と委員構成の問題が行政機構
再編成問題の大きな焦点となった事情が判明したが，さらに再編成問題を
ー尽複雑化し，かっその大きな一つの焦点となったのが教育長制度であ
る。教育長制度は1812年ニューヨーク州に設立されたのを鳴矢として，そ
の後教育基本金の管理と配分，情報の収集と報告書作成等の事務処理の必
要性から1830年一5日年にかけて各州で相次いで採択され， 20州を数えるに
至った：教育長としてのホレイスマンが残した業績がこの傾向を拍車づけ
たことはいう迄もない。しかし当時州の教育関与は第三者的で奨励的な財
政関与に止まっていた事情を反映して，その機能は事務的で勧告的なもの
にすぎず，マンの業績を生んだマサチュセッツ州において教育長の機能は
教育調査の実施と報告，タウン，市，州立法部への勧告程度を出なかったの
である。ゴーJレドハンマーの指摘するごとく殖民地時代執行長官である総
督との生々しい闘争の体験から帰結された執行権に対する嫌悪が教育長制
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度に投影されていたとみることもできよ（す。ところが資本主義の高度化に
伴う，教育機会均等化，教科改善，教育施設の充実等への諸要求は州政府
をして従来の無関心的でパーミッシブな教育関与から積極的参与への転換
を促すこととなった。しかも乙の教育関与は地方の創意をもりあげ，行政
能率を高めることを目的とした；f1 －地方関のフヱデラリズムを基礎とする
リーダーシップでなければなかった。ところでこのリーターシ yプは，サ
ーストンの表現を借りると，「教育改善への総力を結集し，調躍するととで
あり，あらゆる努力に共通の方向を与えるものでなければならない。それ
は教育の本質と将来の動きを分析し，その成果を民衆に伝達することであ
る。またリーダーシップとは改善された方法を発見し公布することによっ
(13) 
て地方の創意をかきたてそれを実施させること」でもある。別言すると，
それは現代教育が要求する該博な専門的知識とすぐれた行政技術とを備え
た州と責任ある地方との相互信頼と相互理解を中枢とする協力体制を確立
することである。この相互理解と相互信綴の感情は単なる法律や政府機構
のよくしうるところでなく，州教育局が最善の児童教育を目指して果す忍
耐強く，友人的で協力的な指導的役割に対する民衆の信頼に根差すもので
ある。かかる行政機能の拡大と複雑性は州立法部はもちろんのこと素人の
集団である委員会に自己の限界を自覚せしめ，専門行政家である教育長・
行政職員の援助と協力並びに執行部門の強化を必須不可欠とする。そして
行政機能が高度化し，繁期Hじすればするだけ専門家行政への要望は益々大
きくなる。ところが20世紀初頭の教育長の地位と権限は設立当初の法律に
規制され，旧態依然たるものがあった。教育長の直接選挙制がその一つに
数えられる。いう迄もなくこの直接選挙制には，（！），当初教育長に課せら
れた行政事務が必ずしも専門的知識を必要としなかったこと。（2），当時州
行政臓員の任命は公選制を一般原則としていたこと。（3），民衆の側におけ
る直接選挙制に対する執着。（4），教育行政専門家の欠如。が与って力があ
った。また，今日においても， (I）民衆は州教育制度の首長たるべき望まし
い教育長を選定する権利がある。（2）直接選挙は任命制に比較して他の州行
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政職員lこ与えられるよりも高いのプレユティー？を教育長に付与する。（3)
民衆による直接選挙はその成果が上々なのが一般で，優れた人物の立候補
を促し，またその地位に最もふさわしい人物が選ばれている。委員会任命に
よる教育長が最適の人士だという保証はどこにもない。（4）教育長が直接民
衆に責任を負う場合，教育の最大利益を擁護し，必要に応じては教育委員
会・州知事に反対することもできる。という積極的主張があ2。しかしこの
制度は教育行政と政党との政治的紐帯を強め，政治の教育への介入を許す
こととなり，教育長の地位は引退する政党人への最後の花道として提供さ
れ，地位のタライ回しが行われたといわれる。クレイトンの表現を借りる
と「大多数の州では，この教育長の地位合政党政府の栄枯盛衰に直接間接に
影響される政治的地位と考える誤りを犯している。指名会議でこの地位は
最後に回されるのが通常で指名に不満な政治屋や派閥をなだめ，あるいは
州で等閑祝された地方に限をかける目的からこの地位が提供されたのであ
£~0 州内居住を資格条件とし，政治的権謀術数にプレミアムを付けるこ
うした直接選挙制は，教育に無関係の諸条件を重視するもので，必然的に
低報酬と安価なサーピユ，低級な理想を結果するだけに終る。このことは
教育行政という名に値する仕事のない牧歌的雰囲気の農業中心の社会にお
いてならまだしも行政専門家が確保されねばならない現代においてはその
根拠を失わざるをえない。 しかも民意を共に代表する委員会と教育長と
が，いずれも政策の審議形成と執行を兼ねたことから権限の重複と対立が
生れ，さきに指摘した委員会制度と併せて州教育行政紙構の分立制を特徴
づけ，行政能率と経済を著しく低下せしめる事態を招来した。例えばイン
ディアナ州政策審議会はこの間の事情を次のように述べている。すなわち
「この州では，漸次的ではあるが三つの教育行政機関が成立して来た。大き
な権限をもつが自己の行政職員がいない教育委員会とそれと同様大きな権
限をもつが盟主権に基づくメンパーである以外委員会とは何の関係もない教
育長との二つである。この相互に独立した三教育行政機関が協力的に活動
するには，委員会は新しく任についた教育長の計画に歩調を合わせ，教育
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長は自分が何の関与もしていない委員会の政策と計画に自己の政策を適応
(17) 
しなければならない」と。
さて以上の諸事情を背景として本世紀初頭から30年代にかけて再編成問
題が狙上に上り， 20州で着手されることとなった。もちろん，それぞれの
歴史的・客観的事憶を反映して再編成運動が多彩な方向を辿ったことはい
う迄もない。教育委員会設置を勧告するイリノイJli，委員会制を廃止した
ウイユコンシン州，或はフエデラルプランをとり，教育行政を州政府機構
の一部局に組み入れたオクラホマ州，ペンシルバーニヤ州などはその著し
い例である。例えば委員会設置を勧告したイリノイ州では， 1908年2万8
千の教員に対して4万5千の行政職員を擁L，年間3,20日万ドノレを支出す
るにも拘らず，権限の重複，行政の競合による権限争い，権限と義務の回
(13) 
遊等からくる行政能率の低下と不経済性は避けることができなかった。か
かる事態に直面して教育審議会は1909年，民意を代表する教育委員会を設
置し，これを要として分配された機能を結集し組織するととを次の理由か
ら勧告した。すなわち，「教育委員会は，経済性を導入すると同時に新た
に生起してくる条件と必要性に即応することによって行政組織の効率を高
め，公正かつ高逝な市民を最大限に活用して，無思慮で有害な立法措置を
(19) 
阻み，教育長の職務遂行を円滑にする」というのである。そして委員会設
置を権限の集中，新たな政治団体設立と同一視する見解に対しては，権限
の集中と機能の組織とは全く別次元のものであり，委員会の政治団体化
は，その選任方式一一主として知事の任命制ーーによって充分防止できる
と反論して委員会設立を積極的に企図したのである。 1902年，教育委員会
制を廃止したウイスコンシン州のばあいはカリーによると次の事由による
ものであった。「委員各自がいかに卓越した市民であったにせよ，委員会
の行動は平々凡々たるものにすぎない。意見の一致とは英智の所産ではな
く， むしろ，意見の調整と妥協によるものである。別言すると進歩的な
要素を排除することに外ならない。しかも民主主義に通有の非能率という
欠焔は教育委員会制にも妥当する。・ ・・いい加減のやり方（so-sofashon) 
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でやりくりするため，必然的に非能湾と安上りが目的となりー・ 教育の目
(20) 
的である子女のことが忘却されて仕舞う」。こうして委員会制よりも 10倍
もの効率があるとカリーをしていわしめた教育長への執行程集中，いいか
えると教育長をピラミッドの頂点とするー元的行政機構が再編成されたの
である。
その際教育委員会廃止に伴う民衆の教育行政参与の機会喪失に対しては
教育長の直接選挙制で以て応え，直接選挙制により損われる教育長の専門
性の確保については次の措置を構じた。すなわち州で最高級の教員資格を
もっ1000名のリストを作成して立候補者資絡をこの範囲に限仏政治の介
入を避ける意味から判事選挙と周期日に選挙を行ったのである。 こうし
て，教育行政に不可欠的な民衆統制と専門家行政とが教育長制度において
具現されたのである。
ペンシルバーニヤ州，オクラホマ州に代表されるフエデラJレプランによ
る教育行政の州政府機構への吸収は，それが州政府機構再編成の一環とし
て行われた点に特徴がある匂いう迄もなく，この再編成運動はこれ迄行政
的に無力イもされて来た知事を行政首長に脱皮せしめることによってその地
位と権限を強化し，さらに多数の乱立する行政機関を整理統合して制度函
からその地位を補強するととろに主な狙いがあった。従って準立法機関と
しての教育委員会制度が廃止されることとなり，教育行政は農林・財務行
政等と同格のー省として州政府機構に組込まれ，教育は知事の責任と権限
下におかれることとなった。例えばペンシJレヴァーニヤ州では，従来の立
法機関としての教育委員会に代って計画・諮問機関としての教育評議委員
会一一教育長と知事任命の9委員から成る がおかれ，州教育機関の審
査，職業教育の奨励と促進，教員養成機関による免許証と学位の指定，州教
育基金の配分，立法部への勧告についての機能を担当した。一方教育長は知
事によって4年期の任命を受け州教育省の首長となり，内閣の一員を構成
しその機能として初等中等教育行政，教育基金の回付，教育法並びに教育評
議会の政策実施，図書館行政を担当することとなった。こうした教育行政制
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度の再編成の力点は州知事への権限集中を通して行政能率を高め，この行
政能率の名において政府の第四部門として州政府機構から独立して来た教
育行政機構の併合を行い，教育長及び教育委員会の何れをも知事が任命す
(22) 
るところに特徴がある。しかし，「高度の集権化」（highcentralization) 
とモールマンが惇称するごとく，知事への権限集中は政治の教育行政介入
を随伴し，教育長の任命については専門的資格と同じ比重で政党関係が考
慮されたといわれる。従って知事の交代は教育長の交代を伴い，この交代
が連鎖反応的に州教育局の部課長の交代を粛したといわれ，それ自体が再
編成を必要とするとの批判を受けたのである。これについては後述する。
さて以上のごとく州教育行政機構再編成は文字通り多彩な方向を辿った
が，当時の提案にみられる最も一般的なそれは1837年マサチュセッフ州で
採抗され， 1904年ニューヨーク州・メリーランド州等でとられたサースト
(23) 
ンのいう準株式企業組織類型（quasicorporative type＇〕で，その一般的
特徴は次のように記述することが出来る。（！）民衆を代表する教育委員会が
設けられる。この委員会は政策審議的機能をもっ団体として条例を審査し
政策を決定すると共に教育長を選任し，その行政の執行を監督する。教育委
員会の機能はこのようなものに限定されるから，委員の数は必要以ヒに大
きくなくてすむ。一般に7名乃至12名が適当とされる。但し民衆の意見を
より広く反映させるため委員はレイマンでなくてはならない。教育委員会
は州の全教育計画に関する唯一最高の機関であることが望ましい。しかし
そうでなくとも州教育計画に一貫性と計画性を与える意味においてかなり
の権限をもっ必要がある。教育長は委員によって選任され，任期は定限的
とすべきである。委員会に必要な教育長は専門的行政職員であることから，
教育長はその州民であることを必要としない。教育長は委員会の行政職員
であって委員会の決定した政策を委託せられた限りにおいて州教育行政の
責任者として執行する。しかしながら教育長は委員会の雇傭，、として一切
の政策の審議形成機能から排除されている訳でもない。すくなくとも行政
の専門的側面に関する彼の専門的知識は委員会の無視できないところであ
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って，必要と認める勧告を提出することが許され，委員会の頭脳として行
動することが期待されている。行政に当って，彼は州教育長として一切の
行政事務を指揮・調整L，すべての行政職員を指名しあるいは任命する。
との際，行政首長としての彼にパイタルなリーダーシツプが要請されるこ
とはいう造もない。なお教育長とその職員から成る州教育局は次の6機能
を担当する。 (I），教育法規の解釈とその執行，（2），教育への総力を結集し，
方向つけ，鼓舞する指導性の発揮と教育問題の科学的究明，（3），適切な立
法措置による州教育計画の展開，（4），教育問題に関する一般的関心の喚起
と民衆啓蒙，（5），統計的資料の蒐集・解釈・公布と調査の実施，（日），諸種
〈。4)
の教育機関との協力体制の確立，とである。
この一般的特徴は1922年のNEA教育行政委員会ならびにハリスの報告
によったが，他に経済と教育効率の観点から州教育行政機構の再編成を準
企業組織類型に求め，その基本原理を打出したものにカパレーがある。か
なり詳細にEるが， 当時の再編成の方向を示すものとして引用しておこ
('6〕
つ。
工，；H教育委員会に関する基本原理，
（！），州教育委員会は州民を代表すべきである。その意味において委員は専門家
であるよりもνイマγの方が望ましし、。教育業務は行政専門家が処理し，専門職
員の監督と統制は教育委員会の権限とすべきである。
侶），委員会は必要以上に大きくてもよくないし小さくてもいけなし、。必要以上
に多数の委員だとスムースな運営が保証されないが，小数のばあいワシマy的独
裁となった伊lが必ずしも多くないという過去の経験から推して7人が最適だと思
われる。
(31，委員の任期は選定方法の如何を問わず，長期間であることが望しいし，例
年一名の委員が交替するよう措置すべきである。
ω，委員の任命制がとられる際，任命権は知事白権限すべきである。唯その際
知事が就任当初，委民会の性格を一変することがないような対策をとっておく必
要がある。知事はその任命について議会の承認をうることを必要とする場合もあ
るが，それに反対する理由はないものの，必ずしも必要でない。むしろ委員選任
の全責任を知事自身にとらせることの方が望ましい。
(5），任命は民衆の利益に奉仕するにふさわしい能力があるか否かに却して行わ
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れ，居住地，政党加入，宗教，民族，性，職業とは無関係に行われるべきである。
この際大学評議委員会と同様の重要性と高い栄誉が教育委員会に与えられ，同格
の人士がそり地位に惹かれることが絶対的に望ましい。
（日），委員が民衆の直接投票で退ばれる場合においても委員数，任期，選挙，欠
民に関しては任命制と同ーの原理に基づかねばならなし、。
(7），解秒満は知事の権限とすべきである。免職な非行，違法，適格性の欠降、を
事由としてのみ行われるべきであるーー他の事由による免職は容認されない。．．
（町，委員会には職権に基づく委員を加えてはならなし、。教育委員会制度にとっ
て職権に基づく委員は有害無益である。知事も委員となるべきでない。ー
(9），教育長も職権に基づく委員であってはならない。むしろ委員会の秘書であ
って有能である場合，行政職員・州教育局長とすべきである。政策を執行する者
は政策を決定する委員であってならないとするのが行政の基本原理であるからで
ある。
E，州教育委員会の機能決定に関する基本原理。
(1），州教育委員会の最大の機能は行政首長の任命であり，選任に当って全国を
範囲に財政の許す桂内で最適任者を求めなければならない。ーー そのため教育長
の給料を定めておく必要がある。任命期間は定限的で，免職は委員。三分の二以
上の賛同を必要とする。
白），行政首長である教育長の推薦に基づいて行政補佐官（deputyassistant), 
必要に応じてその他の専門職員を任命する。その際，財源に応じた最適任者を選
定しなければならない。
(3）教育委員会は憲法に紙触しない限りにおいて自己の自治行政機関・行政職員
に関する条例制定権をもち，必要によって椛能を行政職員に振当てることができ
るL，またそれを変更することも可能である。
（引，この委員会は選定方法＂－＂、かんに拘りなく民衆を代表して州の教育の利益
を擁護しなければならない。その第一義的機能は政策を決定し，行政活動に方向
と資力を与え，調査計画を裁可し，そり調査勧告に基づいて行動することである。
(5），立法的機能と行政的機能とを明白に区別してそれぞれを委員会と行政職員
との問に分属せしめておくことは重要である。立法することが委員会の権能であ
れ決定された政策。執行は行政専門家の権能である。新政策や新手続法にかか
わる一切について行政職員は委員会に指導を求めるが，その後の執行は行政職員
に一任しなければならない。
（同，教育局運営の必要経費に関する予算認可，会計検査の実施，州立法部への
予算申請は委員会の機能町一つである。裁可された予算の配分は委員会と教育長
によって行われることが望ましい。
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(7），教育基本金の管理と投資に関する決定は委員会の権能である。
（印，州立法部は，行政職員・教育専門家の増員，新しい調査の実施について委
員会を指導する権能をもっ。しかしその任命と調査の実施は委員会の権限でなけ
ればならない。
E，委員会と行政職員・教育専門家との関係並びに委員会の一般業務に
関する基本原理。
(1），委員会は，行政職員を通して州の全教育制度に関する一般的管理ならびに
監察権をもっ。福祉施設や矯正施設も当然その範囲に入る。また委員会は州教育
法の施行を監督する。
品），委員会は教育専門家の手を適して，州全体の教育条件や教育元安，教育法
施行による成果を研究し，例年立法部へ法律の改正すべき点を勧告する義務があ
。
（日），委員会は同じく教育専門家を通じて州全教育機関の活動領域に関する分
類，標準化，制限等に関する計画案を裁可L，その効率を高め，諸利害を調整L,
労費を節減すべきである。
品），教育基本金の管理・投資は委員会の権能であって，立法部その他の委貝会
による介入干渉は慎まねばならない。
伍），委員会は州教育局の試験認と協力L法裁の規定に従って教員資摘要刊を決
定する。教員免許証交附は州の機能であれその意味において資格基準を一定化
L，数湿の基準を設定すべきでない。
(6），教員養成は教育委員会の一般条例白うちに組入れられ，委員会は必要に応
じて望ましい改訂を教員資格認定条件に加え，かっそれに相応する予算配分を行
う権限をもたねばならなし、。
(7），教育委員会は州保他局と協力して，衛生設備，校舎建築等を規格化し，学
校における他康診断，体力増進等を指導しなければならなし、。
旧），委員会は州立図書館を遇して，あるいはそれとり協力の下に学校図書館，
移動図書館の設立を援助L，地方の図書館設置を奨励する必要がある。
（叫，教育委員会は，学校，保健，義務教育，児童労働，児童保護に関する法の
施行を，それらと関係する州政府各省と協力して監督する義務がある。また児童
保護に関する計画，運動を行うことも必要である。
側s委員会は州の職業教育・復職指導白一般的監督に当り，併せて連邦政府の
様関として全国的教育計画の実施に当らなければならない。
回，委員会の最も重要な機能の一つは教育活動並びに州各省における事業の綿
密かつ詳細な年間報告を州教育職員と協力して公刊することにあると思われる。
公刊物法適切に配付できるだけ印刷される必要があるL，委員会はこれを他の公
刊物と共に州教育活動をすすめる主要手段とすることが望ましい。
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ここにみられるカパレーの基本原理は要するに政策の審議決定とその執
行とを厳密に区別して教育委員会と教育行政職員とにそれぞれ明瞭に分属
せしめ，後者の機能のために行政専門家である教育長を記してこれにー切
の行政機能を一任しようとすることにある。つまり近代民主政治における
民衆統制と専門家行政とを結合することにある。多少の敷街を試みると，両
親は子弟教育に強い関心を持ち，学校は家庭の旦ペシャライズされたー延
長にすぎない。その意味において父兄の協力がない教育行制度に行政能率
を期待しても無駄である。公教育に強い関心を持つ父兄が教育に責任をも
っ自分遥の代表を選挙する限りにおいてはじめて行政制度は充全的に機能
発揮する。従って民衆と州とのパートナーシップを意味する教育委員会の
設置は必須不可欠であり，その委員は民衆により直接選挙されることが望
ましい。民衆の直接選挙制に疑義を挟むことは民衆の教育への関心を否定
することに外ならない。もし子弟教育に関心を持つ父兄に教育委員を選ぶ
能力がないとすると，複雑多彩な利益を代表する知事の選挙はー尽困難で
ある。いな不可能といわざるを得ない。従って民衆の教育委員選挙の能力
を疑いそれを口実とする知事による任命制は論拠がない。ましてや，教育
委員会・教育長の任命権を含む一切の行政権限を知事に集中し，かつ教育
行政を州政府機構に吸収することは許され難いところである。
けだし，このことは子弟の将来に影響するところが大きい教育を特定政
党の社会的宣伝のー機関に反価することに外ならないからである。こうし
て，カパレーは再編成原理の第一原理の第一条において「州教育委員会は
('5) 
全州民を代表しなければならない」と強く主張し，この民衆代表制を実現
すべく，委員の直接選挙制の実現を勧告したのである。しかも一方では，
従来の多元的・分散的な州教育行政機構に近代的企業経営の原理を導入し
て，これ迄の行政機構の三大欠陥である無責任・重複・冗費を排除しよう
とした。すなわち，教育長を委員会の任命制に切換えて行政専門家に脱皮
させ，行政責任の教育長・教育職員への分属を明確にし，そのことによっ
て「行政の効率を高め，行政活動を調裂し，諸行政権能の無駄な重複を遊
． 
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(27) 
けよう」としたのである。もちろんこの基本原理には今日からみて批判や
疑問の余地が残されている。ことに教育長の地位と権限および州教育局の
再編成に関するカパレーの見解は不分明であり，時代的制約をそこに読み
とることができる。しかし，この提案にもられた基本原理によって当時の
錯乱した州教育行政機構に再編成の方向が与えられたことは高く評価され
ねばならない。ストレイヤー，モールマン，サーストンを代表とする再編
成案もカパレーの基本原理を論拠に出発し，その大宗においてそれと異る
ところがなかったのである。
その一例として， 1950年，州教育長全国会議が「わが国の教育制度」の
<23) 
なかで提示した州行政機構再編成のそれを挙げておこう。「初等・中等教
育制度は民衆の自由のための最大の安全装置であり，かつ民衆の経済社会
的福祉を最大限に保証する担保である。民主主義に則る市民教育は地域社
会・州・連邦それぞれの最大責任である」と述べ，ついて教育は州の機能
であることを強調とした後，次の如き州教育行政機関の適切な再編成は，
その責任をより経済的より効率的に遂行せしむるとする。すなわち「(I），各
州は広く民衆を代表する7名ないし12名のレイマンを以て構成される教育
委員会を設置すべきである。委員会は非政治的な観点に基づいて教育長を
任命し，その任期と給料を決定しておくことが望ましい。教育長は委員会
の行政職員ならびに州教育局長の地位を占める。（2），委員会は州教育政策
を決定する唯一の委員会として行動しなくてはならない。（3），教育長とそ
の職員から構成される教育局は教育委員会の政策と合致した教育計画の遂
行に当って専門的指導の役割jを発揮する機関でなくてはならない図（4），州教
育局の人事は教育長の指名に基づいて教育委員会が決定する。その際業績
と適格性を規準とする任命が行われるへきである。（5），州教育局は必要な
サーピニスの一切を提供できるようスタップを充実しておく必要があるし，
また，諸行政活動の調整と統合を助長するよう組織されねばならない」と
するのである。
しかもこうした再編成理論，調査勧告が単なる机上プランに止まること
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なく，現実の再編成運動において具体化されているのである。キィーセア
カーの研究によると，州教育委員会は43州に設置されており，それと併せて
知事の教育に対する権限も職権に基づく委員としての知事の州教育委員会
からの排除，知事の委員任命権の廃止等によって大幅に縮減された。また職
権に基づく委員会の廃止，職権に基づく委員数の減少，乙こ15年間における
委員の直接選挙制の普及，そうしたことによって教育委員会の民衆統制が
強く打出されている。一方，州教育長制度についても，教育委員会による
教育長の任命制が，知事による任命制・民衆による直接選挙制の減少と対照
的に増加して，教育長の資質の向上と歩調をそろえこの面から行政専門家
の確保を保証している。また委員会の一員としての教育長の資格を排除し
て教育長を委員会の行政職員，州教育局長とすると同時に教育委員会から
分離された執行権を教育長の権能とし，それを明文化しつつあるとみられ
＊ 
る。しかし上記した提案を略理想的に実現した州は1954年現在わずか19州
を数えるのみで，再編成運動のテンポは緩く，単一委員会制か多元的委員
会制かをはじめとして教育委員選定方式，教育長選定方式等に未解決の問
題を残しているのが現状である。いまこ乙ではこうした問題点の所在を指
摘するのにとどめて，州政府機構に先立っていち先く再編成に若手L，州
のモデルケースとなった市教育行政機構のそれを問題とすることにした
持州教育行政機椋再編成の動向を数字に示すと次のようになる。公共学校に関す
る教育委員会を設置する州は1890年の31に対して1954年44とふえている。取権
に基づく委員会数は1890年州教育委員会中20を数えたのに対して1940年には39
のうち， 1954年には44中の2と減り，職権に基づく委員数も1925年の35委貝会
から19に減少している。 1943年13州は職業教育委員に教育委員以外り，； yパー
を含む職業教育委員会があったのに対して1957年には7州が独立の職業教育委
員会をもつにすぎず，教育委員会への権限集中を示している。
教育長の選定方法は下表の通りである。
州教育長 数議会に 知事によ
よる任命 る任命
3 9 
1 9 
選挙
1896 
1907 
2 
1 
31 
教育委員会
による任命
3 
33 4 
1930 
1950 
1957 
?? ??? 。??
。 。
??
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し、。
市教育行政機構は州のばあいと比較してかなり直線的な発展系列を辿っ
ている。タウンミーテング制，委員会制，現代教育委員会制がそれであ
る。そしてこの発展過程は，州のそれと同様，教育行政機構の市政府機構
からの分離独立，行政専門家である教育長の権限と地位の強化であったと
みることが出来る。
植民地時代の教育は，道路・橋梁・教会等の行政問題と同様，恒年のタ
ウンミーテングにおいて民衆自身によって処理され，全教育問題は口頭
(viva voce）で決定されていた。従ってこの樫の木の下のデモクラシ
ーのもとには何等独立の執行機関は寄在しなかった。レーダーの表現をか
(33) 
りると民衆はその必要性を想像だにしなかったのである。地理的条件・交
通の未発達により局地的な小宇宙に生活領域が限定され，タウン構成員も
少数で比較的未分化であり，かつ行政事務もかなり単純で安定していた当
時において，タウンミーテング制は自然的であり論理的でもあった。しか
しアメリカ民主主義の揺箆といわれるとの直接的民衆統制は， 1647年マサ
チュセッツ州における法定化を契機にニューイングランド諸州に普及した
が，教育の規模拡大・複雑化と並行して，教育政策・行政管理問題を合理
的に処理し，「時間の犠牲」を避ける観点からタウンの行政委員にある種
の権能が授権されるとととなった。レーダーはタウンミーテングが純粋に
支配した時期は，正確にいって公立学校制度が最初にマサチュセッツ州で
布かれた1634年から行政委員の設置を法定した1654年に至る短期間であっ
(34) 
Tことしてし、る。
ところでとの直接的民主行政は，共同の事務処理に当ってすべての人が
原理的に同等な資格に立つことと命令権力の範囲を与うかぎり極少化す
ることを特徴とする。従ってこれが純粋に支配した期間は短かったもの
の行政機能は直接選挙によって短い任期を限って委任され，すべての決定
あるいは少くとも重要で実質的な決定はタウン民衆の決議に留保されてお
り，行政委員には単に決議の準備と翠ぽすおよびタウンミーテングの指令に
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よって行われるいわゆる「常務の処理」とだけが委ねられた。すなわち，校
長の任命，給料決定，校舎建築等の教育事項，教育行政の殆どが文字通り
タウンミーテングで決定され，行政委員には僅かな行政機能が託されたに
すぎなかった。それとても最後の決定権は民衆の手に残されていた。例え
ば，マサチュセッツ州では1654年と1694年，教員に関する監慣と教育税
の賦課を行政委員の権能とすることを法定したが，その最終決定権はタウ
(35う
ンEー テングにあることを同時に明支化している。とのように行政委員の
行政権限を制限することによって樫の木の下のテ’モクラシーの精神は強く
保持され，民衆は教育に関する特権を注意深く擁護したのである。
しかし行政権限がいかに小さく限定されたにしても，なんらかの命令権
力は行政委員に委ねざるをえない。ことにタウンの拡大，学校規換の主主大と
複雑化，教師j数の増加等は必然的にタウンミーテング制を不可能とL，タ
ウンカウンシル，行政委員への行政機能の授権を促進することとなり，こ
れらがタウンミーテングに代って代議執行するに至った。教員試験・教
員資格認定の権限委任はその顕著な例である。例えばマサチュセッツ州で
は「教育の効率を高めるとと」を目的に1701 02年，グラマースクール校
長の資格試験とその認定権を当時の教育団体であるタウン内の僧職階級の
権限とし，さらに1711 12年にはタウン内の初等学校教員採用試験と資格
(33〕
認定を行政委員の権限としている。それと同時に，上述したと同ーの事情
に基づいて一一ことにタウンの行政事務の僧大ーータウン政庁自体が教育
行政事務の特殊性と複雑性に対応すベくそれに通暁した特別委員会にその
権能を委ねる必要性も生じた。 1637年チヤ －）レスタウン市における教員給
料問題を解決する委員会設置を先鞭として， ドルチェスター市は1645年，
ワードくWard〕を代表する7名の委員を任命して，校長の任用と解職，学
校整備，校長への給料支払い等に関する権限を委ねている。）ところが，タ
ウンカウンシJレの教育に関する特権擁護が強く，こうした委員会は一定目
的のため一定期間設置されたにすぎず，教育行政の便宜上の目的を出るも
のでなかった。従って特別委員会への権限委任はブルックリン市，ボスト
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ン市におけるごとく行政委員とのロョイントパワーによる権限委任であっ
た。 1789年，マサチュセッツ州が教員の資格試験と認定権を行政委員と委
員会の権能とし，そのいずれがこの権限を行使するかを遷訳的としたのは，
委員会設置の必要性を暗に法定しながらも，タウンカウンシJレの特権擁護
を是認しなければならなかった時代的制約をそこにみることができる。だ
が教育に関する一般の認識の向上，行政委員の教育行政への不適格性一一
主として無学からくるーーと教育以外の行政事務に専念する必要性，当時
の知識階級である僧職階級の委員会参与への強い要望から市政府機構から
独立した委員会設置の動きが顕在化するに至った。 1767年，プロピデンス
市における行政委員会の提案はその一つの具体化であった。すなわち，「教
育委員（schoolcommitteめをタウン内の各地区から毎年選出し，教員の
任命と雇傭，給料の決定と支払い，苦情処理，校舎・児童問題の解決等に
〔39)
関する充分な権限と権威を委員会に与える必要がある」としたのである。
タウンカウンシルから委員会の独立を目的とするこの提案はタウンの入れ
るところでなかったが，その後1794年ケンブリッロ市はチャータ｛改訂
によってタウンの学校を管轄し，教育法規の施行に当る7名の委員選挙を
決定した。つまり，権力の源泉を民衆に求め，その権威が法定された委員
会が設置されたのである。1822年，ポストン市も同様の措置を構じている。
1826年， 27年のマサチュセッツ州の立法はとうした要請の具体的反映であ
ったとみることができる。 26年のそれは，各タウンに最低5名から構成さ
れる委員会の設置を命じ，学校行政の一般的管理，教員の採用と監督，教
科目の決定，州への年間報告をその義務とするものであり，さらにこれに
改訂を加えた27年のそれは学校行政運営と統制を詳細に規定するものであ
った。その最たる強調点は，タウン内の各地区から卓越した委員を選定す
ること。委員会は児童に教授施設を提供し，教員を選定すること。この法
(41) 
律違反に罰金を課すことに置かれていた。かくしてアメリカの独創といわ
れる教育委員会制度が成立したのである。ライポルドの言葉を借りると「こ
の法律によって， 公立学校設立以降 2世紀を経てはじめて学校運営の特
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殊手段が提供され委員会は法人絡をもっ中枢的教育行政制度となったので
ある。それは一時期の終末と新しい時代の出発を印するものであった。け
だし，それ以降委員会は地域共同体内における州の機関として地方の関心
を保存しつつ，しかも全州の関心を推進するというこ丞の責任をもつに至
ったからである。それは比類のないかつ効果的な教育行政的便法というこ
(42) 
とができる」。
ところで以上のごとく，アメリカの精神といわれる教育委員会制度の確
立に2世紀を要したのであるが，この2世紀の歴史は，委員会の成立が自
生的であって州の立法はその爾後承認にすぎなかった事情から， 委員会
を州の創造物としてよりもむしろ市会の創造物だとする観念を濠透せし
め，委員会を市政府機椅成から独立させるととを阻止する大きな障害とな
った。その遺制が，市長・市会による教育財政，校舎管理権の掌援であっ
て，多元的行政機構形成の一因となり，今日における再編成問題のー焦点
ともなっている。このことは後述するとして，ともかくタウンミーテング
制に出発した教育行政制度が，行政の質量両面における変化と対応して委
員会制度が成立するに至った事情をあらまし検討してきたが，委員会制度
はそもそもその成立の当初からニつの困難な行政問題に当面しなければな
らな泊コっTこ。
その一つは委員数の問題である。 1830年以後各都市は相ついで委員会を
設立したが，市域の拡大に伴う学区併合，あるいはワードシステムの存続
によって委員数は必然的に~大な数にのぼらざるをえなかったからであ
る。その最大原因は，各ワードの教育需要を適切に充足するにはそれぞれ
が独自の代表を立てなければならないとの信念に起因する。従って市域の
拡大に当っても，このことを自明の原理として各ロードはそのまま行政単
位として機能することが認められたし，学区併合が施行された際にも旧学
(44) 
区の委員はそのまま市教育委員に包摂された。かくて委員数は行政規模に
比較して必要以上に増大することになったのである。ヂランドの研究によ
ると， 1901年のニューヨーク市では46人， 1875年のそれは11人を数え， ミ
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Jレワーキー市，シンシナンテイ市は本世紀初頭においてそれぞれ30人の委
員を擁したといわれる。なかでもフイラデルフイア市では19世紀末， 12名
の委員会から椛成されるワード，並びにワード委員任命による中央委員会
を併せた総委員数は実に444名を数えたともいわれる。
第二の問題は行政問題の複雑佑と多彩化である。 1897年のNE A行政
組織委員会の報告によると大都市では年間100万ドルの教育費を支出し，
児童数は万を越すのがー般的で，この治大な企業は最高級の英智と豊富な
経験，並びに学校資産管理・教育施設についての特別知識を必要とするに
(46〕
至。た。つまりこうした教育行政問題をどう処理するかの問題が発生した
のである。乙のごつの問題を時に解決出来る便法としてとられたのが委員
会制で，その一般的特徴は次のように記述される。（！）通常各ワードを選
出母胎として委員を選定する。（2）この委員を教育目的別一一時にはワード
日jー ーに小会議体に分ち，当該行政部門の政策決定と執行に関する権限を
それぞれに委ね，政策決定機関と同時に執行機関とする。（3）各委員の権
限は相互に対等であることを一般原則とする。（4）各委員会は議長を設け，
委員会の行政事務，会議を主宰せしめる。（5）各委員会は必要に応じて行
政部局を設置してディレクターを選び，その監督に当る。（6）各議長から
(47) 
成る委員会が設置され，委員会相互の連絡・調整を計ることもある。要す
るに，この主うな委員会制は強大な委員数に随伴する運営能率の低下と累
積する行政問題をエンゲルハートも認める通り分業の原理に基づいて能
(48) 
率的に処理することにある。その意味において1910年市教育行政機構でこ
の制度をなんらかの形で採択するものは90%の多きに達していた。その委
員会数についても1885年のシカゴ市は79委員会を数え， 1890年のパルチモ
ア市は26，シンシナンテイ市50,1962年のニューヨーク市は16，そして多
(49) 
少とも再編成が進展した1917年においても平均10.5を数えたのである。し
かし1945年現在この制度を校用する市は50%へと減少し，乙の制度に内在
する欠陥が克服し難いものであることを物語っている。
その第一は政策審議形成機能と執行機能を委員会制が兼ねたことにある。
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「委員会制はエキスパートによって担当さればねならない機能に干渉を
加える以外のなにものでもない」とカバレーはいい，更に言葉を継いで
「委員会制は自己本来の機能とするなんの理由もないにも拘らず，従来そ
(5)) 
うして来たからという単純な動機から執行を拡当するにすぎない」と批判
している。つまりレイマンである委員会本来の機能ではなくむしろ行政専
門家のそれであるべきものを，単にその在続を図ることを目的として担当
しているのである。
第三は委員会制における権限の配分が不分明で権限の霊複が生れたこと
である。各種委員会の設置には別にとりたてていうべき組織原理がある訳
でなく，落大な委員をどう割振りするかの便宜によるものであった。しか
も行政事務の複雑佑に応じて教育行政分野で他とかかわりのない教育問題
は極めて減少した。そうしたことから必然的に権限の霊複が派生し，行政
の競合が生れたが，各委員会の権限が対等であるためその実質的な調整も
不可能であった。このととと関連する第三の欠陥は政策における一貫性と
体系性が失われたことである。対等な地位にたつ各委員会は恰も主権国の
如き観を呈し，それぞれが自己の権限領域に専念してその特権擁君主に努め
た。従って委員会相互は外交的儀礼で以て折衝し，他への不干渉主義を堅
持L，九年問委員会の決定で他から否決された例は一件もなかったといわ
れる程である。こうして教育行政は相互に調整関係のない小委員会によっ
て統制され，この結果政策の統一性が失われたのである。またそれを統一
すへき役割をもっ委員会の在在自体も，委員が小委員会の行政に没頭し
なければならなかったととと各委員会の権限が対等であるととから本来
の調整的機能を充足するととが不可能であった。こうしたことから，民衆
をより代表すべしとする民主的要請に立脚して多数の委員を擁した委員会
は，その現実において政策が少数の委員によって決定されるという非民主
(51) 
的な結果を粛らし，本来の要請と矛盾することとなったのである。要約す
ると，小会議体的に組織された行政は摩擦や遅滞をもたらし，衝突する諸
利益や諸見解の妥協を伴い，従ってより不精確に，また独立的であることか
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ら不統一的に緩慢に行われることに特徴がある。このため，行政の当面す
る業務が拡大・深化するときその限界に到達しその根拠を失わざるをえな
い。そして片手聞に業務を処理する名誉職的兼職の行政活動に比べて訓練
と経験とが業務処理の上で技術的優越性を誇示し，技術と専門性に基づく
永続的な行政組織が要請されるに至ったのである。
かくして委員制に伴う弊害を克服する制度として漸く市政府機構におい
て採沢され始めた支配人前I(council-manager plan）と同ーの委員会一
教育長制度が登場することになる。以下ライボルドの言葉をかりてこれを
現代教育委員会制と呼ぶことにする。との現代教育委員会制への方向は先
にも指摘した通り，委員会を少数のレイマンから構成し，その機能を政策
形成部門に限定するとと。従来の委員会制を廃止して，一切の行政的機能
を教育長に帰属すること。教育長を首長とする行政組織を編成すること。
であったということができる。もっともこの再編成の方向は迂余曲折を経
た長い道程であったことはいう迄もない。その意味から1895年いち早くこ
の方向を示唆し提案したNEA教育行政委員会の市教育行政制度改革案か
ら検討するととにしよう。
委員会報告によると今日の市教育行政制度は数千万ドルの年間支出と万
を超す児童を抱える怠大な企業で，最高度の英智，豊かな経験と特別知識を
必要とする。従って「政策遂行が科学的で専門的でない限り，それは無意
〔5')
誌である。いなそれ以上に有害である」。 しかも「こうした専門性の必要
と同時に行政はあく迄代議的でなければならない。けだし両親は子弟教育
に関心をよせ，それを促進する義務があるし，政府は，環境の健全性，合
理的な科学的教授法等に関する市民の要請に答える必要があるからであ
るふところが，現実においてはそうした要請が無視され，否定され， ま
た教育改善に努める市民の努力も徒労に帰している。その原因は向か。「都
市の急速な成長，教育に必要な知識の増大，行政の場における特殊利益関
心の対立，計画性の欠除，権限の混乱，責任帰属の不分明性がその原因で
ある。広大で複雑な教育行政問題に当面する市政府機構はもはや委員会制
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を以て充分だとする段階を通り超して仕舞い…・教育行政組識が再編成さ
(¥<) 
れなければならない」。蓋し「とうした巨大な企業を充分に処理し，治大
な数の市民生活にかかわる政策決定と行政を首尾よく執行し，かっその
諸権利を擁護した民主政府には必ずその組織に立法，司法，行政の三権分
{55) 
立があったからである」と委員会はいう。従ってこうした過去の経験と現
下の状況に照して，今日当面する問題の実質的解決は次の条件が充足され
ない限り覚束かない。すなわち都市の教育問題はそれを含む州のそれの一
部であるという認識の一般化と徹底化，立法的機能と行政的機能の区別，
利己自的追求者からの立法部門の解放，行政行為に関する責任の個人帰属
とそれによる地域社会への知性提供，市民に属する権利の無視と侵犯に対
する訴迫と賠償要求手段の供与，ピジ不ス部門のピロヰス専門家委任と教
育部門の教育専門家委任，専門性と科学性向上に決定的な奨励と保護とを
教授に加える必要性，とである。そしてこの具体策として次の6項を提供
したのである。
（！），教育事象は党派争いや市行政企業と混同されてはならない。
(2），立法的機能と行政的義務とは被然と区別されねばならない。
(3），立法的機能は法規に明文化され，全市を代表する小数の委員会によ
って行使されることが絶対不可欠である。委員会は法規に低触しない限り
において政策を決定し，課税L，経費を統制する。しかし予算割当ては行
うべきでない。委員会の決議は記録に止めておく必要がある。委員の選定
は選挙よりも任命の方が望ましい。
(4），行政組織は相互に独立的な二大部局に大別する。すなわち，ピ口ネ
スを管理するそれと教授を監督するそれとのこつである。そしてそれぞれ
は健全な行政に必要な権限と全責任を負う首長によって全面的に管理され
なくてはならない。
(5），ビ：：；；ヰス部門の首長は教育資産の管理と維持・資材の供与等に権限
をもっ。一口にいうと法律にもられ，委員会が委任したピロヰス部門の一
切を担当しなければならない。ビジネス首長は委員会による任命制もいい
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が，それよりも委員選定と同一の方法による方が好ましい。そして委員会
の決定に対する桓否権を与えることが必要である。
(6），教授部局の首長は委員会により長期間任命されることが望まし
い。もし委員会が二部門から構成される場合，ピツネス首長によって指名
され，教育委員会によって任命される必要がある。任命後首長は独自に行
動すべきである。首長は補助代理人，教員を任命してその計画に応じて権
限を彼等に配分することも廃止することも出来る。首長はまた教育への熱
意と専門性とをたかめ，教授を科学的とする責任を呆さなければならな
い。かつ教育局を組織してその計画を実現する義務がある。
以上がNEA小委員会の行政組織に関する提案である。条一条について
は教育は州の機能であって教育機関は州の創造物である。しかも教育計画
の樹立とその完全実施は他の政府機構からの独立をまって始めて可能とな
る。けだし責任の遂行は権限を伴ったばあいにおいてのみ実現されうる。
もし教育委員会が一つ一つの政策実施に当って自己以外の権威に従わねば
ならないとすると政策の結果について責任を負うことは出来ないからであ
る。また予算は教育計画を数字にして表現したものである。従って予算審
(57) 
査権を［由に与えることは教育計画の独自性を喪失するととになる。そうし
た観点に立ち教育行政制度の市政府機構からの独立を意図する第一条は高
く評価されねばならない。なかんずく市政府機構再編成の進展につれて，
経済と行政能率の確保を目的として教育行政制度の市政府機構吸収が強く
叫ばれるに至った状況下においてこの第一条は一層の意味をもつものとし
(53) 
て注目されてよい。第二条における政策形成的機能と執行的機能との区別
と民衆を代表する少数の委員会構成とは在来の委員会制に伴う欠陥を克服
する現代教育委員会制への序奏であった。教育行政任務の質量両面にわた
る拡大・深化の随伴現象として，名望家的兼職行政がその在在理由を喪失し
訓練と経験に基づく恒久的な行政組織が要請されるに至ったことは既述し
たところである。その意味において立法権と執行権の区別を目的とする第
二条ならびに後者の権能を行政専門家に委ね，執行部門の強化を制度面か
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ら保証する行政組織の再編成を意図する第三条，第四条はこうした歴史的
要請に根差すものであった。ここに新しい行政組織の出発点といわれる理
由がある。
ところが，そうした漸新性にもかかわらず，この提案にはこつの蔽い
難い欠陥があった。対立制をとる委員会構成とご元的行政組織がそれであ
る。シーパーが指摘した通り，ピ少オ、ス首長が委員会決定に対する担否権
ならびに教育長指命権をもつことは教育行政に政治の介入を許し，全体と
しての委員会決定，一体としての委員会行為を妨げる結果になりかねな
(59) 
い。またとの制度を採択したクリーブランド市計画が，「民衆の手から教
育を王手い，余りに多くの権限を単ー人に集中するもので，アメリカ共和制
(GO) 
の精神よりもむしろヨーロッパのそれにふさわしいと」の批判を浴びた如
く余りに多くの権限をビジネス首長に集中する嫌いがある。同じく委員会
が提案するピ口ネス局，教育局との二分制をとる行政組織は一面において
行政目的のため専門的技能と技術とに立脚する恒続的な行政組織を必要と
する時代的要請に応ずるものであった。しかしここでの行政目的はこの国
特有の教育行政管理概念に従うと，教授に奉仕することにある。この教授
部門を担当する教育長制度が，教育委員，校長，教員等の自己の権限喪失
に対する嫌悪感，新しい行政職設置に伴う皮相的な経済的冗質感からくる
抵抗を排除しつつ，教員→校長→視学→教育長への発展系列を経てその専
門性を昂め，権限強化をはかつて来たのもそうした意味合いからであっ
た。しかるに，この委員会提案は，教育長中心の行政組織というよりもピヲ
ネス首長中心のそれで，その責任下に入る校舎，施設，備品購入等が経済
的観点からのみ処理されて教育的観点が無視されることにな仏教育改君主
を阻む一斑の原因ともなりかねない。かつピヲネス部門が事務的サーピス
に限定されていたかつてならともかく教授問題でピひネス部門と関連する
問題が少くない今日において責任の帰属が不分明となり，機能の重複も生
れ，この点委員会制の欠陥を充分克服したものとはいし、難い。さらに，ー
般にピツネス首長は当該地域社会出身者が多く，この点外来者が多い教育
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長に比べて委員会とも車I染も多く，その結果モールマンがいう如くピ口ネ
ス首長は教育長に対して社会経済的優位に立ち，その決定は教育長のそれ
に有形無形に強く影響して教授部門を従属的立場におしましてやピクネ
ス首長が教育長指名権を有するばあいこのことは一層顕著とならざるをえ
ない。そうした欠点を委員会提案は内包しており，これを克服するには教
授目的を中心として教育長の下にすべての職員を階層的に従属させる単一
支配的な行政組織の出現を侯たなければならなかったのである。いまこの
間の事情を具体的に検討することにしてまづボストン市のそれについてみ
ることにしよう。
1906年のポストン市における教育行政改革はまさに革命的であったとい
われる。 42名の委員から6名のそれに切換えられた新教育委員会は，従来
の非公開を原則とする秘密行政的な行政委員会制度を廃止して，行政職員
の地位と権能を著しく強化することとなった。財務局が再編成され，財務
長に支出資自分類の権能と新教育委員会の財務顧問としての地位が保証さ
れることとなったL，会計管理職，購入職員職，校舎管理職も新たに設けら
れ，経済効率が著しく高まることにもなった。とれ迄旧教育委員会の小委
員会が担当した校舎使用許可，委員会法規の公平かっ一律的な施行を担当
する秘書職も新たに設置されることとなり，こうした職員の任命，昇給，
解職はすべて公務員規則に立脚L，旧来のコヰは一掃されるに至った。教
授部門においても教育長の任期は2年から6年に延長されたし，かつての
視学官は教育長補佐と改名され2 「ボストン公立学校の教授部門一切の行
政は教育長並びに教育長補佐によって執行されるに至っ主？といわれる。
校長の権限も拡大され，上司の立法に低触しない限り，当該学区に関する
立法権も与えられたし，教員も評議委員会，教員会議を通してその所見を
披涯する機会が与えられることとなった。教育改善にも大きな努力が払わ
れ，師範学校の入学資格も高められ，実習教育が重んせPられるに至った。
そして教員採用も能力主義を原則として，昇給，昇進も試験会度によるこ
ととなった。
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こうした教育改善を1906年の改革は教育制度に導入し「ボストン市公立
(61) 
学校制度を純化し，活気づけた」のであるが，多元的行政組織的に不可避
な権限の重複と教授部門の弱体化は避けることができなかった。教授部門
を担当する教育長に関してみると，教員の任命，昇進，転任，解職等の人
事権，校舎建築計画の認可権，教育委員会への勧告提出権が与えられてお
り，この点において教育長の権限が強化されたということができる。しか
し：教育長と 6名の教育長補佐から成る教授委員会にも，教育委員会の要求
に応じて所見並びに勧告を提出する権限，教材・参考書を選定L，資格誠
験を実施する権限，教科目を採捉し変更する権限，学校の位置決定，校舎
改築についての権限，さらには教員採用の権限迄もが付与されている。こ
のように教授委員会の権限にはかなり教育長のそれと重複するものがあっ
て，個々の教育長補佐に対してもつ教育長の権限を制約し，無力化してい
るのである。その上財務部長にも必要に応じて教授部門に関係する財政的
(65) 
側面についての勧告権を与えているのが実情であった。かくして1917年，
{G6) 
市財務委員会の調査報告は次の結論に到達したのである。すなわち，（！），
ボストン公立学校児童の最大利益を計るには教育局が強化され，集権化さ
れた行政局とされなければならない。（2）現在相互に独立した行政職員一一
教授委員会，財務長，校舎管理人 から成る行政組織は効率的な行政組織
とはいし、難い。（3），大企業組織同様教育行政組織においても権限が集中化さ
れた首長制度が支持される必要がある。（4），ボストン学校行政制度改革は
漸進的ではあるが教育長への権限集中に向っている。（5），改革の究極目標
は教育長を教育委員会の行政首長とすることにあるとしている。そしてこ
の調査成果に基づいて次の勧告を提案したのである。(I），教育長は教育委員
会の行政首長でなければならない。（2），教授委員会を廃止して，教育長補
佐を教育長の補佐役とすることが望ましい。（3），ビジネス首長は教育長の
責任下に入ることが絶対必要である。（4），教育委員会秘書は教育長に報告
する義務がある。（5），校舎管理人も教育長に服属しなければならないと。）
クリーブランド市のばあいも同様である。 1892年の立法は， 7名の教育
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委員を市全体から選出し，校舎予算統制権を新教育委員会に付与すると同
時に直接選挙により公選された支配人（schooldirector〕に執行部門に関
する一切の権限と教育長任命権を付与Fるものであって，執行部門を強化
する点において，ダツトンとスネツデンをして理組的な法律と呼ばしめた
(GS) 
ものである。しかし教育長については，単IC教員・校長任命権が付託され
たにすぎず，支配人に人がない場合，教授部門の充実が期待し得ない欠陥
があり，かつ上述した通り単一人lこ余りの権限を集中する嫌いもあっ
た。従って1904年，支配人はピヨヰス管理人に格下げされて二元的行政組織
が確立されることになった。つまり当時の教育長であるスポールテeングに
よると，校舎の維持・拡充・運営と術品購入の責任をとり，その行政職員の
任命と統制jにあたるピヨネス管理人を首長とする行政局と教育職員の任命
とその）般管理，教科目の決定，教科書選定を含む学校の運営に当る教育
長を主幹とする教育局とが設けられたのである。しかしながらこの二局は
法規上何れにも従属せず独立的ではあったが，行政局が学校行政を牛耳る
に至ったことから，この制度について 1923年，市民教育評議会は，「学校
制度の運営・管理に関するlj!.一行政首長を欠くことが，行政組織における
最大の欠陥である」といい，「今日の学校運営に加えられる批判の源泉は
二元的行政組織にある」として，単一行政組織への再編成を説き，それに
沿う改革を1924年実行するに至った。
1921年のミ Jレウォーキー市の改革案は単一行政組織の必要性を一層明確
に強調している。すなわち，「最近の教育行政関係者，およびボエトン，
ポートランド，デンパー，ソートレイヲ，ミヰアポリス市等の調査で提案
された組織型，教育長に全教育制皮の行政首長としての地位と各部局を統
制する権限 各部局の行政を基本的に調整することが不可能な場合，委
員会に解決を求めしめる一ーを与える組織である。教育長は教育制度の名
実共lこ首長でなければならない。
一元的行政組織を除く学校運営において経済と効率を確保するととは不
可能である。教育長の反対にも拘らず， ピヲ庁、ス首長が始業式を延期し
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て学校を閉鎖した事実が充分それを実証している。この事件は新聞の等一
面をかざる特種を慢供したかも知れない。しかし，市民が組像した以上に
ミJレワーキー学校制度は毒されたのである。もはやZJレヲーキーは現在の
二元的行政組織を維持することは出来ない。教育長にすべての権限を帰属
せしむることが必要であって，次の議会においてこれを法定しなくてはな
(71) 
らない」として，実現に着手したのである。1917年， 117市を調査したサイ
ゼンも同様の観点に立っている。）彼は一元的行政制度が僅か11市で実際
化しているにすぎないことと，それを阻む要因として民主的な教育行政制
度において権限の集中は好しくないという通念と教育長に充分の資格が
ないとする一般的考え方とを挙げる。ついで第ーのそれが空論に過ぎない
ことを英国の事例によって反証し，第二の一般通念に対してはすぐれた教
育長の選摂が教育委員会の最大責任であることを指摘した後，教育行政制
度の効率は，教育長に大幅な権限を与えて新政策促案のイニシアテイブを
とらしめ，その結果について充分の責任を負わせることを必須不可欠とす
るのである。そしてこの目的遂行のため， (I)，教育委員会は自己本来の義
務と専門的行政首長に託すべき義務との発見に努める必要がある。（2），委
員会本来の機能は（a）専門的訓練を経た行政首長を選摂L，彼に一切の
行政権限と責任を帰属せしめて新政策提案権を認め，ついで（b）委員会は
その提察された政策を客観的な資料をもとに教育長と討議してすぐれた成
果をあげるに必要な立法措置をこうずることである。（3），行政＇1門家であ
る教育長が行政リーダーすなわち行政首長として行動L，委員会は諮問
的・立法的機能を担当する行政組織を確立するに際していたずらに先例を
求めて透巡してはならない。むしろ企業組織に飽を求めて早急に実現すべ
きである」と主張している。
それでは政策の審議形成機能と政策執行機能の分離とは具体的には何をさ
すかであるが，その詳細は別として主なものを列挙すると，教育委員会に
は，教育長の選定，学校行政に応じた政策と手続の確定，予算の決定と財
政手続の確定，必要経費の稔出と資材の供与，必要職員の任命，教育成果
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の評価と学校改善・拡大計画の採沢とが与えられ，教育長の権能として，委
員会の行政首長として執行に関する責任の一切を負い，教授計画の作成と
評価を指導すること，全行政職員の任命に当って指名推薦し，その資質向
上に努めること。教育委員会へ提出する予算作成と予算案採摂後における
その管理統制，校舎拡充の必要性確認と建設計画，教育改善のため委員
(73) 
会・スタッ 7・地域社会のリーダーシップをとることがあげられる。もち
ろんこのように両者の権能が区分されるが，二つは相互に諮問的協力関係
に立たなければならないことはいう造もない。行政専門家としての教育長
の専門的知識と経験はそれ本来の執行部門はもちろんとして委員会の政策
形成についても無視できないところである。ことわる迄もなく委員会の政
策形成に先立ち，それが教育行政の基本原理とどうかかわり，どうした成
果を生むかに関する教育長の助言，勧告は必須であり，ことに本業を別に
する素，、カ〉ら構成される委員会にとって教育改善を目指す教育長の新政策
提案は大いに期待せざるをえない。それなくして教育の進歩改善は望むべ
くもないからである。要するに教育長は委員会の単なる消極的な相談役で
なく，むしろその頭脳として行動することが要求されているのである。そ
してそのため，年間報告はいう迄もないとして必要に応じて種々の報告書
宏委員会に提出しなくてはならない。教育長は提案し委員会は決定す
るといわれる理由もここにある。一方教育委員会は，教育長に対してその
執行を円滑にし，本来の業務に専念できるよう諸便宜をはかり，ルータ
インウオークから解放してそれを下僚に一任しなくてはならない。また特
殊利益擁護集団の干渉や外部からの不当な批判を防止してその身分を保証
し，委員会は一体として行為して教育長との派閥的な折衝を避けるととも
必要である。なお，委員会と教育長との聞に見解の相違がおきて調整のつ
かない場合，あえて一方的見解を押しつけることなく，少くとも教育長の
教育改善への熱意をキープするととに努め，それと同時にその後の車L際や
誤解をさける意味合いから見解の相違点を文書に留めるととも両者の協力
【74)
体制維持に必要とされる。
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さて以上の如く1920年代に始る現代教育委員会制の構組が数々の長所を
有することは明白な事実である。政策の審議決定とその執行とを明白に区
分をして教育委員会と教育長に明確に帰属せしめ，さらに教育行政各部局
を教育長の統轄下に整理改廃して一元的行政組織を確立したこと，これら
が素人支配と行政専門家とを結合して教育行政の現代的要請に応える一
方，近代企業組織における経営の原理いいかえると能率の原理を教育行政
制度に適用して，組織本来の究極目標である責任，経済，能率の三原則を
実現したことは高く評価されてよい。ことに教育業務が著しく複雑拡大化
して一個の企業ともなった大都市の教育行政機構にとりわけ符合するもの
であった。けだし教育長は行政首長として統務的な職務に専念し，その他
の日常的な業務処理は分業と専門化に基づく行政組織に即してその下僚職
員に一任することができるからである。かくて1929年代絡についたアメリ
カの精神といわれ独創といわれる現代教育委員会制度は大多数の都市にお
いて全面的に実現されるに至ったのである。
しかしながら，この現代教育委員会制度に全く問題がなかった訳ではな
い。懸念多い職業（anxiousproffession）とスポーリングをしていわし
(75) （吋〉
め，グロスが居心地の悪い職業（uneasypro庁ession）と時ぶ教育長制度
の問題がそれである。換言すると現代教育委員会制度の長所が~~人支配と
専門家行政とを結合することにあることは既述したが，この理論上の関係
が実際において必ずしも実現されていないのである。改めて述べる迄もな
く政策を決定するものは委員会であって，行政制度の主導権は委員会に握
られている。その際教育長には助言し勧告することは許されてはいる。し
かしそれが一度決定されたとなると，忠順にそれに従い執行しなければな
らない。従ってこの主導権を握る委員会が，委員各自の利害をすてて統ー
的に行動すること，教育長の執行的機能を充分に理解し支持すること，
委員会の政策審議形成機能を深く洞察し，積極的にそれに参与すること，
調和的な人間関係を樹立すること，外部からの圧力を排して教育改善の
ため努力すること，が理論上専門家行政確保の必須条件として要i請され
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る。ところが現実において，委員会の決定は党議謀略と無理解に基づくこと
がしばしばであり，教育長の執行権についても委員会の干渉は頻繁であっ
て，この制度が意図した政策形成機簡と執行機能の区分が必ずしも明確で
はない。例えば1920代いち早くこの制度を採用したボストン市においです
ら教育委員会の機能についての誤った観念が支配的で1946年次のように報
(78) 
告されている。
「教育委員会と行政職員との問の責任の分属が必ずしも教育委員会によ
って認識されていない。委員は直接行政に携わることが自分遥の責任であ
るという誤った観念を抱いていると思われる。委員会は行政職員に属する
行政の細部に時間を費して，その本来の主要責任である計画，政策，イシ
ュ一等に必要な時間と精力を向けるととに失敗している。委員会は一定の
政策をもっているとは考えられない。与えられた問題を行き当りばったり
式に解決して，それが将来の政策にどう影響するかを思ってみたりしない。
…委員会は自己を行政委員会と考え，教育長の行政職員を召使として取扱
い，すべての政策のイニシアチブを握って彼等を自分達の気のまま意のま
まに動かしている。とのことは学校運営に必須な協力体制を欠く貧弱な行
政でしかない。」
マサチュセッツ州を調査したグロスの報告はこの間の事情を伝えて余す
ところがない。彼によると，性教育，国際教育と国連教育・アメワカ的生活様
式の卓越性・民主主義と共産主義イデオロギー比較・自由企業の長短等の教
授・課外活動・連邦の教育財政補助等について委員会，教育長相互の聞に
それ程著しい見解の相違は認められない。しかし進級条件として成績標準
(academic standard）の初等学年児童への適用，成績表における点数制の採
用，教科書中心の教授法，初等教員中等教員別給与表の作成とその適用等の
可否についてはかなりの見解の相違がみられる。ことに両者の権限と義務
についてみると，教員採用に関しては，教育長の70%が教育委員会は教育長
の推薦に基いてのみ行為すべきだとするのに対して委員会の20%がそれを
肯定するにすぎない。教科書選定は教育長の推薦を委員会は常に容認すベ
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きだとする教育長（90%1に対して委員会は半数足らずが賛成するに留まり，
教員る苦情処理についても，委員会提出に先立ちまず教育長に提出される
べきだとする教育長側の一般見解〔90%）に対して委員の44%はそれを否定
している。その他市民の学校使用に対する教育長の許可権（教育長の90%,
委員の50%が首定〉，教員の増俸に関する教育長の勧告権〈教育長の3分の
2，委員の3分の1が肯定〕，教員解職の不当性に関する教育長の態度一一教
育長は外部の圧力に属すべきでないとする（教育長の6割が肯定するのに
対して委員の3分のーが肯定〉一一ーについても両者の聞にかなりの喰い違
いが存している。しかもこれらが単なる見解の相違にとどまるならまだし
も，教育長の略2割が報告する如く，教育委員は教育に対する理解の浅薄さ
も手伝ってその地位を政治的駈引の具に利用し，委員各自がそれぞれの思
惑と目的に従って振舞い，あるいは教育長の手を通さずに直接行政職員に
命令を出して教育長の専門的立場に立つ執行を阻害している。また教育委
員の政策決定もその3分の1は自己の選挙区の利害にかかわっているとい
われる。従って教育委員は教育長に諸種の行政分野で強い圧力を加え，教員
採用に当って当然考慮さるべき能力，業績を無視した政治的思惑を強要し
おり，ことに都市のばあいそれが顕著で，教育長の83%がとの事実を指摘し
ている。財政についても同様で，教授目的以上に当該地域社会の財力を重
要視することを教育長に押付ける実情にある。こうして教育長の職業倫理
を眠らせ，現代教育委員会制度が目的とした専門家行政を破壊しているの
が現状である。しかもこうした政治的立場にたワ委員会の風当りは教育長
が進歩的であればあるだけ，またそのプレスティーヂが高ければ高いだけ
強いともいわれる。ことはマサチュセッツ州の事例であるが，モンタナ州を
調査したスレッテンもまた，学校の機能，教育改善の必要性の一般公布等
については教育委員と教育長の関にそれ程見解のずれはみられないもの
の，職員採用手続，教育費に関する教育長の責任，専門的助言者としての
教育長の役割，校舎建築諮問委員会設置等に関して両者の見解にかなりの
隔りがあり，その由ってくる原因が教育長の専門性の高まりに対する教育
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委員会の反援にあるとしている。そしてこうした委員会自体もまた，当該
地域社会を支配する権力階級に規制され，その特権擁護に努めざるを得な
いのである。 ゴールドハンマーの言葉を借りると，「各教育委員は当該地
域社会のある集団によってつまみ上げられ，そうした集団の特定目的を達
成するため委員に押し出されている。従って委員各自は地域社会の代表だ
と自認はしているものの，その実彼等は地域社会の限られたー断層を代表
するに過ぎなし：？のである。ところが，乙のように教育委員会の決定が偏
見と党略に満ちたものであり，それに対して専門的知識と経験に基づく自
己の勧告が教育の進歩に大きく貢献するという信念と認識をもちつつも，
教育長にとって残された道は二つしかない。すなわち，自己の職業倫理を
眠らせ委員会の忠実な使用人としてその決定を無条件的に執行するかある
いは辞職するかのいずれかである。前者の道は現代教育委員会制度が求め
る専門家行政の確保という理組と相反することに外ならず，そこはは熱意
と抱負を失った教育長がいるだけで単なる形骸在留めるにすぎない。後者
の道は，経験に富む行政専門家胡渇の要因となり，この面から現代教育委
員会制度をその根底からゆさぶっているのである。ことに，教育資金の欠
乏，行政職員の不足，地域閉塞主義，教育への一般的無関心，過度の行政
量に伴う時間不足，さらには各種プレッシャーグループの圧力， P・T・A
－企業団体・労働組合・新聞・財団等の圧力・あるいは教育行政制度の内
外から教育長に寄せられる種々の役割期待とそれらの葛藤による教育長自
身の役割相組によって最近頓に顕在化して，一つの大きな行政問題に迄発
(78) 
展しているー
なおこうした教育長制度に係わるいまーつの問題として教育長と行政組
員との関係を含む組織の問題が指摘されねばならない。上述の問題が使用
人としての教育長問題とすれば，これは雇傭人としての教育長に関係する
それであるといえよう。既に述べた如く現式教育委員会制度への再編成
が，執行的権能の一切を教育長に帰属せしめて教育長の統轄下に一切の行
政機関を整理改廃して一元的行政組織を確立することにあった。ところで
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との一元的行政組織は私企業組織に発展した階統制原理（scalerprinciple〕
に基づく中枢的な指揮系統機関と補助的な指導助言機関から構成された行
政組織で，役職の上下関係を体統化した命令・服従の階層的段階組織である
ということができる。別言すると，専門分業化に基づく行政各部局を指揮
系統 (line）上のリーダーに結付け職務階統上の頂点に立つ教育長と彼等
との聞に権威論造を設定して各部局（権威階梯〕の職員を職務上の規律と
統制のもとに従属させる。そして教育長と小数のスタッフによる決定をこ
の構成構造を介して下に流し，専門分化した職務行為を統制しつつ組織
を挙げてその遂行に当る能率的・合理的な組織である。そこでは機能的専
門化が水平的に拡がれば拡がる程，多数の権力が縦へ縦へと垂直的に委譲
され，上下差を益々深めて，「政策決定権」をもっ教育長をはじめとする
少数のプロフエッショナルリーダーの権力的地位と監督・統制を厳格にし，
そのことによって組織全体としての合理性，組織の機械的効率を最高度に
発揮することが保証されている。要するに，とのライン・スタッフ組織は
一定の行政目的を達成するため機能や責任の配分を行い，それを通じてメ
ンバー のエオ、Jレギーを能率的に動員する形式的組織であり，人闘を合理的
存在として把え，人聞は組織の素材であって組織は個人の特質や特性に従
うべきでなく，人間を恰も機械の交換可能な部分として扱う組織原理に立
脚するメカニズムである。それは量的にいちじるしく増大し，質的におそ
ろしく多様化した行政機能を効果的に処理すると同時に治大化した専門職
員を機能的過程において有効に組識し，機能的に関係ずける組織で時代の
要請に応ずるものであった。
と乙ろが，まさしく人と人との関係であるべきものを物と物との関係と
して現象させる組織原理に宿命ともいわれる構造的矛盾が脹胎していたの
である。ライン・スタッ 7組織が強調する人閲の合理的側面とその上に立
つ能率の論理は組織が否定しようとした人間の非合理性とそれに基づく感
情の論理によって反逆され，目的とする能率の増進が阻害されたからであ
る。詳しくいうとライン・ 1タァフ組織は，合理性と非合理性を併せもつ
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全体とLての生きた人聞を個々に分解して合理的側面のみを一方的に強調
し，それを制度化して組織目的に奉仕させ，メンパーのもつ感情的側面を
圧殺し，失われた人間性を回復しようとする欲求を探摘して欲求不満を必
然化するが，そこから生れる成員のエネルギーの不完全燃焼は，やがて人
間の創意や主体的意欲を阻喪せしめて，能率水準の低下を結果したのであ
る。なおこの人対人の関係を「非人格化」 L，そこで働く人間をすべて単
なる機構の歯車にまで「事物化」するとの組織原理は，第三次的なフォー
マJレな組織の重視と速なり，全人格的関係を基礎に形成される第一次的な
インフズーマル組織を否定する傾向が強い。ととろが人格の結合から生れ
る第一次的組織は，形式的合理性を貫く，「書かれた」・「上から与えられた」・
「外在的」な第二次的組織に対して，「自然発生的」「内部的」「生きた組
織」で，「感情の論理」に従うことを特徴とする。それだけに， メンパー
を規制する力は決定的・根底的でしばしば第ご次的組織の行動基準と対
立・相魁して，組織の秩序を撹乱する要因として作用している。しかもこ
のインフォーマルな組織は第二次的組織が組織全体を蔽うのに比べて小規
模ではあるが，組織で満たされない欲求不満の充足を求めて形成され，そ
れが組織目的と相反する方向に作用する己とが避け難い。そうした，もは
や人聞が組織の担い手であることを無視し，単なる機械的効率を目的と
する組織原理は単なる机上プランにすぎず，全体としての人聞を基盤とす
(83〕
る新たな組織原理が要請されるに至っているのである。
こうした構造的矛盾が組織原理に内包されており，そのことによって組
織の機能障害が惹起されたが，ライン・スタッフ組織自体も過度の形式的組
織化によって理論と現実との隔離を益々深めたのである。そこで強調され
た組織の厳格性と規則の遵守は，かつての行政における怒意と横暴を排除
して制度的合理化をもたらしたものの，それが必要以上に強調されたこと
によって，形式主義という非合理的なものを生み出L，職務の能率や反応
速度を低下せしむる誘因とならざるをえない。制度的な職務遂行の反覆繰
返しと「怒りも興奮もない」機椀的な心的態度とはやがて組織目的を達成
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するに過ぎない規律の遵守を目的化して，手段的価値を究極的価値とする
錯覚を生み，行政目的達成を損う繁文線礼，具体的にいうとお役所仕事的
な無能率や形式主義ひいては繁雑さを結果したのである。エコースパーグ
の言葉を借りると「組織の厳格性はその安定性を強化したものの，可擦性
と適応性を損うに至っている。組織内のコミュニィケーションは上から下
への一方的通路に限られている。……組織の複雑性は学校行政に神秘のオ
ーロラを投げかけ，そのととによって組織の単純化を計ろうとする努力を
爵蕗せしめている。産業企業様式の模倣は行政組識自体の目的と児童教育
の諸目標との争いを結果した。との模倣が行政組織運営の機械的効率を余
(84〕
りに強く強調したからである」。またサーストンは州についてではあるが，
(85) 
この間の事情を次のように伝えている。
統一的で簡潔的な権威梯列に代表される構造類型は理論上からみると行政的効
率上決定的なものである。しかしながらその単純性の故にプロフエッV冨ナルな
制度体にとって危険な官僚lh~を成立せしめている。教育局はヨシノミート／ Yタラ
イエだされ，弾力性を失い， wー タイシ化され，ヲイ γ・スタップ組織による行政
体統の重視によって各部の自由な交流が軽視されたからである。簡潔明快なチャ
yネJレによる漏斗状の権威構造はプロブエ少Vョナノレワー カー の地位を複雑なも
のとしている。非類Dない才幹と能力を具えたこれら職員にとってライシスタッ
7組織は全体とり相互交流をするのに何段ものステップをとらねばならないもの
に思われている。コミュニィケイVョγ通路ははっきしていて単純ではあるが，
このチャYネノレにはスタッフが協力し経由しなければならない余りに多数の職員
がいすぎる。行政専門家が政策を受取るのは第三第四のステップを経た後であっ
て，それを変更しようとしてもこのνベルでは無駄である。この行政専門家の創
造的能力を充分利用する手続がとられない限り，厳格なライシ・スタッブ組織に
よって彼等はブヲスト νトL，モラリテイを失って仕舞う」。
なおいま一つの重な欠陥として，組織の中核を形成する職務体統にから
む問題が指摘されねばならない。職務体統が上への権力の集中と下への従
属の堆積を本質とすることはいまさら指摘する必要もない。ここでの命令
と服従は特定人物の権威とそれへの私的な忠誠に基づくべきものでなく，
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没主観的な職務権限による命令とそれに対するインパーソナルな従属をそ
の本質とする。ところが現実の職務遂行においてとの原則は権威や地位の
もたらす威光の大小によって特定上司への特定下僚の従属という形態にす
りかえられ，公的な機能上の上下関係が私的な身分階層的秩序へと変質し
モルフエットのいう「下僚の上司への絶対的服従と忠誠，それに報いる上
司の保護が好ましい人間関係」とされている。別して任命と昇進が上司の
判断と怒意に依存する度合が大きいだけにその傾向がー層拍車づけられて
いるのが現状である。しかも，この職務体統にまつわる身分階層的秩序は
教育長を中心とする少数のプロフエッショナルグループの権力的地位と寡
頭支配を強化制度化して，現状維持をはかる保守的色彩を濃厚にしてい
るのである。こうして規則にしばら札ない行動の自由が許された上層にお
ける特権的階級と体統組織の最下底にあって行政の究極目的である教授を
直接担当しながらも，規則による保証が之しく，最低の給与と最少の権利
しか与えられず，自らの福祉に関する政策にも口出しが認められない教師
集団とに分極したのである。「経済的に不安定で情緒的にも落着がなく貧
相に描き出される教師像は，プレスティー仇給料の面で教師を最低の不
(87) 
快な地位におく伝統的行政組織に由来する」というヒューズの表現は組織
の弱点をいみじくもついたものといえよう。「民主主義を念仏に唱えなが
ら，実際の行動においては権威主義的である」とハグマンがいうのもとの
点に関してであった。以上がライン・スタッフ組織が内包する矛盾撞着で
あるが，それ以外にも多々あることはいう塩もない。もはやそれに論及す
る余裕はないが，いずれにせよ，それらが組織原理，規則の遵守，体統組
織に由来する構造的矛盾に帰国することは疑いない。この制度的動脈硬化
に陥入った組織に可撹性と柔軟性を与え，権威主義化したそれを民主的組
織に改変することが緊急であり，そのため，「組織の首長である教育長が
権威主義的管理者から，スタッ 7ならびに行政活動の調整者として機能し，
(89) 
行政における集団計画，集団思考のリーダーとなる」ことが要請されるに
至っているのである。
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さて，以上一方では現代教育委員会制度が所期した専門家行政が充全的
に実現されず，他方ではその目的のーっとされた行政能率の確保も権威主
義的行政制度を現象して，行政目的である教授を反って阻害する要因とな
り，その結果教育長職は「懸念多い，迎えられざる職業」の代名詞とされ，
種々の問題を投げかけたことが明らかにされた。それではこうした問題の
処方望書はなにに求められているか。先づ第一の問題についてグロスに潤く
(9咽）
ことにしよう。
改めて断る迄もなく，州教育基本法の権内で地方教育政策・学校教育計
図を決定するものは他ならぬ教育委員会である。有能あるいは無能力な教
育長，教員の採用と昇給の決定，ほかたその決定に当ってプロフエッショナ
ルな観点を考慮するか否かを定めるのも教育委員会である。教育委員は，
重要な教育問題の投票に際して児童の最大使宣をはかる観点，あるいは自
己の利益擁護の観点のいずれに立つととも自由である。要するに教育の一
切に関する全責任は行政専門家ではなく教育委員会にある。従って教育委
員会 教育長関係改善の第ー歩はまづ教育委員会自体の改善に求められ
ねばならない。その第ー策は政治的立場に立って利己目的の実現を計る教
育委員のそうした脱逸行為を防止する立法措置を構じることである。
ウエストパーエヤ， カリフォJレニヤ州における立法化はその伊jであっ
て政治的干渉が比較的頻繁な人事・ピヲオ、二ス部門等について明確な行政手
続，これに背く違反行為に関する罰則を立法化することが必要である。
そしてこの立法化のため，州教育委員・教育長協会，州P・T・A・連合
会等が結束して州立法部へ働きかけ，立法後はそれに抵触する教育委員の
違法行為を摘発しなければならない。このことによって教育委員会行動の
純化，政治屋の委員立候補断念，すく・れた人士の積極的な委員立候補が可
能となるだけでなく，教育委員自体の社会的プレスティーUが高まること
にもなるからである。
しかし教育委員の逸脱行為を阻止する立法措置は消極的といわざるをえ
ない。けだL，そうした委員の教育委員立候補と当選を阻むことがまづ先
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決だからである。それには，委員各自の立候補の動機が委員会の可否を左右
する決定因子であることから，市民団体のリーダーが結束して，公共心r：富
み，かっ民主主義に対して公立学校がもっ重要性を知悉した市民が進んで
委員候補に立ち，教育委員として地域社会に奉仕できるよう，啓蒙運動に乗
り出さねばならない。さらに第三の処方重量として，教育委員各自がその職責
について誤解し無理解であって，これが災いして教育長の専門家行政の執
行を阻んでいる事実に注意が払われねばならない。既述した霊要な教育行
政問題の等関視と行政の些事への没頭，委員会の政策決定権を個々の委員
のそれであるとする錯覚，執行部門への政治的干渉がとの例である。従っ
て教育委員会と教育長は相互の権利と義務を明確にし，何が自己の職責で，
そうでないものは何かを理解できるグランドルールを決定してそれを文書
化しなければならない。この文書化によって，新任の教育委員は職務遂行
に先立って，自己の権利と義務が理解できるだけでなく，教育長・教育委
員会との閲にみられる緊張と対立が緩和されるからである。
以上が地方教育行政の一切の責任を負う教育委員会に関する改善策であ
るが，教育長自体に問題が全くない訳ではない。指導性の欠除がそれであ
る。このー班の原因は，専門行政家である教育長が多忙のため，当然担当し
指導しなければならない行政分野に時間と労力を避きえないことにある。
このことは教育長個人に限らず，それを期待した地域社会にとっても大き
な損失である。従って日常のJレークインワークから教育長を解放してそれ
を下僚に一任できるよう措置されねばならないJ行政職員の新規採用に伴
う出費は，教育長による地域社会へのサーヒ、ス，すなわち創造的な指導性
(91) 
の発揮によって償われて余りあるからである」。その他，財政の貧困，地
域社会の教育への無関心，職員数の不足も教育長の指導性欠除に影響する
ところが大きい。しかし，パブリックリレイションズ，教授指導に関する教
育長の無能力 その5分の1が指摘ーーも教育長の指導性不足に大いに与
っている。果して幾人の教育長が，教授改善の必要性をー般に説得し，現
在の教育計画が児童にどう悪影響し，第一級の教授計画がどういう好結果
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を粛すかを説いて教育委員，地域社会の想像力をかきたてることができた
であろうか。大いに疑問である。「その意味において教育長は自分の学校
(9ロ〉
だけでなく自らをも謙虚に棚卸ししなければならないのであるム
だが，パブリックリイレイションズ，教授指導分野における指導性の改善
を個の々教育長自身に求めることは無理で，外部からの援助が必要である。
教育講習会はある程度それに役立っかとj思われるが，決して充分だとはい
えない。講習会で扱われるのはー般的問題であって，教育長の現場における
行動を客観的に評価する基準を提供するものではないからである。従って
教育長が委員会・行政職員・地域社会とかかわる諸関係を現場において検
討し，教育長が信念を以て自己の問題を取あげ，下僚の相談に乗ることがで
き，それによって公教育の実質的向上が期待できる指針を与えるサービス
機関が設置されることが望ましい。なおこの現場教育によるりーターシッ
プ改善と並んで，高等教育機関の教授内容も再検討される必要がある。教
育長の教授指導，人間関係分野における指導性の欠除は，大学の教育行政
教授内容におけるこの分野の等閑視と相通ずるものであり，また教育長の
職務は地域社会のいかんを関わず本質的には同一だとする前提とも関係し
ているからである。この意味において教育長が教育行政に影響する諸条件
を分析し，地域社会という特殊環境のなかで時間と精力を賢明に振当てる
ととができるよう大学はその教授内容を再編成して現実性を帯びた教育行
政家養成機関とならねばならない。別言すると，現場教育，教授内容の再
検討を過して地域社会や行政職員の視野を広め，教育政策，教育計画の礎
石となる教育目的を協力して打樹て，その実現IC当って行政職員と共同で
きる能力，つまり真のリーダーシップが発揮できる能力を教育長に主主成せ
しむることが必須である。また地域社会とそのキーリーダーに充分な財政
的裏付けの必要性を認識せしめ，自らは教育計画の長短を進んで地域社会
と討議できる自信ある真のリーダーシップも同じく養成されなければなら
ない。
以上がグロスの現代教育委員会制度改善の具体的対策である。市政府機
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構における支配人ilUが，所期した専門家行政の確保が充分の成果をあげえ
ず，その対応策として名目的な市長の権限強化によって実質的な行政首長
に脱皮せしめ，執行部門を強力化したのと対比して，グロスのそれは制度
面の改革を不聞に付L，リーダーシップを中心とする人間関係改善によっ
て専門家行政の確保を実現しようとする処に特徴がある。そこに執行権強
化に対するアメリ力的嫌悪，プラグマテイズムに基づく技術的改革によっ
て能事終れりとする改革案のアメリ力的限界を認めることができるが，そ
のことは次節において改めて検討するととにして，最後に第二の問題であ
る行政組織問題の解決策についてみる乙とにしよう。
さて，教育行政組織が，人間を単なる機構の歯車に迄事物化し，機械的
効率を目的とする組織原理を基礎に高度に集権化された教育長を頂点とす
るピラミッド的権威構造，組織図表に代表されるフォーマルな組織と形式
的合理化を現象したが，それと同時に数々の矛盾撞着をも結果したととは
既述の通りである。このいわゆる動脈硬化症に陥入った組織に柔軟性と可
捺性を与え，失われた人間性を回復するととが組織の問題となるが，具体
的な対策は未だ明瞭でなく各人各様の解決策が出されている現状である。
従ってその詳細な検討は別の機会に諮り，ここではあらましの検討を加え
ることにしてこの節を終ることにしたい。組織再編成の方向を一口にいい
きると，教育長を始めとするリーダーのリーダーシップ改善と組織の分権
化であるというととができる。かつての教育長とそれを取巻く役職保持者
に要請された資格は，教授・財政・児童管理等の専門的知識と技能であり，
デヴィーズをしていわしめると「事物に関する専門的知識，事物との共同
(93) 
能力」であった。組織の効率確保が至上命法であった当時においてそのこ
とは当然であった。しかし，組織を荷う具体的個人を否定して，人間の一
方的適応を強いたプロクラスチアースのベッドともいう組織がそのこと
によって反逆されて空名化し，行政首長，役職保持者なるが故に与えら
れたりーダーシシプが集団現象化しなかったのも当然といわざるをえな
v、。
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既に指摘した通り， 7才マー Jレで権威主義的なラインスタタフ組織が，
メンバーの欲求不満を充足する第一次的なインフォマーJレ組織によって反
逆され，また権威のソースがフォローワーの側にもあることを忘れ，彼等
の役割j期待を無視した権力行使が教育長のリーダーとしての資格を否定し
て，インフォーマルリーダーの出現を促L，両者の相剖と予盾が顕在化した
からである。かくしてフォーマルな組織のインフォーマル化，インフォー
マル・グループの組織吸収一一例えば作業チーム，問題解決集団等の設置
一一あるいは小集団体に特徴的なフェイス・ツウ・フェイスの第一次自由な集
団プロシィデュアをフォーマルな組織に組入れることによって組織の目標
達成とメンパーの欲求充足を同時に解決しようとする必要が生れた。それ
と併せてフォーマルなリーダーをしてフ元ローワーの役割期待に応えさせ
(9') 
インフォーマJレ化せしめるいわゆるデーヴィスのいう「人間との共同能力」
の上に立つリーダーシップの改善も要望されるに至ったのである。つまり
組織の分権化とリーダーシップの改善が必要となった訳である。
改めて述べる~もなく，リーダーは特定資質に帰属されるものでなく，
特定集団との機能的関係を前提として成立する。リーダーは生れ出るべき
ものでなく作り出されるものであるといわれるのもここにある。リーダー
は集団の求める欲求充足の手段として出現し，フォローローはそれ故にリ
ーダーに従属する。 「リーダーシップは人対人の関係概念であって，人々
の間の相互作用を表わしている。この関係において，グループの行動と福
祉に一人が責任を取り，グループを共通の目標に向って努力せしむると
き，リーダーシップが生れる。リーダーシップは単独に存在するものでな
(95) 
く，他との関係において成立する」とミラーは指摘している。従って教育長
であり，役職保持者であるが故にリーダーであり，リーダーシップをとると
いうのは空交に等しい。教育長は自らが統津害する組織集団のメンバーとし
て行動し，集団の諸欲求を充足するときはじめてリーダーとなるととが出
来る。ところで一般に集団の目的は，カードライトとザンターによると，
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(95) 
集団の特定目標達成と集団の維持・強化とに大別される。その意味におい
てリーダーシップの行使はこのこつの目標達成に向けられねばならない。
リーダーは集団の一員として， “目標達成の行動を起し” “メンバーの努
力を目標に向け”“問題点を明らかにし”“作業計画を立て” “成果を評
価し”“必要な知識を提供する”ょう努力しなくてはならない。それと併
せてリーダーは，“人間関係を温いものにしへ“論争を仲裁しヘ“励まし”
“少数意見を開陳する機会を与えヘ‘ε自己統制を奨め”“メンパ一間の相互依
存を増進する”ことに努めて集団の維持強化を計ることも要望される。
また共同活動に関する行政職員の機能を分析したパーナードは， 「協力
(97) 
体制の存続はその効果と効率にかかっている」として「効果は社会的・非
人格的で共同目的の達成とかかわり，効率は個々の欲求充足と関係L，その
意味においてパーゾナルである。……従って協力体制が持続するか否かは
(98) 
との相互依存関係にある二つの相互作用によって左右される」とする。軍
隊・工場・教育・各分野のリーダー行動を分析したハJレピンも亦，リーダ
ーとメンバーとの関係・組織の構成・伝達のチャンオ、Jレ・作業方法を明確
に規定し，リーダーとメンバーとの聞に友情，相互信頼と敬愛の温い感情を
生み出しうるか否かにリーダーの可否を左右する一つの鍵があるとしてい
(99) 
る。もはやここにおいては組織の効率を強調するかつての組織観は無意味
となり，それとスタッフの自己欲求充足とを一致せしむるととがリ｛ダー
に要望されるのである。この二つを同時的に充足することはかなり難しい
問題であるが，ここで注意されなければならないことは，トップリーターで
ある教育長が，先のごつの調整をユタッフ操縦の手段と考え，リースマン
のいう「偽りのパーソナリゼイション」に堕することであって，これを避
けるため教育長はリーダーシップ行使を次の信念からの自然流露とする新
らたな道義に立たなければならない。I，すなわち集団の福祉は個人の福祉
によって保証される。2，メンパーの知性を協力的に利用した結論は個人の
意見よりもより正当である。3，あらゆる意見に発言の機会を与える。4，各
メンパーはすぐれて重要な貢献をするととができる。5，発展は外部からで
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なく内部から生れる。 6，民主主義とは生活様式である。 7，民主的な万法
(100) 
は効率的な方法である。との信念に立脚する必要がある。
この信念に立つりーダーシップの行政過程行使によって，組織の目的に
従い合理的に設定されたスタッ7の役割遂行が同時に個人の欲求充足とな
るようスタッ 7と組織目標とのー体化，組織への所属感を昂めることが教
育長に要請されるのである。行政をもって人的・物的リゾーシィズを有効
・適切に動員して行政目的を達成するプロセスと解釈し，この行政過程を
一個の集団現象と把え，スタッフの行政参加によって行政の民主化を計る
組織再編成論は，行政機能の分類方法一一一般には，計画・組織・命令・
調整・統制に5分類される一一あるいは最も重要な機能に関する強調点の
置き方に多少のずれはあるが，上記した基本原理と軌を一つにしていると
みることができる。そのーっとして NEA の1955年年報における提案を
(101) 
中心として検討することとしよう。
まず，委員会は行政を相関連する諸過程のプロセス，ないしはその複合体
であり，行政官を以てこのプロセエえを統轄するものとし，「行政は組織の目
標を達成するため人的・物的リゾーシィズを適切・効果的に利用する諸過程
(102〕
の統体である。行政は人々の行動を左右することを通じて機能する」とす
る。そして行政機能を， 1計画（pJanning), 2人員・資材の配置（alloca-
ting〕， 3メシパーの行動刺戟（stimulating),4調整〔coordinating), 5 
評価（evaluating〕の5つに分け，それぞれを次のように説明する。
行政の第一機能は，目的達成の方法・手段を計画することであり，（a)
目的と行動領域の明確化，（b〕目的達成に作用する諸条件の調査ー（c）事
実の解釈と将来の予測，（d）組織の方向決定とが計函過程に含まれる。とこ
ろでこの計画lこ際して，計画の効果的決定と並んでスタッ 7の自己欲求も
充足される必要がある。従って「政策によって影響を受けるものは当然そ
の政策形成に参加する権利がある」とデユーイが強調した民主主義の鉄
則に照らしてーまた個人の才能は，予ードのいう如く彼が政策形成に参加
し自己発揚ができるときはじめて充全的に発揮できることから，スタッフ
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の計画参加が奨励されねばならない。その乙とによってスタッフの資質が
向上し，目標に対する理解が深まるだけでなく，衆議によるだけに計画の
内容も充実する。その上スタッフと目的との一体イ七によってスタッフの所
属感や志気も自ら昂揚しそれと並んで運営の効果も高まるからである。と
ころで計画が所期した成果をあげるには参加者が計画順序・グランドルー
ルを作成してスムースな運行をはかる必要があるし，また教師の誰もが教
育長に意見を具申できるJレートを設定して参加が最大効果をあげるように
することも必要である。この場合インフォーマルな談合がフォーマルな計
画評議会に劣らず重要なととはいう迄もない。できるだけ各学校毎に計函
ができるよう努めて参加の範囲を拡次することも望ましい。スタッフを興
味のない分野の計画作成に参加させるととを避け，各自の興味に応じて参
加できる措置をとり，計画に要した時間・迅速性・計画の妥当性を絶えず
評価して，次の計画の参考とする心構えも必要である。
第三の行政機能である人事・資材・責任・義務の配置については組織，
予算，物品供与等が問題になるが，組織は後述することにしてここではス
タッフの任命と義務・責任の国賦について扱うと，職員の新規採用に当っ
ては職務への適格性と同時に同僚との協調性をも考慮に入れることが必要
で，乙の意味において詮衡委員にスタップを加えることは得策である。ま
た職務国賦に際しても適格性や職務の均等負担を考慮することも大切であ
るが，ニスタッフの成長に当該職務が符合し，果してその成長が保証される
かどうかを考慮することもスタッフのモラーJレを高める上に必要である。
この職務記賦によってその人が生産性の高いスタッ7となりうるかどう
か，組織の経済的，社会的力を増進するかどうか，かれが自分の職務に満
足するかどうかがきめられるからである。またその人が素直に組織の統制
に服するか否かも少からず配賦のさすしかたいかんにかかっているのであ
る。なお，責任の範囲を明らかにし，各自が独自に裁断できる領域，協力
してなさるべき領分と関係スタッフをも明確にし，報告を提出すべきスタ
ッフ，提出期限，報告の内容と程度等を明白にして職務の不分明に由来す
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る混乱を避けることも人間関係保持の上に大切である。
第三の行政機能は，各スタッフの行動を動機付け，最大限の効率を発揮
することである。教育過程そのものが複雑で， “立派な教授は創造的な
ものである”といわれる程スタッフの創造性と創意性が大きな役割jを演ず
るだけに権威以外の手段が極めて重要である。従来の教育行政はサイモン
が， 「行政は余りに権威機構に固執して組織行動を動かす他の重要手段を
(103) 
利用することがなかった」という状態であった。しかし最近ではスタッフ
の欲求充足に考慮が払われ，その対応策とLて行政参加が奨励されたこと
から，スタッフの自発的活動が顕著となれ教育長の権力行使の機会が減
少した。つまりスタッフを外から動機づける“恐怖心”が意味を失い，か
れらを内面から動機づける“責任の賦与”が新しい意味をもつに至った。
ただ単に叱時激励してスタッフを駆りたてるととでなく自分自身を駆りた
たせることが重要となったのである。先にも指摘した通り，スタッ7の創
造性が果す役割が大きく，それを発揮する機会が与えられれば与えられる
だけ，それだけスタッ7の自己発揚が可能になることから，教育長および
ラインスタッフは，スタッフがそのもてる能力を最高度に発揮できるよう
援助し，かっその創造性発揮が知識と経験に依存する広合が大きいととか
ら必要に応じて知識を提供し助言しなければならない。また教育長はスタ
ッ7の仕事と努力に対し充分な理解と共感を示L，適宜その成果を評価
L，昇給・昇進等の奨励制度をとることも極めて大切である。要するに動
機付けは組織の目標を効果的に達成すると同時にメンパーの志気と欲求充
足を促進することにあって，その方法として，教授が創造的でなければな
らないことを加味Lて，権威よりもダイナミックなリーダーシップ・知識
提供・助言・政策形成参加を利用しなければならないというのである。
第四の行政機能は各スタップ，行政単位の諸活動を調整して最大の成果
をあげるととである。組織過程を適して事業の各部分は整序関係におかれ
るが，乙の各部分が統合的な全体の一部分として機能するのは調整機能に
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よることから極めて大切で，教育長の第一目様であるといわれる。また教
育長の適否を定める目安はことにあるともいわれる程で，かれにはスタッ
フの事業目的に応じた特定目標の正しい設定とそれが事業目的に及ぼす結
果の判断に助力することが要求される。それと並んでスタッフが事業目的
と計画を正しく理解し，それを容認し，それに進んで寄与することが調整
を大きく左右するだけに1タッフの計画作成，実行プラン参加が必須であ
る。さらに事業遂行過程に現れた障害や阻害因子を排除し，新しく方向づ
けるためョあるいは相関連する機能の理解と統ーのため，インフォーマ
ル，フォーマJレに関係なく意思疏通経路を自由にしておくことも大切であ
る。つまり，スタップの目標計画設定への参加を適してそれに対する理解
を深め，全体の中における自己の地位を認識せしめ，この参加過程から生
れた協同体制をもとに自由な意志疏通を計ることが主な調整手段として要
求されるのである。
最後の行政機能は計画・運営の効果を目標の達成・ニえタップの成長との
関連において評価することである。評価は各行政機能一般に適用されるべ
きもので，組織，運営計画，責任の配賦，刺戟，調整活動の変更等に素材を
提供することから極めて重要である。スタッフに計画参加の機会が与えら
れたと同様に評価にも同じ措置がとられる必要がある。評価の公正に対す
る信頼感は偉大な志気形成者であり，将来の成長に大きく貢献することに
なるからである。評価はまた計画過程の本質的部門であって，その意味に
おいて各メンパーが自己批判的となり，各自が所属する作業チームの評価
に加わり，学校全体の成果を反省することも奨励されねばならない。
以上がNEAの行政過程に関する提案である。かなり大まかであり素描
的段階の域を出ず，細部についてかなり問題があり詳細な説明を必要とす
るのであるが，ともかく，これによって組織の目標とニスタッフの成長，欲
求充足とを行政過程によって実現しようとしていることが理解されたかと
思う。
ととろで，こうした行政過程の1キーム・チャンヰJレ・機構でもあり，
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かっ行政民主化に相応した組織は，一体いかなる特色をもち，いかなる原理
に即して構成されねばならないか。この点に関してNEA委員会は次のよ
うに考察する。組織が教育目的を達成するため個人の創造力を十二分に駆
使させ，グループの生産性を高める構造を形成しなくてはならないことは
勿論である。それは計画形成，人的・物的資材の配置，業務遂行，業績評
価における協同活動を推進しなくてはならない。上からの権限と責任の委
託，その上に立つ権威階梯を中核とするライン・スタッフ組織がもはやそ
の用に足らないととは改めていう迄もない。厳格な命令系路や権威による
複雑多様な統制が意思疏通を一方的な上から下への形式的なものとし，グ
Jレープの協力活動を圧殺し，スタッフの潜在的な創造性も発揮されずまた
利用されることもなかったからである。しかしラインスタッフ組織を完全
に行政構造から排除するととは不可能で，そうするととは行政秩序を混乱
に導くことに外ならない。問題はそれに民主的概念と人間関係論を導入し
て新しく意匠し直すことにある。単的にいうと，ラインスタッフ組織の権
威構造を機能構造とすり換えることである。権威に機能が伴うのでなく，
機能，職務の内容が権威を規定し，権威は職務に与えられるものであっ
て，機能遂行のあり方に応じて権威は拡大し，縮少すべきものでなければ
ならない。
ところで教育行政の第一義的目的は教授を助長することにある。この意
味において教授一一学習の場にいる教師が行政の中核となり，他の一切は
教師に寄与する，いや寄与しなくてはならないものである。この領域分野
における教師は，当然計画，教授，評価の自由が与えられ，上司や学校外
権威の不当な侵犯から防止される必要がある。つまり「特定の児童集団の
要求に学習経験の内容・方法・構成を適応させる大幅な権威が教師に与え
(104) 
られねばならない」。しかし教師が鋤く場所は学校であり，彼の権威行使は
彼と並列的な立場にある教師の教授に影響を及ぼし，教師相互は屋根瓦の
それに似た連鎖的な関係におかれている。しかも一人の教師では荷が重く，
複雑すぎる職務があって，こうした職務は独自の意思をもった77カリテ
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ーによって遂行されねばならない。単に学校内部に限らず，学校は亦当該地
域社会生活に大きな教育的影響力をもっ。それ故学校には個々の教師に付
与された権限以外の種々の権限が与えられる必要があり，その個々の機能
を統合的な職務単位に組入れ，それらをスタッフ，作業チームに配賦しな
くてはならない。その際学校の権限と機能は校長単独に帰属されるのでな
く，校長を含む全体としてのフアカリティーに与えられるべきである。む
しろ校長はチーフ調整者として，各メンパーを真に協力して働ける関係に
置き，単独，グループでなされるとに関係なく努力は同じように報国 L,
各メンバーが，それ自身の仕事，また仲間の仕事，学校全体の業績につい
て誇りをもち，メンパーの能力発揮が本人自身はもちろん学校全体のカに
なるよう努めなくてはならない。
要するに「地域社会と関連する政策の形成と履行，ならびに学習促進と
(103) 
その評価に関する大きな権限と責任が学校に与えられねばならない」ので
ある。ととろが，学校に多数の教師がいるのと同様地方行政単位内にもか
なりの学校がある。その意味においてー学校の政策形成が他の学校に影響
するととは当然であって，もし各学校がそれぞれ独自の道を進むと地域社
会・児童の教育にマイナスの作用を及ぼすことは否定できない。従って「政
策決定機関である教育委員会は当該各学校に与えられた自律性を規制す
(106) 
るゼネラJレな政策を立てる必要がある」。乙のように委員会は機能配分の
基礎を提供するラインと機能の履行を助長するサービスを表わすスタップ
とからなる単純イ七された機能的ラインスタッフの構造原理を提示した後，
この原理に即した組織は次の諸条件を充たすものでなければならないとす
る。
I，現場に最大限の責任を置けるよう分権化すること。教育行政におい
てとのことは学校の著しい自律性と教師の責任の増大を意味する。
2，縦の意思疏適系路を縮め，現場のものが一般政策形成に口出しでき
るよう階統構造を平板化すること。つまり学校はその代表を適して教育長
．教育委員会と直接接触できる訳である。
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3，目標設定，および学校全体，制度全体にかかわる政策形成に当って
できるだけ多くのスタッフをそれに参加せしむること。その意味において
学校評議会，学区評議会の設置が必要である。
ム特定分野の計画作成と履行について責任を負う小作業集団を設置す
ること。とうした作業集団は学校内の相関連する職務に従事する教師，行
政職員から構成されるべきであって，その際，距離の近接性・適合性・機
能の関連性を考慮する必要がある。
5，計画，調整委員会を適宜設置し，使用すること。委員会は学校内の
小作業集団を補足し，学校相互間に関係する政策決定の媒介項として役立
つからである。
6，各運営単位に助力する諮問的，特別サーピスを発達させるとと。指
導的・補助的サービスは，学校・作業集団・教師・スタッフにサービスの
観点から提供され，これを担当するものの権威は地位でなくその専門的知
識と技能とに基づくものでなくてはならない。
以上の熔造原理，組織条件に応ずる組織が委員会のいう機能組織であ
る。それは機能遂行の観点からすると，教師から作業集団，学校，委員会
へとラインを上昇し，機能配分の観点からいうと委員会・学校・教師へと
下に拡がる組織であるということができる。この機能的ラインスタップ組
織は，単純・簡明で，個々の活動の速度や方向を余り規制せずかっ命令経
路が短かければ短い程効果的であるとする組織形成の原則に見事符合する
ものである。 また，教育行政の中核である教師に職務に対する「誇り」
「重要感」・「達成感」を与えョ当該教師の成長と組織の目標達成が同
時に保証されることにもなる。しかし，ことで注意しなくてはならないの
は「すべてが集団責任であって，教育長，校長に何の責任もないというの
(107) 
でなく，彼等は政策決定，協同活動の奨励，調整のかなめである」という
ことである。分権化は決して中枢部の弱体化と同義に解釈してはなら：な
い。分権化が徹底化すればするだけ，中枢部は各部を強力に指導し，調整
しなくてはならない。この点に関する委員会の説明は暖昧であり，後述す
96 
る批判を招いたのであるが，この機能的組織はモールマン，サーストンの
(103〕
提案するところでもあって，制度的動脈硬化に務入った組織に柔軟性と可
読性を与えるものとして高く評価されてよい。そして現在その正当性も
かなり実証されている。例えば，最近の行政理論を検討したウインは，行
政組織の一般的指導原理は次の6つであるとし，その正当性をニューヨー
(109) 
ク州の実態調査で確認している。
1' 「組織の目的は企業の諸目的に応じて職務，責任，権限を個人およ
び集団に明確に配分することである」。
2' 「中核的スタッフの役割Jは単なる監察・命令に代るリーダーシッ
プ，刺戟・調整・サービス・評価のそれでなければならない」。
ム 「行政機能は民主的運営の機構が提供できるよう組織されねばなら
ない」。多少の説明を加えると，「学校はそれに関係する教師，児童，両親
をそれぞれが関係する行政機能に参加できるようにしなければならない。
例えば，政策形成はできる限りそれを実施する部門におく必要があり，そ
の意味から政策形成の分権化と行政過程への集団参加が必要である」。
4, 「ラインオフイサーは目的と効率的な運営に支障がない限りそのメ
ンバーに充分その創意が発揮できる余地を与えると同時に，彼等を学校内
のスタッフ，作業単位に配置しなくてはならない」。つまり「政策・計画の
全体的統合が必要な反面，各メンパー，作業単位が基本政策の拒内でそれ
ぞれの必要に適応できる便宜をはかる必要がある」というのである。
5,1組織は単一支配組織（unittype of organization）でなえてはならな
いし，主要な行政職員は練達したプロフエッショナルでなければならない」。
ム 「行政組織は絶えず協同評価を行い，目的達成の適切性・効率性の
観点から再方向づけを行う必要がある」。
クラークも人口 13,000の田舎町と 25,000の都市調査で，権威階梯とス
タッフの数は最小限に止め，個々の学校に大幅の自律性を与える必要性，
学校の計画に責任を負う校長の重要性，行政責任の分散化，専門的コンサ
ルタントをしてラインオフィサーでなく教師の右腕としてサービスさせ
アメリカにおける地方教育行政制度目再編成問題（2) 97 
る必要性，ライン上の行政職員は広汎な領域に責任をもっヂェネラリス
(110) 
トとなるととの得策を帰結している。
ところで，上記した再編成論が，権威主義を強調した伝統的組織観，人
間を恰も自動販売機の如く金銭的刺戟にのみ自動的に反応するとみる機誠
論的人間観を極力排撃し，社会学的理論の行政過程適用によって行政民主
佑に寄与したことは紛れない事実で高く評価されてよい。
しかし乍らそこに未解決の問題が数多く残されていることを同時に認め
ない訳にはゆかない。再編成論は組織の目標達成とスタッフ個々の欲求充
足との均衡を強調し，その方法として小集団構造，分権化，権威階梯の平
板化の必要性を主張する。ところが欲求充足に応じる組織がそのまま組織
目的達成に最適の組織であり，スタッフ・資材配置の組織であるかについ
ては等閑的である。またりーダーの権威はフォローヲー，職務の合理的性
質に基づくとしながらも，との権威が再編成された行政組織のなかでどう
作用すべきであるかに口を減して，その消極的側面について語るのが一般
である。この意味において再編成論は，少くとも組織の効率達成に関して
は伝統的な構造様式を暗黙裡に前提としているかとも推測される。ウィン
(111) 
がラインスタッフ組織を肯定し，グレッグがスタッフの行政参加を強調し
乍らも政策の最終責任はあくまでライン上の役職保持者になくてはならな
いとするのよ12与の背後に伝統的なラインスタッフ構造様式を肯定し，そ
れを人間関係論で以て補足しようとする意図が皆無であったとはいい難
(113) 
い。リーユマンが「偽りのパーソナリゼィション」といい， ドラッカーが
(114) 
人間関係論を以て「気むづかしい子供をなだめるシロップ」であるとし，
経営者の行動や方針に対する反対をそらせる手段だというのもここにあ
る。組織の社会学的究明が問題の部分的解明にすぎず，それを政治的・経
済的側面から補い，三者の統一理論の必要を説くピィドウェルも，組織の目
的とメンバーの欲求との問題を新しいヂレンマと呼び「行政の社会学的理
論は民主的行政構造を粛したものの，政治的・経済的側面に関する権威構
(115) 
造を排除するものでなかった」としている。組織内の人間関係は単なる個
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人間の人間関係とは異なって常に権力関係を伴い，メンバ一周の衝突は性
格上の衝突でなく意図や利害の衝突でもあるからである。そうした二三の
矛盾をピィドウェルに従ってあげると，インフォーマルグループのフォー
マルな組織吸収を計る作業集団設置はかつてのインフォーマルリーダーを
フォーマル化L，組織の側からする役割期待とインフォマJレグループ側か
らのそれとの相魁に悩ませ，ひいてはグループ自体の存続を危くしている。
また意思決定の分権化は，各単位体の意思決定を比較校合して首尾一貫化
せしむる中枢部の統合を必要とL，その結果統合過程における権力の行使
が不可欠となり，グループや個人の意思に反して集団活動の再配置を強制
する必要性も生れざるを得ない。さらに集団的意思決定にしても，多数の相
反する価値観を前提とすることから多数意見による少数意見無視の事態も
(116) 
生れ，その調整に権力が行使されるととも決して少くはない。こうした側
面に理解を欠く人間関係改善を中心とする再編成は，一面において行政民
主化に残した貢献を高く評価しなければならないが，事態を糊塗する小細
工的な性格をもった温情主義に落入る危険があり一一この点については
後述する一一，それを余りに強調したことから自ら迄もが組織の目標遂行
とスタッフの欲求充足をナイーブに結付けるに至ったことも見逃せない事
実である。このヂレンマを克服する新しい方向が組織に接近する経済的・
政治学的・社会学的理論の統合に求められているのが現状である。リーダ
ーを以て組織の機械的効率や人間関係改善を目的とするスベシャリスト以
上の創造的リーダー，詳しくいうと，組織と政策を一体化して一個の生命
ある社会有機体とする制度的廉潔性を創造し，それを組織の各所に彦透せ
しめ，中立的・技術的構成単位にすぎないメンバーを組織に愛着を寄せ，
しかもその目的を合理的・自発的に支え，その目標遂行がそのまま自己
発揚だとするパーティシィパントに変質せしめ，他に対して組織の能力と
特性を際立たせる一個の創造的リーダーシップによって組織の問題を解決
しようとするセルズニックの所説は，教育行政分野ではないが，一つの新
(117) 
しい誠みであるとみることができる。また産業社会学の分野で科学的管理
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(118) 
論，人間関係論に鋭い警告を与え新しい組織理論を展開したドラッカー，
(119) 
精神分析学者であるフロムの組織観は教育行政組織再編成の将来に教える
ところが大きいものであるが，紙備も尽きたことだし，別の機会にとりあ
げることにしてとの稿を終るととにしたい。
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4 地方政治と教師集団
さて，以上資本主義の高度化に伴う中央集権化が地方分権再編成の一環
として支持されたことについて触れ，それと併せて地方分権制度の核心を
形成する州，地方教育行動機構の再編成が不可欠となり，学区拡大，執行部
門の強化，行政機関の改廃統合等の制度上の変革が招来されたことについ
て検討して来た。要するに，それは水平的にも垂直的にも権力の集中イ七で
あったと極言できょう。そしてこの権力の集中化が行政行率の確保，別言
すると費用とエネルギ｛の最小限度の消費によって最大限の効果を発揮す
る能率化の観点から支持されていたのである。このような能率概念によっ
て再編成を実現しようとしたことは教育行政を以て教育の目標をより充全
的，効果的に実現するサービス活動であるとするとの国の教育行政に特徴
的な経営学的管理概念を見事に反映したものとみるととができる。レーデ
ラーの表現に従うと「教育行政はそれ自体のためにあるのではない。
それはあく迄手段であって目的ではない。教育行政は無駄のない費用で教
育を促進することにある。それは児童のために事在するもので，常に学習と
教授への奉仕者でなければならない」で教育行政の基盤である民主主義に
些かの疑問を挟むことなくそれを無条件の大前提として受入れ，教師と児
童とに奉仕する教育条件の整備を絶対目的とする技術的行政観をそこに読
みとることができょう。再編成が政治と教育行政を別個の次元において把
握L，教育行政の本質を非政治的な技術として把えたのも当然といわざる
をえない。この意味において再編成運動は民主主義を教育行政の外擦とし
て受入れ，政治的秩序そのものの変革を不問に付L，政治的には中立に事
務的・機械的能率の向上を主服として推進されたのである。その際の問題
意識は政治的秩序の再編成ではなく，専ら技術的行政の一立場に立つもので
あった。その故にこそ，中央集権化も執行部門の強化もそれとして容認さ
れ，能率と民主主義とが二者訳一的でなく，相互に調和しうるものとして
理解されていたのである。いな政治の忠実な執行過程である教育行政の中
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立的技術化によって民主主義の高揚が可能であると期待されていたのであ
る。
ところが，教育行政の質量両面に互る拡大・深化に伴う執行部門への権
限集中が，能率と民主主義との矛盾を顕在化せしめ，能率的であることが必
ずしも民主的であることを意味しなくなった。かくして，教育行政の外植
として受入れられた民主主義が教育行政を内在的に規定する指導原理とし
て作用することとなれ既に指摘した如く行政過程の民主化が要請される
に至ったのである。教育行政の権威主義が云々されたのはこうした事情に
よるものである。NEAが「教育行政のデモクラシーは，民主的な市民養成
のため学校で行われる一切に直接関係するだけにこの上なく重要であり，
教師が民主主義を教授するには日常の職業活動を適してそれが何であるか
日）
を知る必要があることからしでも決定的である」といい， 「民主的行政組
織の成否は究極のところ民衆が自らの事象を処理する効率にかかってい
る。社会的要請に応じる教育にとって機滅的効率は目的ではなく，民主的
(3) 
プロセスに従属すべきものである」とモールマンも指摘する。一般民衆の
行政参加，世論の反映等に考察が加えられ，行政職員の能力と才幹とを最高
度に発揮させる可能性，組織の分権化等を中心とする行政組織の民主主義
が論議されたのもそうした行政民主化の反映であった。そしてとのことに
よって行政組織における権威主義から民主主義への転換が可能になったと
いうことができる。しかし，民主主義の教育行政への内部彦透とはいうも
のの，究極するところはそれが正に民主主義を合理化し強化する所以であ
ると確信されたからに外ならず，あく迄今日の政治的秩序を根元的な価値
原理として前提するものである。その意味において再編成は民主主義イデ
オロギーの規定に服し，その埼を超えることができなかったといっても過
言であるまい。
ととろで，注目しなければならないことは，こうした再編成がその目的
を充全的に実現するには次の客観的諸条件を必要とすることである。すな
わち，第ーは教育行政の主体である教育委員会が社会的に等質なものによ
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って構成され， またそれが充分に民意を代表しているということ。第二
は，とのととから教育行政が事務的・機械的能率の向上を目的に純技術的
に推進され，教育の改善に役立ち民主化を助長すること。第三には，教育
行政が教授と学習のための教育諸条件を完全に整備確立することができる
こと。以上である。ところがこうした諸条件の整備は，総じて資本主義の
昂隆期においてはじめて可能であって，資本主義が高度に進み，諸階級の
相魁，対立が激化したこんにちにおいてそれを期待することは不可能に近
い。これを無条件の前提とするところに再編成の民主主義による被制約
性，歴史的変化を捨象し現象的分析にとどまるプラグマチズムによる被制
約性をみでもあながち不当ではあるまい。以下暫らく社会的現実の歴史的
変化に目を転じて民意を代表するとされる教育委員会の構成を検討し，再
編成が無条件の前提とした民主主義の理組と現実とのギャタプについて触
fもることにしよう。
急速な資本主義の勃興が教育制度に与えた影響はいまさら云々する必要
もないが，公教育制度の確立と二元的教育制度の廃止とはその最たるもの
に数えることができる。とくに家族・教会が担当してきた諸機能の学校吸
収，社会生活の拡大に伴う教育需要の僧大，選良主義教育を主張するひェ
ファーソニヤンの教育哲学に対する一般人教育とそのレベル向上を強調す
る口ャクソニヤン教育哲学の勝利等による学校の機能拡大は先の改革を一
層意義づけるものであった。しかし，資本主義に必然的な階級対立は社会
の有機的機関としての学校にも投影されざるを得なかった。本世紀初頭の
35年間企業階級はさしたる撮抗を受けることなくともかく地域社会の諸政
策を支配するζとが可能であった。ととろが， 1930年を回る経済恐慌，団
体協約を法定した1935年のワーグナー法を転機に労働組合が一個の政治的
・社会的勢力として拾頭し，教育における差別的待遇に事毎に反対して資
本家階級と教育の場においても対立するに至った。社会的制度体である学
校は同時に潜在的に最有力な宣伝機関の一つでもあることから学校を回っ
て両者を中心とする争いが激化することは当然で，いつの時期をとっても
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カリキュラムは学校内外における勢力争いの落し子だといわれている。い
まここで，両階級の教育についての価値志向〔valueorientation）をフオ
ームとミラ｛によって要約すると，企業家階級は，その価値志向として，
(1）低課税率による効率的な教育行政， (2〕アメリカ自由企業制度を積極
的に裏付けし，地域社会・国家に対する企業の貢献を教える教師，（3）自
己の子弟を企業・プロフエッショナル・ホワイトカラーの職業に備えさせ
る最高級のアカデEック教育の提供，〔4）将来の工場・事務労働者に適応
した職業教育の保証，（5）遵法的で礼義ある勤勉な青少年の族等を要求
する。 とくに最近では従業員に対する HOBSO教育一一 HowO山
Business System Operates －ーの必要性が叫ばれ，教育に対する企業家
階級の強い関心の程と価値志向現実化への努力をそこに認めることができ
る。一方労働者階級は経済的に私立学校やカレッヂ進学が困難であるこ
とから公立学校へ殊のほか強い関心を寄せ，次の要求を掲げる。すなわち
(1〕教育の必要に応じた学校予算，教育才入増加の主財源として累進所得
税と企業資産税との採用，および連邦教育補助金制度の支持，（2〕大学に
進学しない労働者子弟に対する高級の職業教育，（3〕労働の尊厳と労働組
合の業績と成果の教授，くの団体協約権がある教師，職員の組合結成，（5〕
労働者子弟に対する職業階梯上昇の充分な機会提供，（6）学校による青少
年統制と非行防止，以上の6網目である。
ところでこうした相互に相反する教育への要望が，教育にどう投影され
るかは地方教育行政に大きな決定権をもっ教育委員会に果してどちらが橋
頭壁を築きうるかまた地域社会の政策決定にどの程度参加しているかによ
って左右されるとみてよい。この意味においてまづ教育委員会の構成が閲
(G) 
題とならざるをえない。いまとの問題を各調査報告について検討すると，
1927年全国を対象にしたカウンツは教育委員の75%を企業家，専門的職業
家，支配人等で占めるのに対して，人口の大半を占め将来を代表し，明日の
文明を形成する労働者階級はわずか3%にすぎないととを実証し，民意を
代表する筈の教育委員会は支配階級の代表者によって占められ，そのこと
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から委員会の性格は保守的で，変化を認めない現状肯定主義IC色付けられ
ていると結論している。その後1937年，教育機関誌である「学校と社会」
による104市の967教育委員調査， 1937年， Jレーデマンによるサウスダコ
タ州における3日D名の教育委員調査，カリフ才Jレニヤ州の209高校学区の
205教育委員を調べたス不Jレの報告は，いずれも労働者階級出身の委員はわ
ずか 4%, 3%, 6%を占めるにすぎないのに対比して教育委員の大半
(70%, 70%, 73%〕は企業家，銀行人，専門的職業従事者等から構成さ
れている事実を指摘している。最近（1956年〕イリノイ州を調査したコー
グランもすくなくとも委員会桔成の面についてその 66%が企業家，経営
者，専門的職業家から成り労働者出身はわずか6%にすぎないことを報告
しており，こんにちにおいても1930年代の教育委員会構成のそれと大差な
(7) 
いことが知られる。ステフェンソンが「教育委員は階層構造の中層から徴
収され，学校は下層の文化よりもむしろ上・中層のそれを反映している」
といい，ブラウンは更に一層明快に「教育制度は時と処を関わず，支配階
(9) 
級の価値を反映している」と断定するのもこうした実態を背震にしてであ
った。もちろん，教育委員のすべてが保守的で委員会を階級支配の場とす
ると直ちに断定することは不可能で61の調査報告を検討し，委員会構成に
関してカウンツと同様の結論に達したチャーターズもそれを裏付ける資料
(10) 
自体が不正確でかつ乏しいことを指摘し，キャムプベJレ，アーネット，コ
ーグランはカウンツと逆の事実，つまりプロフエ yショナルズはは比較的
進歩的であり，委員の投票も必ずしも階層的利害の線に沿うものでないと
(11) 
とを実証している。たしかにチャーターズがいう通り，人間行動を単一の
要素によって説明し尽くすことは困難であり，後述する教育長，教師集団
の影響を無視することも出来ない。しかし，教育委員の行動が階層構造に
強く規制され，その政策決定が権力構造に大きく影響されることは否定で
きない事実であり，最近の地域社会調査の実証する処でもある。例えば，
ホーリングスヘッドの調査した1941年度におけるエルムタウンの教育委員
会は，製粉工場の支配人，工場所有者で第一ナショナル銀行支配人会議の
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議長，医者，農場所有者でファーム・ピユーローのスポークスマンである
農場資金貸与協会の秘書，小売店主，指導的な支配人 その妻はカウン
ティにおける指折りの大地主の一人であるーーから構成されており，ホー
リングスヘッドの表現に従えば「いずれも資産家と企業家の多様な利益を
(12) 
代表するにすぎない」。しかも彼等の特権擁護は強く， 教育委員空席の場
合，委員長は秘かに委員会，ロータリークラブの友人と相談して候補者を
定め，当人の承諾を得た後立候者名簿に登録の手続きをとるが，その問委
員空席・選挙の施行について，立候補届出締切期日がきれる迄告示を差控
え，パーグル紙が立候補締切期限が過ぎ，かくかくの人物が立候補し， X
民が再度委員長に推されたというニュースを流すのが通例である。そして
このパーグJレ紙が投票場所・立候補者民名について法律上必要な公示をし
た後はじめて選挙に関する補足的な公示が行われ選挙日に少数の投票人が
このつまみ上げられた候補者に投票する。従って一般の関心も稀薄で， 19
40年の投票数はわずか132票にすぎず，しかもそれが41年114票， 42年84
栗と漸次減少している。 「こうした綿密な候補者選定統制方式によって20
年以上の長年月に互って市民の5分の4から8分の4を占める階層に対し
て，少数の資産家・企業家は自分遥の政治的，経済的，社会的，教育的利
(13) 
益を代表する保守的人物を選んで来た」。ウオーナーの言葉をかりて多少数
街すると「この綿密な教育委員選挙方式によって，自分遂の階層，とくに
その経済的利益， 権力， プレスティージの保持に責任をもっビジネスマ
ン，プロフエッショナルズを委員に選んで来た。彼等がとった政策は自己
の階層の利害を反映するもので，下の中層に入る小企業家やプロフエッシ
ョナルスのそれはそれ程政策に投影されなかった。教育委員としての役職
と児童数の5分の4近くをしめる階尽の子弟教育との問の関係は，委員は
(!<) 
もちろん彼等が代表する階層の人々によって考えてもみられなかった」
のである。とのような教育委員会の政策が保守的傾向を示すのは当然であ
って，できるだけ経済的に学校を運営し地域社会を支配する保守的な政治
経済的，宗教道徳的教義を学校はもちろん私的生活においても教師が遵守
アメリカにおける地方教育行政制度の再編成問題（2) 111 
するよう監督することを主な目的としたといわれる。過去・現在の教育委
員は，もL大した費用もかからないですむなら中西部のアメリカ小都市に
おいて伝統的によしとされるすべてを行政・教授面に投影しなければなら
ないと信じ切っているのである。同様の帰結は，カJレフォルニヤ州の一地
：域社会を調べたゴーJレドハンマーのそれにもみられる。すなわち「教育委員
には任期満了の委員が再選されるのが通例であって，その意味において委
負会は自己永続的な集団である。との理由は一般人の委員会の政策に対す
る無関心，候補者が支配的な権力階級に受入れられていること，およびこ
の権力階級がそれに対する挑発を自己の権威に服させるだけの実力を具
えていることによる。従って委員各自が自分達は地域社会のどの集団と
も紐付関係がなく，地域社会全体を代表するものであると信じ公言しては
いるものの，彼等の当選は推薦団体による集団行動の賜であり，彼等を推
すととによって特定目的の実現を期待する，フォ｛マJレあるいはインフォ
マルな集団によってつまみ上げられたものである。従って彼等は地域社会
のー断層を代表するにすぎず，地域社会全体を念頭におくといってもそれ
は不可能といわざるを得ない。けだし地域社会が多様な時には相反する利
益を目的とする諸集団から構成されているからである」。説明は省略するが
ブォユケット，コーパリーも同様の事実を報告している。少数事例で以て
一般佑することは避けなければならないが， 「幸いにも，アメリカにおい
て職業集団は自己永続的でない。今日の企業・専門的職業階級は昨日労働
者であった両親の子弟である。人生で成功した人の子供も父親とは異った
職業につくこともできる。従って職業集団が他集団の社会理組を常に支配
し続けるというのは単なる想像にすぎない」というエンゲルハートの言葉
は余りに楽天的で「社会階梯が空転する踏車と化した」といわれる現在に妥
当するものでない。むしろ「特権的な経済集団出身の教育委員は教育需要
に関する進んだ考え方を委員会に閲障することもありうるが，地域社会の
各構成分子の経験と教育需要を代表できないこともありうる。この企業
家・専門職業家統制がリーズの次の批判，すなわち“今日の政治・社会
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－経済生活において霊要な労働組合，消費者協同組合が公立学校で殆ど教
えられていない。協同組合運動について教授する州は僅かー州にすぎず，
労働組合について体系的な教授を行っている州はまだきかない”という批
(13) 
判と決して無関係であるまい」とするミラーとフォームの主張が事態の正
鵠を射たものであるとしてももはや不当であるまい。
ところで，上記した構成をとる委員会自体も亦地域社会の構力構造一一
地域社会問題・計闘をめぐる人々およひ諸組織問の勢力関係のネットワー
ヲを意味するーーに強く規制されていることは注目されねばならない。多
少の敷f汗を試みると教育行政制度は地方自治体・教会等を含む地域社会の
制度的複合体の一部であって，制度体間の権力配置によって規制されてい
る。地域によっていずれの制度体が支配的であるかは異るものの，アメリ
カ社会一般の権力構造を反映して，総じて経済制度がドミナントであると
いわれる。もちろん，教育行政問題が日常の事務処理等の制度体内部にお
ける問題に限られる場合，主として委員会のみの責任において政策が決定
され遂行されるが，もしその政策が地域社会全体と関係しそれに影響を及
ぼすとき，これと利害関係がある各種組織，特殊利益擁護集団，インフォ
マーJレグループの干渉が加わり，政策形成と計画作成に関する新たな権力
回置を要求する。それと同時にトップレベルの有力者一一これ迄地域社会
のため尽力し，地域社会の組織化と政策形成，あるいは所属団体の指導等
に卓越した能力を発揮して来たーーが地域社会の意志決定者ーとして参加す
る。その際教育行政制度は公的機関であり，教育長，教師が公的な被傭人
であることから，権力配置の政治過程に公然と参加することができず，い
わゆる舞台裏での活動が許されるにすぎないロしかも教育行政政策は地域
社会全体と大いに関係する分野であるだけに，それだけ権力構造に規制さ
れるととろが大きく，従って，トップレベル有力者の所属階層，支配的な
組織団体，特殊利益擁護集団の性格によって行政政策も大きく左右されざ
るを得ない。
との点に関して，ハンター，ミラー，フォーム等の社会学者による権力
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構造の研究は示唆するところが極めて多い。第1表に明らかなilifJ＇大都市
第1表所属制度体J)UTI,KI 
制度体所属 ｜ パi/（フ44ィ名ッ）ク市 ｜｜イシグ（3リ2名ッ）ュ市lナヲ（40ず名）Y 市
ビジネス 33% ( 8) 34% (3) 58%〔9〕
労 働 14 19 (2〕 5 
教 育 10 ( 1) 9 (2〕 5 
政 府 17 ( 1) 9 〔1〕 5 ( 1) 
独立的専門職業 12 ( 1〕 13 〔1〕 15 (2) 
岩石く 教 7 (1) 9 ( 1〕
社 ム"" 7 12 
社文会佑福3祉-Y- 7 (2) 
100 (12〕 100 (2) 100 (12) 
（註）戸数はTI ，（）はEI数を示す。 (Form, W. H. 回 d Miller, 
D. C , Industry, Labor and Co回目unity1960 pp. 592-593〕
における政策決定者（decisionmaker）であるトップインフルーエンシャ
ルズ（TI）および彼等の中核リーダーであるキィーインフルーエンシャ
Jレズ〔KI）はいづれも企業家が多く，殊にサウザン市・パシフィック市で
はKIの 75%,67%を企業家が占めている。これに対して英国のイング
リッシ市のばあい企業の地位が法律・医学・大学のそれより低いという
価値体系，および公共団体である市会の地位が高く，地域問題処理の主導
権をとり，組織集団の政治的干渉を悪趣味とする社会事情を反映して，労
働党のリーダーを筆頭として学長・ビショップ等の制度体代表が中心にな
ってKIを構成し，企業家は僅か25%にすぎない。ところが，アメリカ大
都市では企業家の社会的地位が高く，しかも他方では市会の権威が低く，
組織集団が地域社会問題処理の主導権を把握していることが企業家による
地域社会の権力支配をドミナントなものとしているのである。中都市の場
合，大都市程ではないが，やはり企業家を中心とするKI構成一一12名中5
名が企業家であるーーをとり，自治体役員が多いKI構成一一ピUヰス5
(19) 
名を1名上廻る一ーをとるメキシコの一都市と顕著な対照をなしている。
もちろん，少数の事例で早急に一般化することは困難であり，これに対
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する反証もあれそれ自体に方法論上の問題もあるが，それはともかくとし
てこうした企業家を中心とするTI • K I構成がそのまま地域社会におけ
る権力構造のプロフィールであるとすることはできない。こうした意志決
定者の団結の程度，あるいはトップグループ構成要素の組合せの在り方，ま
た彼等がどの程度地域社会の権力配置を支配しているかによって権力階統
も異らざるを得ないからである。少数のKIの団結が強く，排他的エリート
タイプと仔ぶべきリンド夫妻調査によるミドルタウンはその最右翼に属す
る。ことではX家の兄弟5人が少数のエリートタイプを構成し，ピ口ヰスク
ラスが必要とする政治屋とくに市長一一それとても彼等の要求に従順であ
り，市長のピヲネスに対する関係は鼠の猫に対するそれだといわれるーー
を例外にして町の支配を窓にしている。「私は失業するとX工場に行く。金
が必要になるとX銀行に行く。嫌われればそれでお仕舞いだ。私の子供はX
カレァヂに行く。私はX区画地の地所・住宅を求める。私の妻はダウンタ
ウンへでかけXデパートで衣類を買う。私の犬が行方不明になるとX獣欄l
に入れられる。私はXミルクを買い， Xピ－Jレを飲む。 X政党に投票L
X施療院から補助を受ける。私の息子はXの Y.M.C.A., 娘はXのY.
w.c. A に行き，私はX寄附の教会で神の声に接する固もし私がメーソン
であったらXのメーソン寺院へ行く。そして金持ちになったらX空港から
(20) 
旅行に出かける」。 恐らく多少の誇張はあろうが，リンド夫妻はミドルタ
ウンのピ口ネスクラスが市を動かし，この企業家支配の中核であるX家を
説明する努頭にこの一市民の言葉を掲げている。とのように各制度体をあ
まねく支配するX家は教育をもその勢力下におき， X家の一人が教育委員
会長，その弁護士が学校の弁護士である。ローカルカレッヂは州の制度体
であるにも拘らず， X家が重要政策はもちろん些細な事に誼統制を加え，
教師や学生の口から，それも前者は気を配りながらそして後者は公然とで
あるが大学の急進主義に対するX氏の圧力について聞く ζとができる。パ
ートランドラッセルの「結婚と道徳J，ドパッソー の「1919年」が大学の書棚
からはずされたのもX家のもののさしがねによるといわれる。また学生会
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による講演者の招璃リストもX家による検憶を受け，進歩的な学生は就職
の推薦状はなかなか貰えないと公々然といわれてもいる。つまりカレッヂ
は，州の度度体であるにも拘らずX家によって余りに注意深く監視され，
その勢力と影響に余りに大きく依在していることからどうしてもX家の強
調する知的・政治的な好みに沿わざるを得ないのである。そして，その原
因としてX家が100万ドルをカレッヂに寄付した己ととその弟が大学の理
事長であることとをリンド夫妻はあげている。
First-
Rate 
Second-
Rate 
Third-
Rate 
Fourth-
Rate 
Industrial, commercial 
日nancial、。vners and top 
Operational officials, bank vice-
presidents司 publicrelations men, 
small busine'S men, tnp rankmg 
public o自cials,c町 poraton attar-
neys, contractors 
Civic 町宮amzat1ons pe目onnel, civic 
agency lioard pe同nnnell, new叩aper
calm川mst<, radio commentatof', petty 
pubhr o田口als, selected or箆anizatton
executives, and small busir SS’propnctors. 
Proffessionals such as mintstef'，阻achers、
S凹 ialworkers, personnel d1rertors, and such 
persons as small busm" managers, high一戸id
acccuntants, and the like. 
(Hunt町， F.Commumty Power Structuce 1953. p 109' 
第1図政策決定者をトップグループとする階層的階統鴻造
乙のミドルタウンは排他的な少数のビジネスエリートによる権力支配の
典例であるが， 先に，サウザンシィティとして挙げた人ロ33万を数える
アメリカ南東部における経済・交通・学術の中心地であるリィ予言ナルシ
ィティの場合，いわゆる貴族ともいうビ口ネス特権階級が世襲化した南部
特有の歴史的伝統を反映して，ピヲヰユクラスが市の支配をかなり怒まま
(21) 
にしている点Eドルタウンと同様である。しかしトップリーダー40名中17
名が他階層の出身であり，その中核的キィーリーダー20名一一うち13名
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が金融，商事会社，製造業出身であるーーの結合が比較的弱く，地域で
いう「クラウド的」つまり流動的な派間であるが，独裁的でも寡頭的でも
ないことからミラーのいう成層的ピラ＇ 7 ド型権力構造に入る〔第l図参
照〉。リーダーはある程度派閥的であるが，経済的利害を共通にするとと
から派閥争いがなく，むしろキィーリーダーの場合，政策決定の場やイン
フォーマJレな会合で顔馴染であることからかなり強い接触を保ち，政策決
定委員会を適してその利益擁護をはかっているロ詳しくいうと，地域社会
全般に関連する問題に関して政策形成委員会が構成され，その下準備が終
り，愈々最終決定の段階に入ると幾人かのキィーリーダーが参加して決定
権を行使し政策を決定する。そしてこの決定を具体化する段取りになると
委員会を拡大して，この問題に関係する各制度体の代表一一ハンターの
いう第三・第四レベルの代表←ーをトップリーダ｛が委員長である各運
営委員会に組入れて政策を執行する。此の間リーダーとくにキィーリーダ
ーは表面に顔を出さず，舞台裏で画策して自己の利益を政策に盛りこみ，
それを以てコミュニィティーの決定とするのである。従って各市Ul主体，
各種団体のリーダーは殆ど政策決定に関する発言権がなく政策遂行の責任
が与えらるるに止まる。ただ，ピミPネスクラスの利益に忠実な各制度体代
表に地域社会にとってそれ程重要でない当該制度体内の政策決定権が委
ねられるにすぎない。ことに市の公的機関に働くプロフェッショナルズは
地域社会全体の利益に奉仕しなくてはならないという職業倫理や事実に
奉仕すべきだという使命感よりも権力階級の決定に口を挟んで自分の地
位を危くする危険に身を曝す必要はない。むしろそれが得策だという事実
に身を屈している。ピヲネスクラスの権力機構を通した決定への服従が慣
習化され日常化されているリーヲョナJレ市で，プロフェショナルな観点か
らの提案も権力階級に利益しない限り実行される筈がなく，それを押し切
ってやろうとしたところでせいぜい利敵行為とみなされ，支配者層の警告
・威嚇・時には力の行使によって押えつけられ，所詮は市民の支持を失っ
て失職するのが落ちといわれる。 「リーダーは決定し，プロフェッショナ
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Jレは執行する」， 「分割して支配する」の原則がここでは鉄別である。教育
行政についても教育委員会は政策決定の場から排除され，無力化されてい
るだけでなく，委員長も権力構造の底辺部に位置するにすぎない。まして
やこうした非力な委員会lC傭われたプロフェショナルである教師も政治的
に全く無力であってその提案するところが価値あるものであったにしても
もし現在の権力のパランスに反するものであれば権力者の手元に届く前に
もみつぶされてしまうといわれる。要するに，リーヲョナJレ市では「権刀
階層のトップグループは主として他と隠絶された企業家出身の政策決定者
から構成され，問題に応じて機能的な分化を示すが，地域社会内外のコミ
ュエィティ問題は実質的にこのグループの人達が決定している。もちろん
この権力構造の欠陥についてとやかくいうものはあるが深くとがめるもの
もなく，結局，共通の関心・相互義務・財力・慣習・時には強制と力づく
(22) 
めによってこの構造は維持されている」のである。
本杜の首脳によって，支社のある地域社会が牛耳られている人口20万を
〈ヨ3)
数える南部のピィグタウンも或る程度この範陪に入る。急速に膨張した都
市であるため，各穏利益擁護集団の利害調整が難しく，いわゆる「権力の真
空状態」一ーその意味では純然たる成周的ピラミッド型をとらないーーの
なかで，会社側は「誰もが住みよい場所」というキャッチフレーズで会社
の政策と方針を充分のみとんだ支社の最高幹部を地域社会計画とその監督
に当る重要委員会に送りこんでいる。しかしその実，地域社会参加の目的と
する処は，低い課税率，好ましい労使関係，企業拡充に伴う必要施設とサー
ビスの確保にある。また最近流行のパブリックリレイションズ，すなわち
会社の太っ腹と寛容性を一般民衆のイメ－：：＞に彦透せしめてそれを労使問
題のキャムベインに利用し，寄付行為，市民生活のため最高幹部が負う重い
負担やリースマンのいう「派手な会社の消費」によって会社の利他主義を
地方のマスコミに乗せようとする魂胆であるといわれる。ベレグリンとコ
ーテスの言葉で要約すると「この参与は……会社の利益促進，企業向きの
(l4) 
保守的イデオロギー保持を目的とする市民生活統制にある」。 そしてこう
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した目的のため各会社の最高幹部は，別に集団的結合をとってはいないも
ののインフォーマルな接触を通して相互の利益を擁護し，委員会において
も，常に本社の指令を受け，突発的に裁決が求められた場合，休会を求め
て本杜の指令を仰ぎ，それが遅れるときには更に再び散会を求めるといっ
たふうに委員会を牛耳り，その目的の実現につとめている。しかも最高幹部
は保守的イデオロギーの促進にも大いに尽力しており進歩的な意見の持主
は当初から委員に入れられないだけでなく，彼等の意見に反対するものは
馬鹿でものごとに通じない革命的思想の持主だとされ，反対者は単に自分
の社会的価値観についてだけでなく，知性や愛国心記も弁護せざるを得な
い窮地に追込まれる。従って福祉国家的な計図にファンドが振当てられで
もしようものなら，その提案は大いに問題があり，提案者は変り者だやれ
革命家だときめつけられ，やがて委員会から聞出されてしまうといわれる。
リィ ：＞ョナJレ市にしろ，ピィッグタウンにしろいずれも南部の都市であ
って南部特有のパターナリズムを反映していることを考慮に入れる必要は
ある。またダールをリーダーとするエール学派によるハンターの権力概念，
リーダーを決定するレピュテイション法の陵昧性，ビジネス支配の一方的
強調とザブリーダーの役割軽視，事実の解釈を色付けるイデオロギー性
等の批判にはそれ自体にまつわるイデオロギー性は避け難いが，傾聴すベ
(25) 
き面が多い。しかし中西部の人口6万のセントラル市，同じ中西部にある
(26) 
人口50万の一都市や，はl悶部のパレー市に関する調査もトップレベルの企
業家を中心とした経済的有力者の権力支配を帰結し，これが決して例外現
象でないことを裏書している。もちろんとの権力構造をアメリカ一般に適
用することは不可能であり，ことに最近では，（1）諸企業関の利害の異質
化と対立，（2〕新たな権力階級とくに自治体役員と労働者階級の出現，
〔3〕地域社会内における各制度体の規模拡大に伴う自律性の主張により企
業家をトップレベルとする成層的権威構造が揺ぎつつある。例えば，人口
12万を数えるミシガン州の首都でありオート（auto〕シィティであるラン
シング市，メトロポリスである人口46万5千のパシィフィック市がそうで
??????????? ﹈????????????????
???
ビジネス，専門
職業家，その他
団体協約権
市自治体体公選役員
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宗教
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パネノレによる〕も＇＂＂＇主ギ L W骨J
組合イ Y7/Vー エYVャルズ（組合員パ
ネノ叶こよる〕
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(Foロn,W H.田 dMill民 D C.; Industry, Labor，田dConnnunity, 1960, 
p. 668〕
(21) 
ある。ランシングでは1937年迄の労働組合は全く無力であった。ところが
1937年の労働協約権獲得を契機に勢力を拾頭し， 1947年合衆国オート労働
組合の政策転換と歩調を揃えて，組合リーダーがワイシャツ，やさしい言
葉に代表される上・中層向きの作業法（modusoperandi）によって地域
社会への勢力穆透を計った。この結果，資金の40%を調達する共同幕金制
度では理事会の6分のし組合加盟委員会の3分のlの席を占め，さらに
共同幕金運動労使部門の議長， 2職員を組合から送り，ともかく福祉機関
に資産家・主を首者代表を上廻る数一一総数の5分の2ー ーを占めるに至っ
た。 1927年1名の代表も送ることができず， 1933年はじめて代表が委員に
なったのと対比して長足の進歩ということができる。政党活動においても
民主党の市長と国会議員を当選させることができた。しかし，市公選職に
ついては組合を含む労働者階級から26%，行政委員会に18%の代表を送っ
たにすぎず，地域問題に関する組合の見解は10中の9迄マスコミ機関から
反対され，その他に関しても第2図に知られる通りその勢力は伸び悩みの
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状態にある。地域社会の意志決定者であるTI,K Iの場合も40名中に2名
の組合リーダーが入るのみで，彼等が予想した7名をかなり下廻ってい
る。これに対して組合に好意的ないし中立的な3名の牧師と1名の保険代
理人以外のTIはすべて企業家，共和党員で，労働組合の勢力が伸長した
といっても依然ビジネス支配が顕著である。乙とで当面の課題である教育
行政についてみると，福祉部門への組合進出と並んで比較的組合の勢力が
伸びており，第二次大戦後急速に発展した成人教育分野では教養・実技課目
の外IC労組が要求したコースの殆どが開講され，主として組合員向きの講
座担当の講師にも手当が出され，毎年教育行政官と組合リーダーは会食を
共にして相互に関係する問題を討議する程である。 1937年教育行政官が労
組のユトライクK反対したのと比べると驚く程の発展ということができ
る。これに次ぐのが合同実技計画委員会一一職業教育，商業界就職予定者
に対する特別教育を監督するーーでとれに労資双方から同数の代表を出し
ている。しかし，委員の取捨選択は経営者側の自由であり，その成績報告
の責任者もフォーマンに限られていて労組の力はそれ程強くはない。教育
委員会も略これと同様で， 1935年以降2人の組合代表が当選したにすぎ
ず，技術・事務労働出身者を合せても全体の僅か14%に止まり， 10分の6
を資産家，支配人，公吏で占めている。 1950年労組は組合代表を立てるこ
とを断念して労働者に好意的な候補者を支持する立場をとり， 3名の支持
者を当選させることができた。この方針は最近選挙戦が激甚となったこと
や，資産家は10人中日人迄が当選するのに対してプロフェショナルスは10
人に対して6人の割でしか当選できないことから労組の支持を得る必要が
あり，そのことが労組に幸いして専門職業家・公安，自営企業主である教
育委員の向調をうることができるようになった。だが，委員の3分の2以
上は最高級の所得者であり，労働者居住地域周辺に住むものは委員の5分
の1を下廻り，わずかに委員の5分の1程度が労働者階級の教育需要に敏
感であるにすぎない。それに労働者に同調的な専門職業家，公吏にして
も，予算が逼迫するとステイタスグループの側につくといわれる。要する
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に労働者の勢力が比較的伸長した教育行政分野でも，その穆透力は3割5
分程度にすぎない訳である。
パシフィック市の場合，乙のランシングよりもピジオ、スクラスの権力支
持は相当崩壊している。第1表にも明らかな通り， TI, K Iを占めるビ
ヨネス層の比率は 67%,33%で南部のサウザン市より低く， 乙とにTI 
については市長・学長・ピショップ等の制度体代表が参加して，もはやピ
ヲネスマンが地域の権力配置を勝手に動かすことが難しくなり，各制度体
の自律性が昂ったことを物語っている。このととが具体化したのが「鋤く
ととの権利」に関する法案上程を回る労使を中心とするキャムベィンで
あった。労組によるストライクの危機に当直した資本家側はそれに対応し
て先の法案提出権を獲得しようとしてパシフイック市では1954年業務研究
協会，小企業体所有者・マネーロャー・専門職業家を傘下に吸合した「働
くことの権利」委員会を組織したが，経営者内部には現状維持を望む声も
あって団結がとれず，裏面では先の団体に財政的援助をし乍らも直接反対
を公然と表面するものもなく戦線統ーが不可能であった。ととろが，労組
はカソリック教会一一信徒に労働者が多い一一民主党と協力してこれに当
るととが出来た。その上TI全体をピUネマンが統ーできず，自らも反対
を表明できなかったのに対比してTIに入る法律家・政党人・牧師等が反
対運動を積極的に展開したことも有利に作用して，投票の結果は反対派67
%，支持派33%と判明して経営者側は敗北を喫したのである。このように
パシィフィック市ではもはやピUネスマンのー万的な権力支配は不可能と
なり，先に挙げたイングリッシ市にみられる円鐙型・鐘形型（coneor ring 
type〕の権力構造に類似しつつあるのである（第3図〕。 この類型の都市
では，権力の座がピラミッドの頂点になく，地域社会の意志決定の中心点
が散在しており，しかもそれぞれの中心点を頂点、とする独自の構成がみら
れ，各制度体の自律性が目立ち，それぞれがかなり独自の意志決定者とし
て作用している。またリーターは状況に応じて色々の役割を担い，ある時
は意志決定者として積極的に働き，ある時は消極的・中立的立場に立ち，
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第3図円錘・鐙形型構造
(F町血，W H. and Miller, D. C., Industry, Labor, And 
Community, 1960, p 541) 
時には意志決定の場から完全に身をひいたりする。つまり地域問題に応じ
て種々のリーダーが参加する点に特徴がある。
例えばオハイオ州にある人口5万の鋼鉄製造都市であるローレイン市は
その例で工場・銀行・公益施設のマネーロャー，地元大企業の所有者，上
競の専門職業家をトップに小売店主，ホワイトカラー，下級のプロフェッ
ショナルから成る中流，労働者を中心とする下層という階層構造をとって
いるが， 1937年以降における労働組合の拾頭によって上流階級の権力支配
(28) 
が覆されるに至っている。 CI Oはカソリックでありヨーロッノ効〉らの移
住者であり，かっ民主党でもある下層階級に労働者として訴えることによ
って，これ迄浮動票的存在として階級的一体化を妨げて来たナショナリテ
ィーグループの統一に成功して結束を固め，民主党を支持して選挙に勝利
を収め，それとJ併せて教育行政と共同募金制度の支記絡を奪取した。ことに
自治体行政と教育行政とはもはや経営者側の手のとどかないご焦点となり
1937年以降，経営者階殺は政治的支百E権を労働者階級に設るととになった
といわれる。こうして権力とリーダーシップが分散され，労組の代表が募金
制度や特別市民評議会の代表に選ばれ，そのうちの幾人かはトップインフ
Jレーエンシャルズに選ばれるに至ったL，下層の人々の社会的地位を昂め
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る機会が倍増することにもなった。これと並行して地域社会の階層構造も
平板化され，労働者グループも合法的な意志決定集団として容認されるに
至ったのである。しかし乍ら，その反面経営者側は財務統制権を握っている
ことから重要な地域問題に関する最終決定権を握っておれそれが，究極の
ところ“ビスネスに志向した文化のなかで彼等が占める地位のプレスティ
ヲに基づいている”といわれ，そのため組合も地域問題について自己の一
方的見解を強要できない立場にある。例えば，労組の押す教育委員はその利
害代表というよりもむしろ教育的観点から支持されたものだといわれる。
また人口2万を数える中西部の工業都市シボラもこの部類に入り双分的
(2") 
(bifurcate〕権力構造をとるといわれる。 1820年から 1900年にかけて12
名から21名の経済的ドミナシトが公職の5分の4以上を占め，かっ市長等
の首長職の5自jないし4;!IJがこの層からでており，シボラを支記する経済
的有力者はすべて地元人で市の経済施設一切を所有し，相互の問に強い紐
帯があったという経済的生活の特質を如実に反映していた。ところが1900
年ことに30年以降地元にない大製造工場の下請けである地元資本所有の工
場，大企業のブランチ工場が多数三ノボラに設費されたことや経済的有力者
間の結付きが切れたことから経済的有力者の数が増えた反面，この厨から
の地域社会における公職就任者数が減少してその比率は30%以下となり，
この届からの市長等の要職就任者も2割以下，商工会加入者平均数も大幅
に減り，地域社会への参与を自らにとってもまた会社にとっても危険な投
資だと感じるに至っている。乙の結果，現在のシボラにおける有力者は3
名の工場幹部，商人・教育者・商工会役員のプロフェッショナル・企業家が
それぞれ2名と卸売商・セールスマン・不動産保険医・弁護士・牧師・前
小工場所有者，銀行員から構成され，こうした有力者の過去の経歴は，そ
の89%が各種団体のヘッドであり， 61%がシボラで最も有力な5団体の会
長，そして89%が自治体役員一一例えば3名が市長， 6名が議員， 3名が
教育委員， 9名が各種委員会委員である ということになる。従って，
「多数のリーダーがピ口ヰスマンだといえるが，それにしても彼等をトッ
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プレベルのピUヰスマン，経済的有力者とみることはできない。それと同
時にその殆どがかつて公職保持者であったとはいえるが，現在彼等が市民
(3U) 
・政治生活上の公的リーダーであるともいえない」。つまり双分的な権力
構造をとるに至っているのである。
ロッシイが調査したオハイオ州のザーンズピJレも大企業の最高幹部が地
元社会の政治に巻き込まれる乙とを避けておりシボラ同様この円鐙型に
(31) 
入る。エガーの調べたオレコaン州にあるスモールタウンも学校，福祉，地方
政治について相談にのるリーダー 38名の職業構成が上層の専門職業家・
ピUネスや農場経営者・資産家・公職役員であり，その82%がそれぞれの
一分野に関する相談役であって3分野全体に及ぶ相談役はわずか 6%に
すぎないことや相談役のうち最もアクティブなもの20名の約半数が公務
(32) 
員であるととからしてこの円錘型に入るかとみられる。もちろんこうした
円鍾型に対してリーダーの数が限られず，問題のタイプと重要性に応じて
トップリーダーが変り，彼等自体も亦独自の恒久的な権威をもたないアソ
シィエイションの代表にすぎない「純テ’εクラティァヲ」な例が新設計画部
〈国〉
市であるメリーランド州のグリーンベルト市郊外にみられる。経済的，政
治的エリートが都市再発展，政治的リーダ一指名，公教育問題解決に多数
参加するものの，意志決定決定参加の在り方は多種多様であれかっ領域
全体に関係するものもかなり少ないことから， (1）リーダー確認の方法，
(2）権力構造を反覆的な相互作用のパターンとしてピラミッド的に担える
立場，（3）経済的エリートとポリティカエリートの緊密な相即関係を主張
する権力構造論を批判するポルズピィのニューへブンもこの範穏に入れて
(34) 
よいであろう。また一定の権力構造や地域社会全体に責任を負うリーダー
がなく，そのため地域問題を回る各リーダーの自己目的追求のゲームのな
かから自ずと協力体制が生れ政策が決定されるボストンメトロポリタン
(35 
地域ら例もあってかなり権力構造は多彩であ宮：
ところで，こうした円錘型構造ないしはそれに類する地域社会における
教育行政問題であるが， TIやKIに教育関係者が少いこともあって教育
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行政部門がそれ程独立した地位を確保し，独立的立場を確立しているとは
みられない。さきにローレイン市については検討したので省くとして，ニ
(37) 
ューイングランド市についてみると，教育行政問題について行政当事者が
政策形成を仰ぐリーダー42名は現在校舎位置決定について2グループ，パ
ブリツハウス問題を回って3グループに分れ，との3集団はいずれも社会
的格付けが上位3位迄のリーターによって主宰されている。またこの両問
題に関する上位5人のリーダーもいずれも社会的格付け上位5位迄と同一
人物だといわれ，高収入，ミルタウン銀行関係者，ロータリークラブのメ
ンパー，専門的職業家といった特徴をそなえており，教育にかなり強い発
言権をもち，その影響力は無視できないともいわれている。ところが教育
委員はこの2問題の相談役として全く低い評価しか受けず，委員以外のも
のから意見の参考人として選ばれたものは一人もない。ただ地元人で＇ ）レ
タウン銀行評議委員である教育長が教育関係者のなかから選ばれたー名に
すぎない。つまり教育行政はそれ以外の勢力に強く規制されている訳であ
る。テネツシィ州のカウンティ調査でーーその意味で都市のそれと同一視
できないが一一銀行・法律家団体，宗教団体， ピヲヰス・専門職業家団
体， 3共同体地域のリーダーシステム，州政治団体の5つの権力集団はそれ
ぞれ共通の利害関心を通して強い集団結合をもち，相互の悶に対立はある
もののカクンテイコート，あるいは委員とのパーソナノレな関係を過して直
接・間接に教育行政に権力を行使している。しかもこうした権力集団のリ
ーター・フ才ローワーの関係は上意下達の一方的関係で，地域教育問題へ
の民衆参加を阻む一大因子となり民衆と学校との社会的距離を拡大してい
るといわれる。この結果「こうした力と権力による統制の網の自のなかに
置かれた教育計画は問題に応じて権力の配置が異なり特定集団が恒久的に
権力の座にないととから， カクンティ全体の教育教商の基調が確定でき
ないで政策は権力lIB置の如何によって絶えず変転せざるを得ない」のであ
(>e) 
る。
さて，以上，教育委員会の構成がピヲネス階級中心の構成をとり，ついて一
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この教育委員会が地域社会の権力構造に規制され，地域によりかなりの偏
差があるもののピヲネヌクラスの権力に大なれ小なり規制されており，権
力を回る相魁のなかにおかれた教育政策がそうした相砲と妥協の落し子と
もみられるととを検討して来た。この意味においてビ世ネスを中心とする
権力の二重規制下にある地方教育行政が，ミラーの描くビジネスが支配す
る地域社会の次の特徴に多少とも色付けられているとみることができょ
う。すなわち，（1〕教育政策は自由企業制度を是認し，教師のそれへの忠
誠に関心を払わねばならない。（2〕教育費の財源を－I投資産税に求める場
合， 常時圧力を加えて教育費の削減を目論み，州教育費補助政策を求め
る。（3）カリキュラムを絶えず検討し将来の経営者，職業専門家養成に適
応したカリキュラムおよび地方産業に必要なカリキュラム計画， 〈の能
力別学級制の奨励，無用の装飾をさけた教科書中心政策と形式主義的教育
を重視する。 (5) ピ＂＂ネニスクラス外の教育委員はその利害が異なること
からピヲキス代表に比絞して統一性がなく，（のそのため専門家としての
教育者はピヲネス外の利益を代表L第三の権力集団とならざるをえない。
(7〕労働者はその代表をより多く委員会におくり政策形成に大きな発言権
を確保することを要求する。（8）一般とPTAの利益を代表する婦人は非
(39) 
技術的な教科および広汎なカリキュラムにより関心を払わざるを得ない。
改めて断る迄もなし とうした特徴が地方教育行政を一色に塗りつぶ
している訳でなく， ともかくピヲネスクラスを一方の旗頭に，弱体では
あるが労組やプロフェッショナJレワー カー ， セクト等がそれに絡んだ権
(40) 
力配置の渦中におかれているのが実態である。 「大都市では学校計画を
一方にあるいは他方に動かそうとする動きが認められない日は殆どない。
日々の連続がそうである。教育委員会が一寸した声明を出すことはあろ
う。 だがもっと重要な政策は現代社会を構成する組織的で関節的な諸マ
イノリティーの激突による落し子である。社会は教育計画を自分の方向に
なんとか向けようとするセクト，政党，階級に分裂している。こうした相
(41) 
対立する諸エレメントの真只中に学校は投込まれている」 というカヲン
アメリカにおける地方教育行政制度目再編成問題〔2) 127 
ツの言葉はもはや決して誇張した表現ではない。しかもこうした運命の渦
中にある学校が，機会均等の場としての役割，各階級のメJレテングスポッ
トとしての意義を喪失して，社会的陶汰の機関，上層子弟支配の場とイち
したのも必然的なプロセスであって，ホーリングユヘッド，ウオーナー，
(42) 
デーヴィス，マリガン，ハンド等の実証するところである。このことは教
育の民意代表性喪失と相まって，デモクラシーに奉仕L，その城塞でなけ
ればならない教育，ひいてはアメリカ民主主義にとって一つの危機である
とみなければならない。機会均等のモットーは市民の特権，シンボルであ
り，教育は何人であるとを問わず，才能あるものに門戸を閲き，階級的偏
見から人々を解放してデモクラシーに必須な市民精神と技能を養成し，社
(43) 
会的統一を推進することを使命とするからである。ここにおいて教育行政
のデモクラシーを教育委員の民意代表性に求め，教師集団を被傭者として
一方的な従属的立場におく既存の行政構造を無条件の前提とする再編成は
大きな問題に当面せざるを得ない。
ニューロンは，アメリカの教育行政制度における直接的な民衆統制と階
層化を阻む平準器としての教育の役割とがヨーロッパに類例のない特徴で
あることを認めるが，権力階級の教育介入，プレッシャーグループの干渉
がみられる点においてヨーロッパと同巧異曲であるとした後，資本主義に
由来する階級対立，利害相却のなかで民意，世論とは何であるかを問題に
して次のようにいう。 「民意とは政治を動かす神秘的な形のない精神でな
く，耳lこし，限にすることができるものである。民意・世論とは個人の性
格を形成し，世論を作り上げる力そのものである。民意はメンパーを支配
L，あわよくば社会一般をも揺り動かそうとする権力集団の動きを知って
はじめて理解できる。ことでは民の声は祈1の声だというアメリカの伝統に
根付いた民衆の信念はもはや真実とはいい難い。権力集団がプロパヵーンダ
(4') 
によって自己の利益を民意とすりかえたからである」。 とう指摘した後，
権力集団が教育行政を窓にした事例と教育委員会が上層階級から成る事
実をあげ， これらが自己の階級利害が危機に当面したとき果して中立的
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立場を終始維持できるかを疑問視して，教育委員の比例代表性を唱え，フ
ロンティアが終滅した現在かつての素人支配をその健無条件的に保持する
ことは時代誤錯であり，大幅の権限を教職団体に移譲する必要性を強調す
る。「各種の利害が議動L，上周階級の教育行政支配が著しい今日の状況下
に大勢l順応・機会便上主義的な行政は民衆一般の利益，デモクラシーの利益
を犠牲にして利己目的を追求する権力集団の立場を容認することに外なら
ないからである。教育の目的が社会と社会問題に関する正しい理解を青少
年に与えることにあれまたアメリカが近い将来自らの運命を決定しなけ
ればならない瀬戸際にあることを考えるとき，教育政策l士充分の熟慮を重
(45) 
ねた社会教育哲学，社会原理に基づかねばならない」。ところが「従来の行政
理論は無原則・無方向の民衆統制と教育長を頂点に職能団体を底辺として
構成されたプロフェッショナJレリーダーシップの体制を前提とするもので
ある。従ってこうした前提が崩れ去っている現代アメリカ社会において，
かつてそれが公教育成立期に果した役割とは逆に現状肯定に傾き，教育内
部に支配の系列を強めるよう機能している。従って現代アメリカ社会にお
いて教育の民衆統制を正しく押しすすめ教師の自由を護るためには教育行
政における伝統的思惟様式をアメリカ社会の現実と発展の方向に即して再
(46) 
吟味する必要がある」。 けだし「この国における教育行政j思惟の伝統的様
式は，とうした社会的前提の故にその基本的視点は主として教育行政に
おける経営に置かれていたからである。そうしたことから，教育行政の技
術 狭義の運営の仕方ーーを重視する余仇教育行政を支え，これを方
向づけている社会・経済的意味と原理・目標をおろそかにする結果を生ん
だのである。教育行政の運営をいかにするかを強調するの余仇なぜわれ
われが，教育行政を行わなければならないかの問題を軽んじる結果に落入
ったのである。 それはもともと産業企業体の科学的管理方式を教育に応
用したものであれ事務あるいは機械的効率を理論構成の主要概念とする
もので，それ故にその前提にある既寄の社会秩序に疑問を挟むことをしな
('7) 
かったのである」。 民主主義を無条件の前提とL，それと行政能率との
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調和を求める再編成の根拠が失われ，改めて民主主義を基盤とする新た
な再編成が問題とならざるを得ない。それでは社会教育哲学と原理に
基づく教育政策とはなにか。暫らくニューロンについて聞くことにしょ
(48〕
フ。
青少年教育にとって学校は極めて重要なことはいう迄もないが，教育は
全社会生活の函数だといわれる如く，学校外の環境によって青少年が教育
されるととも大きい。例えば住宅問題である。非衛生的で密集したスラム街
や貧弱な家屋が児童にとって保健上，教育上好ましくないことは一般の等
しく認めるととるであって青少年の福祉と教育に関心を寄せるものの放置
できるところでない。従って教師は単に学校に関してだけでなく，社会制度
体・社会慣行等が教育に及ぼす影響についても一般に勧告する義務がある。
しかし住宅問題は本質的にみて経済問題であってその解決は経済制度にま
つわる基本的欠陥の根絶をまってはじめて可能である。このように教育政
策は社会政策と結付いており，それを切り離して考えることは困難である。
教育行政が当面する問題は，広い意味において政治的・社会的なものであ
って，機械的・技術的なもの狭い意味における教育学的なものでない。教
育行政は広い意味において本質的に政治の一分肢である。教育行政がこの
ようなものだとすると，直接教育行政を担当するプロフェアショナルズで
ある教師集団は，市民として教師としての二重の責務に立脚L，社会の
最も有力な機能集団としてアメリカ国民の運命を決定する政策形成に進ん
で参加しなければならない。そして教育は社会政策との関連において充分
行われるとの自覚に基づいて自己の教育政策はもちろんアメリカの伝統，
動力を研究して社会的教育政策を打樹てる必要がある。ところが現実の教
師集団はかつての公教育確立期における教育者がホレイスマン，パーカー
を始めとしていずれも自由主義的社会改良家であったのと比較して保守的
である。教育指導者が社会政策形成に対して教職員が担う役割を現解して
いないこともあって教職員は重大な市民的責任に無関心である。指導者も
亦，その努力を学校財政・運営等の直接的なものに傾注して，教育の政治
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社会的過程との密接な連関を理解せず，危機に当面したアメリカ人に提供
すべき教育を一体学校が与えているかどうかを反省しようとしていない。
つまり彼等は学校の効率向上，教育の技術的・機械的側面にのみ大きな関
心を持っている。ニューロンは1930年代の恐涜により「機会均等」という
アメリカの夢が消え，教育の機会均等が経済における機会均等を保証する
との信念が一場の夢と化した危機のなかで新しい方向をニューディールの
集産主義に求めて上記の如く主張したのである。
ところが，彼が大きな期待を寄せ，新しい教育行政の担当を託した教職
員集団はこんにちにおいても30年前のそれと略同じ状態に置かれていると
いわざるを得ない。単的にいってプロフェッシヲナリズムの立場から教育
を擁護しなくてはならない彼等も，決して階層的制約から自由でなくむし
ろ被傭者であることから権力支配に強く束縛されているからである。教育
長については検討済みであり，ここでは教師を中心に問題を進めると，そ
の杜会的地位はー般的にいって中層，ウオーナーの定義によると下の中層
(49) 
に属する。ブロークオーパーの認める通仏教師の社会的地位のー般化は
ナショナノレなレベル，地域社会レベルでの地位にずれがあり，また不当に高
（＇刀）
く教師臓を評価する傾向もあってかなり困難ではあるが，いまウオーナー
によると，東部・南部の教師は下の中層出身が多く，現在上の中屈に入って
おり，中西部・西部のばあい，教師の多くが下の上関出身で教師となるこ
(511 
とによって下の中屈の地位を取得している。三都市の研究にすぎないが，
他の調査も教師には下の土居出身者が多く，教師となって1ないし2段階
上の社会的地位を得ょうとするモービルな集団であることを帰結してい
る。そして教職に入る動機が天職という社会奉仕の観点よりもむしろ階層
上昇の足場確保にあるともいわれる。社会的昇進と社会奉仕とは相反する
ものでないし，またそのことがアメリカで歓迎される価値観であることか
ら決して排斥されるべきものでない。しかしそーヒVレな人々の志向が，そ
の求めんとする階層の価値観や慣習に志向することは一般で，人の子であ
る教師自身もこの一般法則から自由でないことは注目する必要がある。
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事実，教師が中流階級の価値を必要以上に強調する結果下層の児童が公
正な処遇を受けることができない事例がかなり報告されている。例えばエ
Jレムタヮンの教師は上層の子弟を万事につけて依恰鼠民L，恐らく下層の
子弟が仕出かしでもしたら厳罰したであろう過失も上層の子弟だと寛大
な処置で済まし，能力のない子弟でも上尽だとカレッヂ進学を奨めるが，
下層の子弟にはよしんば才能があっても進学コースをとることを断念せ
しめ， そうしたことから教場はもちろん課外活動迄もが上層子弟の独壇
〈日〉
場であるという事態が生れている。単にこれがエルムタヲンに限られる
例外現象ならまだしもかなり普通的で事実であって，教師が教職に入っ
た動機や生ひ立ちを卒直に認めようとしないことにその原因が求められ
ている。つまり教師自体が学校を階層支配の場として教育の基本目標を否
定しているのである。さらに教師の移動的性格がその地位を著しく不安定
にしていることも注目して置く必要がある。彼等は自分が離脱しようとし
ている階層のメンパーとしてか，あるいは新たに所属しようとする階層の
メンパーとして扱われるかに対して不安定であり，かつ地位に対して必要
以上に敏感とならざるを得ないからである。もちろん教育の不安定性をあ
げて階層の移動性のみに求めることは避けなければならない。行政組織の
最下底に置かれ，その地位が第三者に規制されてプロフェツショナリズム
に必須条件である他人の行動を規制する権威と自らの行動を律する自律性
を教師が欠いていることも大いに関係している。その意味から教師の地域
社会参加と地域社会の生活態度への適応を説く人間関係論は或る程度教師
の自律性を損うものとみなければならない。またここ30年，多少改善され
たとはいうものの教師の経済生活が，他のホワイトカラークラスの改善向
上に劣ることも，その移動性とかかわれ とり分け経済力が階層決定の
主要因子であるアメリカにおいて「忍耐強く義務を尽せばやがて報われ
(5<〕
ょう」の理想社会を前提とする理想哲学を抱き，教師組合加入をプロフェ
ッショナリズムの低下に外ならないとして加入を潔しとしない態度が逆に
教師をみじめな境遇に落し，デトロイト地区における 8%の教師が報告す
132 
る通り，夏期休暇中給仕，パーテンダー，家政婦・農場労働者等の7Jレパ
(55) 
イトに従事しなくてはならないような状況に追込んでいるのである。また
こうした教師の階層性に由来する地位の不安定性が他に対して自己を主張
し教育を擁護するプロフェッショナリズムの確立をスタンレーのいう次の
諸要因と共に阻んでいる。すなわち，（！）教育の改善は知識の習得よりも技術
の習得にあるとする同職者間のメンタリティ，（2）教授を学校卒業後定職
につく迄の孔填とするやり方，（4）低給料，（5）プロフェッショナJレエタ
ンダードの低質性， (6）教師臓の分化からくる教師職員のー体化阻止，
〈η教育が相反する利害相砲のなかで行われていること，（η教育の白由
(56) 
に対する制約，〔8）教職員組合の欠除，とである。
それでは行政組織再編成の意図した行政過程の民主化がどの程度この間
(57) 
題解決に貢献したであろうか。リーパーマンの見解に従うと，教育行政制
皮における教育委員会の権限を不問に付して人間関係改普ーに最後の手段を
求める再編成は決して問題を充全的に解決するものとは認められない。教
育行政制度の権力構造が教師の専門的地位と矛盾することは行政権限と責
任に関する最近の行政理論に明らかである。学校運営の責任が教育長にあ
るととはいうをまたないが，それに責任をもっ限り当然教師の行部Jを統制j
する権限が与えられねばならない。しかし教育長の過度の行政的統制に服
することは教師の専門的地位に矛盾する。もしサービスの実質に対する第
一義的な責任が教育長にあるとすると教師の児童に対する直接的な責任が
失われるからである。医師や法律家は依頼者に直接責任を負う。乙の責任を
教育長に委ねる乙とは専門的判断を教師から奪い，その地位をプロフェッ
ショナルズから補助人に反位するととを意味する。単的にいってとの問題
の解決は，教育長行政職員の権限を改めるか，それとも教育専門職としての
教師の地位を放棄するかの何れかである。従って教師に対する行政権の縮
減を問題とするととなく教育長をボスから教師集団の協力者に変質せし
め，そのことによって事態収容をはかる再編成は皮相的なものにすぎない。
その目的とするととろは，教師を統制する権限の縮減ではなく，その権限
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を公然と行使することを改めることである。別の言葉でいうと，権威主義を
育てあげた行政構造はそのままにして権威主義のメンタリティを改善する
ことに目的が置かれているのである。最近の行政理論は，教育長は権力
に依害すべきでなく， その勧告や指導を教師に進んで受入れしめるすぐ
れたリーダーでなければならない。そのため権力と強制に代えて協力やチ
ームワークの手段を用いる必要があるという。 しかし直接的命令がなく
協力的な言葉があるということは権力が行使されなかったことを証明する
ことにはならない。教育長が協力的で命令しない場合においても彼の見解
はその権力的地位のため受け入れられる場合が多々ある。教育長には強制
的と思えない行為も教師にとって強制的だととれるケースもあるからであ
る。またいかに教育長が協力的態度をとろうとしても，彼が占める地位IC
対する教師以外の者の期待は，教育長をして巧に洗練された強制をむき
出しにして教師に押付けさせる。例えば教師に不満を持つ教育委員，父
兄が彼等に統制権をもっ教育長に要望を突き付けるのは自然の論理であ
り，父兄の被傭者である教育長が教師に強制的な態度で臨んでも不自然で
はない。さらにヒューマンリレイションズを強調する行政の民主化は教師
の自律性確保を阻止する障害にもなる。強制が洗練されればされるだけ，教
育長が協力と政策参与を説けばとくだけ，人間関係論は教師の専門職イむを
阻む行政構造の矛盾を蔽うヴェールとなるからである。協力と政策参与は
本来機能と権限の分担が明らかなときはじめて意義をもっ。従って教育長
と教師の問の善意と協力とによって現在の行政組織を不問にしようとする
努力は教師の専門職化を阻む組織の欠陥を糊塗しようとする最後のあがき
とみるととができょう。人間関係改善に再編成の方向を求める行政過程の
民主化論にはそうした矛盾が隠胎しており，その究極原因は，民意を代表
する教育委員会・専門的行政を代表する教育長・行政組織の最下底に置か
れた教師という現在の行政機構を無条件の前提とすることに求められよ
う。そしてこのととがニューロンをして新教育政策の担当者とせしめ，リ
ーパーマンをして現代アメリカ教育問題解決の鍵であるといわしめた教師
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の専門職化と自律性を阻止する一つの障壁となっているのである。それで
は，こうした障害を排除し将来のアメリカ教育を運営する行政組織・並び
にそれを運営する教師の自律性はどうあるべきかが問題である。 とこで
は，この問題に関する両者の提案をあげて本稿のしめくくりとするととに
したい。
教師は市民として教師としてのこ霊の責務からアメリカの再建計画に進
んで参画し，社会的教育政策を形成しなければならないことは既述した
が，ニューロンはこの目的を達成するに際して次の3条件が満されなけれ
ばならないとする。まづ第一に教育は社会政策に基づいて科学的に計画さ
れねばならないことから単に自己の教授法だけでなく，アメリカの伝統・将
来の動向を分析してその成果に立つ社会的教育政策を形成L，教育に最終
決定権をもっ民衆一般・社会科学者・社会哲学者・教育行政官とこれを討議
して決定しなければならない。この際，社会問題に関する無行動は一種の行
動であることを自党L，この責任を積極的に担当することが極めて大切で
ある。第三に社会的教育政策形成に参与する教師は焦眉の解決を要する社
会問題・歴史・社会過程について現在以上の知識を持つことが必要である。
それにはリーダーがとのような教育基本問題の研究を教師に奨励し，教育
諸団体も亦，真撃にこれを取あげることが大切である。またとれ迄教育の
機械的側面を強調L，教授方法を中心として教育目的・教育基本問題を無
視した教員養成機関，高等教育機関もその欠陥を反省する必要がある。最
後に専門職としての教師はアメリカ生活にその影響力を穆透せしむるた
め，組織されなければならないとする。そして彼は教員組織に大きな期待
を寄せて大略以下の如き所説を展開して教師団体の強化を提案する。
教師が階綾なき社会を熱望するにも拘らず，社会は相対立する階級に分
裂し，職業の分化に伴い多数の特殊利益擁護集団，権力集団が成立した。こ
うした舞台のなかで教師集団が有力となるには自らも権力集団のーっとし
て武装することが不可欠的である。主義が正しく，公共の利益のため組織さ
れるのであればそのこと自体は決して排斥されるべきことでない。その勢
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力をアメリカ生活に濠透させるにはどうしても組織化が必要であって，そ
うでなければ，アメリカを動かす諸勢力によって無視され，押しのげられる
だけである。公教育確立期に教師団体が設立されたのがこの歴史的実証で
あれ最近 N.E.A が連邦教育費補助政策と連邦教育局設置を勧告した
のもその一証左である。しかし，職能団体である教師集団が，利益擁誕集
団聞の抗争に加わり権力を行使するということは，プロパガンタの手段に
訴え民衆を搾取することと同一であってはならないし，またその権力を勝
手なものに行使し，公共の福祉以外のものに迄それを振回わしてよいとい
うのでもない。プロパガンダの利用は教育の目的に反L，教育の目標を破
壊することに外ならない。教師にはそれ以上の手段が与えられている。民
衆にとって子弟の福祉と教育程関心を惹くものはない。教育の機会均等
と政治的自由の城塞としての教育の理想程アメリカの伝統に根付いた理
想はない。また教師程民衆と深く接触できる集団はない。教師にはプロパガ
ンダに勝るそうした便宜が与えられているのである。従って教師集団は公
共の福祉を大義名分とし，その旗印のもとに行動すべきであって，給料改
善，身分保証獲得の場合においても常に民衆と共にあることを忘れず，い
かなる人も基本的生寄権を欠いてならないとの主張のもとに行動しなくて
はならない。また教育はコモンマンの福祉と関係することが大きいだけに
従来“もてるもの”のみに訴へて来た近視眼的アピールを反省して“持た
ざるもの”にも広く訴える必要がある。ことに社会的正義・経済的平等の
立場に立つ限りにおいて恵まれざるものとの共感，利害がー致することか
らそうした階層との連繋を強めることは必至であり，それを認めない教師
団体は無益であるというよりもむしろ有害である。 7こだユニオン主義が余
りに強い労働組合加入は避ける方が得策である。むしろ公共の福祉のため
自由に動ける立場に立ち，必要に応じて協力体制をとることの方が現下の
段階では賢明である。なお教師団体は現在全教職員の20%を加盟者とする
N.E. A，アメリカ労働者連盟 (A.F.L.〕 の傘下に入り， 教授の
自由，給料改善，教授の身分保証，教師宣誓等で成果を挙げた A.F.T.
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(American Federation of Teachers〕，教授活動を中心とする進歩主義
協会（ProgressiveEducation Association）を筆頭に各州教育団体がある
が， A.F.T.が労組に加入している実情や主義関心が異っていることもあ
ってN.E.A.との統合が望まれるにも拘らず，現下の段階では無理である。
ただ各種教育関係者を含む N.E.A.が，各州教育団体を吸収すると同時
に幼稚園から大学に至る教職関係者を包括するイニシアチブをとり，最高
度の教育的スティツスマンとなって前向きの教育理論を展開して文字通り
の全国的組識となるととが望ましい。およそ以上の如き主張を述べた後，
在るべき教師団体の指導原理として次の10ケ条を掲げる。
(1〕教師組織はプロフェッションに与えられた社会的・教育的責務を遂
行する上に不可欠である。
〔2）教師組織は教育を広義で真の意味における社会的諸関係との関連に
おいて研究するよう教師を激励しなくてはなならない。
(3）教師団体はアメリカの学校すべてを民主主義のための学校，児童・
青少年・大人が現代デモクラシーの問題を現実的に研究できる学校，民主
主義原理を体現した学校とする義務がある。
(4）教師の組織化は教育機会均等化の理想実現に努力すべきものであ
る。
〔5〕教師組織は教員養成機関一一師範学校，教育学部一ーの強化に尽力
する必要がある。
(6）職能団体組織は反民主的動き，市民としての自由を圧迫し，教授の
自由，教師の市民としての権利に介入しようとする企図に対して断乎抵抗
しなくてはならない。
(7）教師団体は特権階級，反動勢力に対抗する民主主義を守る戦いにお
いてアメリカのマスと共に断乎として立ちあがらねばならない。
(8〕従って教師の社会的政治的教育は将来教師団体の重要な一つの機能
となることは疑いない。
（日〕職能集団はアメリカ全国民の利害のため一切をあげて民主主義理想
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実現のため組織団体と協同しなくてはならない。このことは労働組合，農
民団体との協力を必要とするであろう。
〔10）教師集団は，教育の技術的な側面をもよりー尽研究することが不可
欠であるが，教師の利益が公共の利益である場合その利益IC対して関心を
(58) 
払わなければならない。
以上がニューロンの提案である。 1930年代のかつてない恐慌に当面L,
順調に成長して来た教育が経済の名のもとに素人の手で既往に振反され，
教科の削減，教師の解雇が常体化した危機状況のなかで，危機妥開を教師
団体に期待し，新しい教育の方向をニューディーJレの集産主義に求める理
想がそこに具体化されているのである。進歩主義教育協会の左派に入るチ
ャンピイオンとしてもたざるものに深い人道主義的共感を示しつつこれ迄
教育の機械的，技術的側面のみに注目して現状肯定主義に傾いた教育行政
に一つの新しい方向を示したものということができょう。しかしニュ｛デ
ィールに集産主義をみる理想が一つの夢にすぎなかったことが，この提案
をして現実と立]E離せしむることとなったととも否定できない事実であっ
た。 N.E.A.に寄せた大きな期待がそれで，彼自らが否定した行政職員
の N.E.A.支配が今日では厳たる事実となったからである。
乙のニューロンに対して，同じく教員組合の強化を意図するリーパーマ
ンは，教育を専門職であるとしてこの専門的自律性の確保にアメリカ教育
(59) 
の支柱を求める観点に立つ。教育が専門職である限り，教師は他の専門職
業家同様社会に本質的でそれに独自な一定サービスの提供に当って長期間
の専門的教育に基づく知識と判断を自由に行使してそれを履行し，との行
為と判断に対して充分な責任を負わなければならない。恰も人の生命をあ
ずかる医師が，素人からの処方要求を受入れず，自己の診断と処方を行
い，その診断と処方に対して自動車を点検し，修理する工員以上に大きな
責任を負うのと教師は同様である。乙の意味において，また教師に与えら
れた権威がその知的エキスパートネスに基づくことから，他の権威からの
侵犯に対して自らの自律性を擁護し，知的権威を高める自治的組織団体の
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存在と職業倫理綱領を必要とする。ところが，現実の教師の場合どうか，
必ずしも理想通りだとはいえず，他の専門職業家に比較して数段階専門職
化が遅れていることを認めざるを得ない。教員免許証交付委員会がその著
しい例である。専門的資格基準の高さが専門的権威を昂める最も重要な要
因であることはいう迄もない。従ってその専門的基準が当該専門家によっ
て決定されなければならないのは当然で，素人がそれに嚇を入れることは
論外である。それにも拘らず，教育免許証交付委員会の場合2 大半が素人
から構成せられており，教育専門家の委員会への代表性は，専門職とは目
されない理容・美容師のそれよりも低く，最低の比率を示している。因み
にその大半が専門家である州はわずか51刊にすぎない。また委員選定法
についても，専門職団体が免許証交付委員を選ぶか，当該専門家団体作成
の資格者リストのなかから委員を任命するかのいずれかが普通であるが，
教師にはそのいずれもが殆ど関されている。教育委員会についても同様の
ことがいわれる．州政府評議会の1949年調査によると， 2州が教育専門家
の教育委員からの排除を法文化しており，評議会はそれが州教育委員会の
性格と機能に関する一般的見解と符合するものであるとしている。 1951年
にはー厨このことが一般的となり， 10州がこれを明文化L，他の州でも教
育以外の職域代表を委員にすることを法に規定して委員会のレイマン化を
促進し，ひいては教育専門家のプロフェッショナリズム確立を阻害してい
る。教師の忠誠宣誓 (loyalty〕についても，詳説は省くが略同様であっ
て，これに向けられた反対は一般に内容・語義の殴昧性，破壊的教師ふる
い分けの不分明性等に対してであって，それをレイマンによる本来のプロ
フェッショナルな分野への干渉だとする反対は皆無といっても過言ではな
v、。
当面の課題である地方教育行政に関係するところが大きいカリキュラム
について多少詳しく検討すると，教科書，教材の選定は明らかに専門的事
項である。けだし教科書のレベルョ トピックの選摂とそれにさかれたスベ
エイス，教科書内容の学年間霊複，教科書のスタイルと体裁等は児童の能
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力・興味・教育経験に関する相当の知識，さらには教育計画，教科書以外
の資料の利用可能性についての知識を前提とするからである。これらが一
般常識の到底及びうる処でなく，これらに関する健全な判断は専門的訓練
と経験を大いに必要とする。ところが問題を州段階に限ってみても， 1950
年教科書採摂権が16州の教育委員会に与えられており，そのうち2州の委
員会が主として教育専門家で以て構成されているにすぎない。それとても
教育専門家の選定は教師の手に委ねられていないのである。他の州でも教
育専門家が統制できない機関によって教科書が採釈されている。以上は法
律上の問題であって事実はもっと厳しいことを認める必要がある。教育委
員会が，専門家の勧告を尊重するとはいってもそれが現実化されていると
はいえないし，教師に選出権のない委員や諮問委員がどの程度専門的意見
を委員会に投影できるかは疑問であり，他の専門職において既にこのこ
とは検証済みである。教科目や教科課程の決定の場合，教科の決定を教育
の目的決定と同一視する誤った通念から教育目的達成の手段とされる教材
．教科書のそれよりもレイマンによるプロブェッショナりズムの侵犯が一
周著しい。すなわち， 1949年度において，教科目の採訳権が31州の教育委
員会の手に委ねられ， 1954年度の中等教育課程について600近い教育課程
が法に規定されているのである。とれが教育の専門職化をいかに阻むもの
かをアーカンサス州を例に検討すると，合衆国の理解・祖国愛・アメリカ
統治原理への献身を目的として，初等学年の総てにアメリカ史を教授し，
その聞の一年間アーカンサス州史を週一時間代行せしむることを法文化
しているが，児童成長の研究成果によると歴史概念を充分理解できない児
童にアメリカ史を教授しても無益であれ初級学年でアメリカ統治原理の
目的に相応した教授はアメリカ史よりもむしろ言論の自由，すべてのもの
の機会均等を教えた方が教育上効果的である。乙こにおいて，州立法部と現
場の教師のいずれが，アメリカ統治原理の教授開始学年，その資料，必要
時間を決定できるかに関する解答は自ら明らかで，訓練と経験を経，児童
を正しく理解でき，必要資料を整えることのできる教師であることは無論
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であり，州立法部のカリキュラムに関する詳細な立法的統制は教師の専門
的自律性を侵犯する以外のなにものでもない。ことにカリキュラム改訂は
継続過程であるといわれる程環境の変化，新知識の発見と共に絶えず改訂
を要するものであって，それを立法当時の社会状況，知識水準に止めるこ
との不合理性はいう迄もない。
とくにこうした矛盾は一般的にいってカリキュラム決定権が教育委員会
にある地域レベルに顕著である。教育委員会に最終決定権があることか
ら，科学的根拠に立つ専門的勧告も委員会の採択がない限り日の目をみる
ととがないからである。単独科目としてのスペリング教育は15分から3日分
迄が最も教育上効果的で，それ以上しでも効果があがらず，それよりも他
学科と併行して教授した方が得策であることは190日年前後に実証され，こ
のことが度々提案されたが，素人である委員会に握り演され，こんにちに
おいても実施されていない学校がある歴史的事実がこのことを実証してい
る。このように教授目的達成に必要な教授手段を専門家がいちいち素人に
申開きしなくてはならないのは非効率的であることは勿論として全くナン
センスである。児童に正しく正確に書けるよう教授するとと自体に問題が
あるというのなら話は別であるが，それに問題がない限仏目的達成に必要
な手段を新しい科学的成果の上に立って評価するのは教師の責務であっ
て，それを素人に期待しても無駄なことは常識である。ところが現実にお
いては，専門的に正しい提案も，委員会におもねなくてはならない教師の
立場から，教師によって積極的に主張されず，それが政治的に得策だとされ
るのが実情である。もちろんそれを克服しかっ過度のプロフェッショナリ
ズムを防ぐ方法として教師を含むカリキュラム改訂委員会設置が叫ばれ，
それが利用されるに至っているが，それとても非効率的で不公正だという
批難は免れない。委員会のイニシアチプをとる教師の見解が結局委員会
提案の骨子として採摂されるのが例であるが，もしそうでなければ教師は
自己の専門性が損われたと感じるであろうし，委員が始終教師の提案を受
入れるとすると，いつかは自分達が教師の隠れ主主として利用されていると
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感じるに相違ないからである。専門的事項の決定に民意代表性を口実とし
て一般市民を委員に入れたところで満足な解答ができる答がなく，専門的
事項は専門家に委せた方が一般の利益となるといわざるを得ないのであ
る。
以上カリキュラムを中心に教師の専門的自律性の確保ひいては教育改善
が阻まれていることを検討して来たが，要するに民主社会におけるエキス
ノマートの役割が正しく認識されていないことにその原因を求めることがで
きる。原因の第ーとして，公教育が専門家を必要としなかった時期に確
立され， この前世紀の行政制度を教師が無批判的に継承し，地域社会が
その権限を正しく行使しているかに関心を寄せたものの，その合理性につ
いて疑問を抱かなかったことがあげられる。つまり教師の専門的自律性は
教師から奪い取られたものでなく，自ら放棄したものである。 N E.A. 
A.A.S.A.の勧告・提案が教育委員会のレイマンイむを強く強調している
のがその例である。第三に教育長の地位の不安定性が，かれをしてその地
位保全のため専門的観点よりむしろ政治的立場に立たしめ，教師の教科選
定を破壊的だとする委員会の圧力に屈して教師に当該教科書使用を禁ずる
ことに知られる通仇教師の地位不安定性と相並んで教師の専門的自律性
を阻止したことが挙げられる。第三の原因は，教育は公的プロフェッション
で教師は公的機関の被傭者であるζとから，本来はその故にこそつまり公
益のため専門家組織が形成され，雇傭目的である専門的知識を活用するた
め教師の自律性保証を必要とするものであるが，とのことが認識されない
で，広〈民意を代表するレイマンによって統制さるへきだという誤った一
般的通念に求められる。第四に専門的自律性を以て教簡の私的利益追求の
隠れ袋だとする批判と教育科学の後進性とが指摘され，最後に教育行政学
がパブリックリレイションズを余りに重要視して専門的能力を~位する嫌
いがあることや大学・高等教育機関の専門的自律性を強調し乍らも初等・
〔60)
中等教育段階のそれを軽視したことが挙げられる。それではこうした専門
的自律性を阻む要因を排除して，どのようにして実現するかであるが，リ
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ーパーマンはそれを，教育の地方統制改革，教師組織の改編・強化とそれ
に応じる雇傭者一一被傭者関係の改善，教師養成機関の再組織に求める。
ここでは当面の課題に大きく関係する教育の地方統制の変革と教師組織の
(61) 
改編・強イ七に関するかれの提案を素描的に辿って置くことにしたい。
まづ，教育の地方統制であるが，彼によると「それは死におくれた無用
の長物であって，実際には政策形成機能よりもむしろ儀礼的機能を営む教
育統制制度に道を譲らなければならない。観念的にいうと教育の地方統i#U
はもはや一個の死体であって，それを正しく処理する方法は検屍して速か
(62) 
に葬ることである」。 けだし，人口の移動性と相互依存性とが，地域社会
は子弟教育に大きな権限をもたねばならないとする観念を根底から揺が
し，国家の生帯が地方のi8否権でt巨みきれない教育政策と教育計画を要請
するに至り，教育の地方統制が民主社会の基本原理と実際IC調和しないば
かりか，現在のアメリカ教育を特徴づける愚鈍な地域閉塞主義の主要因と
なっ主こからである。激しい人口の移動は単に教育の責任は地方や州に帰一
せしめられるべきものでなく，各州聞の責任，ひいては連邦の責任だとす
る新事態を発生せしめたが，それと併せて子供の教育は両親の社会的地
位，地域社会・州の経済力によって決定さるべきものでもなく，教育の機
会均等はアメリカ国民ー般の責任であり，かっそのととに一国の成否が
かかっているとの認識が昂まり，連邦政府が舞台の表面に登場することと
なったのである。ことにリイトルロック事件・ソビエトの宇宙征服等はこ
の問題解決を焦眉のそれとL，これ迄連邦教育補助政策を否定し続けて来
た議員によってそれが提案されるに至っている。ところでとの教育の地方
統制否定に対しては，それ以外のすべてを全体主義的とみる一般的風潮か
らして大いに異論のある処であろう。しかし，全体主義的制度を以て自由な
討議にたええない一方的観点を擁護する教育政策に基づくとみなすと，地
方教育統制に大幅な権限をもっ教育委員会を独占した権力集団が，自己の
観点を擁護する教育政策を立て，それをさえぎる勢力のないことから比較
的容易にこの一方的な教育政策を実現している多数の学校が存在する。そ
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の意味において教育の地方統制が全体主義国家におけると同ーの全体主義
的学校を招来しているといっても過言ーではないし， また不可思議ではな
い。 もはやアメリカの各学校が多種多様な教説を施しているとしても，
「この多様性にアメリカ教育の自由をみることはできない。反民主的学校
(63) 
の多様性は自由やデモクラシーを保証するものでないからである」。 そと
に形式的な法律上の民主主義はあるにしても，真理を重んじる教育上の民
主主義は存在しないからである。ここにおいて教育上の民主主義を確立す
るベく，教育を地方統制という神話から解放しなくてはならない。すなわ
ち，教育の地方統制はアメリヵ民主主義を培った権力分散と一致する不滅
の真理であるとみなす金科玉条的なドグマ，公立学校には公共の関心が投
影されているとする無条件的な信奉，教育の地方統制は多様な実験を保証
し，中央集権はそれを不可能とする誤れる観念から教育を解放する必要が
あるのである。そしてこの神話からの解放と併せて中央集権化が不可避的
であり，それに伴う連邦への過度の権限集中に対処する手段は，資本主義
が高度化し専門分化が急速に進転したこんにちでは地方行政単位聞の権限
再配分もさるとと乍ら，むしろ専門職業家組織の強化にあるととを認識
し，これを中心とする地方教育行政制度の再編成を遂行しなければならな
い。大略以上の如くリーパーマンは述べこの再編成を次のように提案す
(6') 
る。
〔I) 素人による教育の地方統制は教育の周辺的・儀礼的側面に限定さ
れなければならない。しかし父兄・生徒の基本的選択権〔例えば進学課程
・職業課程のいずれを選摂するかに関する〉は注意深く保護することが必
要である。
(2〕 素人は通常非教育団体にあって最も大きな貢献をするととができ
る。かれらは組織団体のメンバーとLて，児童の教育・福祉に必要でない
にもかかわらず，自己の利益を押進するため，特別休限，コンテスト，諸
活動によって学校を利用しようとする読みに反対して学校計画の廉潔性を
護ることに協力できる。
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( 3) 教育問題に最も積極的な父兄は一般に上層階級に入り，恵まれな
い層に不公正な政策をとり勝ちである事実に照して，市民は学習能力のあ
る児童があらゆる教材，活動を一人残らず自由に利用できるよう学校予
算を支持しなくてはならない。理窟の上では誰にも参加が認められている
が，実際には貧困家庭の児童が参加できない学校活動は，参加を阻む社
会・経済的階級要因が除去されない限り取り止むるべきである。
(4〕 レイマンは児童，学校問題に関係する父兄の行動を教師がもっと
統制できるよう権威を与えることが必要である。子弟に関係する学校問題
を話し合おうという学校当局の父兄への呼びかけはいままでのように簡単
に無視されてよいものであってはならない。
(5) 市民は教師組織一ーもしそれが行政職員の支配に対して適切な対
策をこうじている場合であるがーーと進んで雇傭条件を交渉しようとする
教育委員会を支持しなくてはならない。
〔6〕 教育委員会は教育長とは5年期前後の契約を結ぶべきである。短
期契約で捕われた教育長は政治的生垣を作るのに忙しくて効果的なリーゲ
ーシップをとる股がないし，問題がプロフェッショナルなものであるにも
拘らず，それを一般の討議に委ねてしまうからである。
(7〕 市民参加は教師と同じく定期的にまた批判的に評価される必要が
ある。毎年教育長は市民参加の記録を公表する乙とが望ましい。こうした
参加の殆どは成績が芳しくなかったシーズン後における運動コーチの首切
りとか， ・・スヲー Jレパスをもっと近くに止めろとか， ーといった類の
プレッシャー等が大部分であるからである。市民は学校がいかに非効率的
であるかを過少評価する傾向があり，彼等の参加とそれの学校計画への影
響は低効率の結果というよりもむしろ原因となっている。
(8) 公教育市民委員会， PTA委員会・教育委員会・公教育改善に関
心をよせる個人・グループは生徒の成績を教師と共に組織的に評価し成績
向上に何が必要かを診断し，かっその手段を支持する必要がある。
〔9〕 教師への敬意は年中行事的な教師謝恩の日といった形でなくむし
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ろ適当な契約条件の支持に表わされねばならない。
〔10) 市民は彼等の子弟の教育的進歩をなにが妨げ，なにが助長したか
の目録を作成すべきである。
(11) 市民は参加という言葉が教育における意思疏通を難しくする唆味
な言葉の最たるものの一つであることを理解すべきである。公教育におけ
る父兄，一般，教師との聞における権威の明確な区別に誰もが関心をもっ
ている。しかし大切なことは専門家と素人との間の完全な分業というより
もむしろ，その区別が誰にも理解できるということである。
(12〕 公選職員選挙に関するJレー Jレは明瞭であって，短期的でさして重
要ではないが比較的早急な解決を要する問題のJ;¥合，地方教育委員の選挙
に力を入れョ長期的で重要な改善を要する問題は教育に理解があり，かっ
地方行為の内容と限界に関して権力をもった議員，行政職員の選挙にチおや
する。
(13) 公教育分野に活躍する素人は公教育の最大惑は教師の世論に対す
る抵抗よりもそれへの黙従性に由来することを銘記すべきである。
以上が教育の地方統制に関するリーパーマンの提案である。教育の地方
統制は公教育に関する草の根主義に立つアメリカの政治的伝統である。そ
れは加速度的に進展する中央集権化のなかで官僚性に対する惟ー絶対の
武器であれ中央集権化に対する解毒剤でもあれアメリカ人にとって全力
を賂して保持しなくてはならないものとされる。それを教育の周辺的儀礼
的な役割jにit<:位しようとするこの提案はアメリカの伝統に対する大なる挑
戦状ということができる。もちろん，彼自身も主張する通り専門的自律性
は決Lて民衆は呪われてあれとする立場に立つものではなく，自己の専門
領域においても一般の批判に耳を傾け，自己以外の領域についても自己の
所見を述べるべき性質のものではある。 しかし現行の行政制度をそれが
行政問題自体の根源であるにも拘らず不聞に付して，その程内で再編成を
実施しようとした従来の再編成に対して， この提案が現行教育基本法に
手をつけ，すくなくともその改正を要求する点において極めて挑戦的であ
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ることは否定されない。しかも彼はこの提案が決して現実離れのしたもの
でなく， 「運輸・通信・労使関係・産業・財政政策等に関して全国的政策
がとられているのに教育のみが独り地方分権的であることは不可能であっ
て，生活の必要から生れた圧力と現代社会とがこの矛盾をそのまま放置し
(65) 
ておくことはあり得ない」との認識に立ち，それは早晩実現されなければ
ならない提案であると主張するのである。
ところでこうした提案の実現を個々の教師の殉教的精神に求めることは
許されないし，それのみでは不可能である。教育を動かすものが権力であ
る限り，教師の求める専門的自律性確立に対してそれが中立的であること
はありえない。 「中立的な教師ほかれらの理想実現に反対する権力集団に
(66) 
とって勝利を意味する」ー そのため彼等自身自ら武装して権力を獲得する
必要がある。 「被傭者の利益は雇術者から与えられるものでなく，自らに
(57) 
よってかちとられるべきものである」。 それなくして専門的サービスに対
するかれらの理想と能力が充分発揚されないからである。そしてこの権力
確保の手段としてとられ，強調されるのが教師組織の強佑でリーパーマン
はそれに大きな期待をよせるのである。
ところが，現実の教師組織は，全国的な櫓舞台でなんの役割］も演ぜず，
おかど違いな印象を受ける程度のものにすぎない。公共の利益・教師の合
理的な職業上の理想を擁護できない程無益であることは正しく国家的悲劇l
であり，そのことはメデイソンアベニュー，組合ボス，その他が振回わす
過度な権力行使以上に吾々の民主的制度体にとって危険でさえある。組織
が弱体であれば教師は権力を持つことが不可能であれかれらに権力がな
ければ，公教育を弱体化し魔敗せしむる他の権力が行使されるからである。
世界最大の組織であると自負し，現在日O万のメンパーを数えるNEAにし
たところで，専門職に必須な専門的水準の向上に資することなく逆に水準
低下に貢献しており，その職業的倫理綱領もなんらの強制力がないばかり
か，そこには専門的自律性確保にマイナスする条項さえある。また教師の
生活改善，いわゆる福祉問題についても努力は認めるもののとこ30年さL
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たる改善・向上の事実が認められず，ただ専門的職業に周辺的な側面に有
益な貢献←ーそれとても実行力に欠けるーーをしたにすぎない。 ことに
NE Aが教育長を中核として創設された歴史が物語るごとし現在におい
ても行政職員の支配力が強く，教師のそれというよりもむしろ行政職員の
それであることがこれと決して無縁でないことは注目されねばならない。
1919年，教師の福祉問題は反専門職業的で組識の品位を下げるとする
NE A政策にあきたらず，福祉を目的に結成されたAFTは1930年代の教
師の誠首に敢然と戦い，あるいは団体協約を推進したことに知られる通り
確かにその歴史を通してこの目的達成に貢献して来たし，現在もそうであ
って原理のためには紘織の壊滅もあえて恐れないとさえいわれる。この点
(68) 
「NE Aの近視眼点な専門家が団体協約に手をよごしてはならない」とし
たことと対比してAF Tは福祉問題に極めて積極的であり，そのことによ
って専門的自律性を経済面から補強したことも認める必要がある。しかし
AF Tも亦専門的自律性を高める教員資格についての職業統制を閑却して
おり，他の専門的職業団体がとった政策を吸収するには余りにも近視眼的
であった。ととにAFTの労組加入は，全労働者のAFT教育政策の支持を
受け，弱体な教師組織を強力な労組で以て補強することを主な狙いとする
ものであった。しかし加入前にも労組の教員支持は強力であったし，かつA
FL非加入労組によるAFT支持がこんにちもみられことから，労組加入が
教師組合支持の絶対条件であるかに問題があり，教組が他の助力をうるこ
となく自立体制を整えることが要請される現下の状況においてそれがマ
イナスの作用をしているととは否定されない。すなわち自らをブルーカラ
屑ーと Lホワイトカラーと同一視することを嫌う教師，労組と関係する
政策あるいは私企業組織団体のとる政策は，公的な専門職業団体にふさわ
しくないとする通念が誤れるものであるにしろ一般化している現在，
AFTの労組加合は組合の拡充・強化を阻む最大の障害となり， 現在
日，O口Oメンパーしか数えないのも， NEAの強制加入政策の影響を無視す
ることはできないにしてもそれと大いに関係しているのである。以上がア
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メリカの教師組織の状況であっていずれにも大きな欠点があり，これらの
欠陥を克服する新たな組織が要求されるが，それは， NEAにみられた行
政職員の支面から解放され，かっAFTにおける組合加入とは別箇の，そ
していずれかの一方的吸収とは違った，いわゆる両者を併合した新しい強
力な組織でなければならない。それと同時に新しい時代の教育に即応する
政策，すなわち，団体協約および教職員資格基準に対する教師の権限を積
極的に推進L，教育の地方統制というこの国特有の慣行を新たな角度から
とりあげ，公立学校における人種差別撤廃等の原理を守る堅塁とな仏教
育テレビ，新たな人事行政等の導入に積極的な政策をとる組織でなくては
ならない。そうしたことをリーパーマンは述へた後，これに即応する教師
(69) 
組織は次の如きでなければならないとする。
( 1〕 教師組織の首長の地位はその他の教育上の首長の地位，産業，専
門職業，政府サ｛ピス部門の最高幹部のそれに匹敵する魅力あるものとさ
れ，少くとも年間5万ドルが支払われる必要がある。
(2) 教師は年間少くとも 100ドルの組合貨を支払い，うち40ドルをそ
れぞれ全国，州組織に振当てることが望ましい。
(3) すくなくとも教師組織は2000教師に対して1名の専任代表をおく
べきである。全国・州組織はこれら代表に対して最低基準の専門的・雇
傭基準を設定L，地方組織が恒久的にそうした代表を雇入れる際進んで援
助することが必要である。
(4) 労働組合加入廃止と新組識における教育行政職員の支配を阻む適
切な組織的保証を条件としてNEAとAFTは合併すへきである。
(5〕 教師の専門分野別に分れた組織を設けてもよいが，雇間者被傭者
問題について同一部門の教師を代表する組織は一個でなければならない。
〔6〕 組合資はチェックオフ方式によって徴集されるべきである。
( 7) 包括的な教師組織のメンパー加入は命令的であることが望まし
い。そのための一つの方法は組織が行政職員の高給料支持者となること
で，その返礼として彼等はチェックオフ方式を制度化し，教師組織の強化
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にできるだけのことをするに相違ないからである。こうした報償は行政職
員の組織支配を意味するものでなく相互援助・相互信頼に基づく自然的周
盟ともいうべきものである。保険，信用制度等のあらゆる努力を適してメ
ンパーを組織に引きつけるようにするととも必要である。
〔8) 教師組織はある程度夫々の教師資格別の人事構成をとる必要があ
石。共通の訓練を受けずまた訓練期間に違いのあるメンパーをー纏にして
はならない。
(9) 教育長，最高行政幹部級は雇傭契約に当って教師を代表する組織
に入れてはならない。
(10〕 教師組織は全国的な職業倫理綱領を作成し，それを履行する義務
がある。
それではこうした提案に則る教師組織のとるべき新政策はどうでなけれ
ばならないか。改めていう迄もなく教師の専門的自律性確保と教師の福祉
改善とに新政策が志向すべきものであることは当然である。もはや余白も
尽き，概括的にいう外はないが，教師の福祉改善については，従来の最低
給料基準法はその法定化に多大の時間と労力を要するにも拘らず，事態に
速かに敏応できず，折角法定化に成功しでも，最低基準はすでに実質的で
なくなっており，再び新たな法定化に努力しなくてはならないことから，
むしろその努力を放策して団体協約権の獲得に尽力すべきである。現在教
師は州レベルでは専門資格基準に対する統制権がなく，地域レベルでは団
体協約権をもたず，最弱の教師集団といわれ，ことに地域レベJレでは雇傭
者が一人しかないことから最も不利な契約条件におかれている。それが地
方教育行政制度における団体協約権が認められると，逆の力関係，すなわ
ち多数の雇傭者に対するー個の教師組織となり，必要給料の支払を担む地
域社会に教師派遣を桓否する「f力となって，教師の雇傭条件改善が可能と
なるからである。その際教師資格，教職加入に対する統制権を欠く団体協
約は片手務ちで，雇傭者側は教員資格を下げてそれに対応しようとするこ
とから，組織は強い職業統制権を把握しなくてはならない。この団体協約
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権と職業統制権によって教師の自律性が昂まり，協約に当っても，学校運
営にさしたる支障もなく充分教師の権利と品位を保つことができる不平処
理手続，また教育委員会の一方的な契約改訂を拒み宗教・民族等とは無関
(70) 
係な教師採用と昇進等が可能になるのである。
教育改善についても従来の地域社会毎 (community by community) 
の改善策は，地方教育改革を地方教育委員会の権限であるとする前提に立
つものであるが，その前提はあく迄法律上のそれであって，現実において
霊要な改革を遂行するには余りに資力が乏しくかっ問題例えば教師不足
ーによっては全く無能力であって，それを金科玉条とすることは改める必
要がある。問題領域が拡大した現在，視野を州・国家的レベルに造拡げて
とのレベルでの教育改善に力を注く’べきである。その意味においてもはや
地方教育委員選挙に第一義的重要性をおくことは誤りで，それよりも州知
事，州議員，大統領，連邦議員選挙に当って教育に関心を持った候補者を
支持することが大切である。けだし教育に関心がある州知事の方が何百の
地方教育委員より重要であるといってももはや過言ではないからである。
また教育改善をパブリックリレイションズに求めようとする政策を改め，
むしろ，教育委員会・公選職員に対する組織の圧力に新しい政策の方向を求
めなければならない。一般民衆の教育啓蒙いわゆるパプリックリレイショ
ンズは一般の承認がない限り教育の改善がないとの立場に立ち，世論の変
化にガイカー計算器みたいに応じることに外ならず，それでは専門的自律
性の確立，専門的立場に立つ教育改革は不可能とならざるを得ない。何回
映画会を催L，どれだけ小i田子を配り，繰返し会合をもとうとも，所詮こ
うした散弾的改革法は世論に先行し，またそれに反対してでも政策を形成
する決定権をもっ個人・機関への間断ない圧力に取ってかわることはでき
ない。教師はその健全な専門的勧告に反対することは政治的悲劇を招くこ
とに外ならないことを投票によって政治家に示L，教授の自由侵犯に対し
てはサーピス提供を差控えることによってその重要性を一般に啓蒙する必
要がある。要するに，新らしい教師組織のとるべき方向は，（1〕地域社会
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毎の教育改善策を必要以上に強調せず，州・国家段階での改善により一層
の努力を注ぐこと。（2〕教師は現在のPTA活動に典型化された一般啓蒙
よりもむしろ教育委員会，公選職員への組織の圧力に依害する ζと。（3)
州・全国教師組織は地域レベルにおける教師と教育委員会との交渉に好結
果をもたらすよう組織的に利用されること。（4）教職加入と団体協約に関
する専門的統制に組織における第ー義的優先権を与え，最低給与基準法は
廃止されること。（5〕教師の専門的自律性を有形・無形に弱体化する政策
は万難を排して避けること。の5原則に立脚しなくてはならない。〉そうし
た政策を一種の圧力団体として教師組織は遂行し，専門的自律性を確保し
てアメリカ教育を支える義務があるのである。その際「教師も被傭者の利
益は雇傭者から自由に与えられるものでなく，かちとられるべきものであ
るとの前提に立ち，その正当なる要求達成の積極的行動に当って教育委員
会，州立法部，個々の市民の苦しい叫びに撹乱されないだけの心構えをも
(72) 
つことが必要である」。 乙のととは教師を政治的問J物に変質せしむること
であるが，従来教師のする仕事は政治的思惑に支配されていながら，教師
自身は非政治的問J物であったパラドックスを，教師を政治的動物に変質せ
しめて，その仕事を政治的なものから専門的なそれに基づけるよう改める
乙とに外ならない。政治的権力のない教師では職務の廉潔性は保持できな
いからである。以上がリーパーマンの教師組織のとるべき方向に関する所
説であるが，かれはこれを以て決して実現不可能な提案とはみず，他領域
では既に実現済みであって，教育分野でも早晩実現されるべきものとし，
「ユートピアズムは避ける必要はあるが，だからといって一般に将来の現
実に照らして判断されるべき将来の在り方を現在で以て予怨する誤りを避
け，そうした誤りからくる非現実的な保守主義に堕しないようにしなけれ
(73) 
ばならない」という。ただそれはフロンティヤであるだけに， 「地理的辺
境を開拓したと同じ豊かな開拓者と，公教育の問題と潜在力を理解したリ
ーダーが必要であり，こうしたリーダーがアメリカの公教育制度が将来の
(74) 
人聞社会への大きな貢献となるような教育改革を粛すことを確信する」と
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して提案を結ぶのである。 この提案が挑戦的であるだけ異論も多く， ユ
ニークであるだけ未解決の問題を残しているが，ともかく従来不聞に付さ
れた未解決の領域に斧を入れ，アメリカ教育行政制度に関する一つの方向
を探り当てそれを示唆したかれの提案は高く評価さるべきであり，かっこ
の提案こそ正しくかれのフロンティアスピィリットの発現であったことを
リーパーマンの末尾の文章に附してとの稿を終ることにしよう。
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The Reorganization of 
Local Public School Administration in U. S. (2) 
By Shoji Yonemura 
This 1s the second part of a report on the Reorgamzation of 
Local Public School Administration in U. S. The first one, which 
was contributed to the Journal of Social Science〔June,1960〕，
discussed the centralizing tendencies of education in the state and 
federal agenci田 tostrengthen the local cotrol of education through 
cooperative federalism on the three levels of government and the 
問 organizationof the local administrative unit to facilitate the 
providing of the needed services. It was also pointed out that 
reorgamzation as well as centralization were based upon the 
pnnc1pl田 atonce of democracy and efficiency 
In the second part of the report attention is paid to the re-
organization of the administrative organization and the teachers’ 
orgamzation in connection with local politics. 
As for the admrmstrative reorgaruzation, analysis is made on 
this historical development of modern school boards and th田r
supermtendency. Through this analysis it・ 1s made evident that the 
school board org町uzationis an expedient, umque m nature and 
e伍cientto advance the educational needs of the local community 
while there remain unsolved problems about (1) the board-super-
rntendent relationship and (2) the authoritarian type of line-and 
staff-orgamzat10n based on the scalar prinロple,which make super偽
intendency uneasy, anxious profession. 
As the countermeasures to the自rstproblems, state legislation 
forbidding the malpractice' by board members rn such areas as 
personnel and business patronage, ground rules concerning the rights 
and duties of the board and the superintendent, the improvement 
of the superrntendent’s educational leadership, etc., are proposed. 
As the measures to be taken on the second problems, the functional 
organization which uses a simpli五edline-and-staff form, with lrne 
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representmg a prim町 ybasis for the distribution of function and 
the staff repr四回出1gservices to facilitate the perform担白 of
functions is recommended Organizational e伍ciencyis enhanced by 
putting these recommendations into practice. The rapid growth of 
modern capitalism, however, makes relatively ineffective the bar-
riers which the state has set up to protect the agencies of public 
education from the impact of social forces. For, society is divided 
into sections and classes which must, by some means, formulate 
an educational program. 
In the last chapter of the teachers' orgamzation, through mvesti-
gat10n of the composition of the school board and the connnunity 
power structure, it is made clear that school boards in most 
connnunities are largely composed of members from business and 
prof1回sionalgroups and that American public school system supports 
if not absolutely but to a considerable extent the values of the 
dominant class of their constituent communities. Thus there 
emerges a growing tendency to put emphasis upon the importance 
of teachers' orgamzat10n in public education. By way of con-
clu田onon teachers' orgamzation, the recommendations of J. Newlon 
who porn臼 outemphatically the closely tied relation of educational 
policies with the social policy and that of L. Lieberman on the 
standpomt of pro免ssionalautonomy are cited. 
